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地域づくり団体全国協議会
本誌は、宝くじの普及宣伝事業として助成を受け作成されたものです。
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「地域づくり団体全国協議会」は、自主的 ・主体的な地域づくりのための活動、研修等を行う地

域づくり団体相互の情報交換等を促進することを目的として、平成6年5月に設立され、これま

でに地域づくり団体に関する様々な情報の提供や研修交流のための事業を行ってまいりました。

近年、地方公共団体の財政状況が厳しくなるなかで、高度化 ・多様化する地域の課題に的確に

対応し、地域の活性化を図っていくことが必要になっています。このような時代の要請に応える

ため、全国各地の地域づくり団体には、「新しい公共」の担い手としての役割を果たすことが求め

られています。

最近では、地域づくり団体がこうした役割を果たすに当たり、専門的な知識 ・経験を有する、い

わゆる「中間支援組織」が支援することにより、大きな成果があがっている事例が増えています。

そこで、地域づくり団体全国協議会で、は、地域づくり団体の皆様に参考となる情報を提供する

事業の一環として、地域づくりに関わる中間支援事業を行っている中間支援組織に着目し、『中間

支援組織活動事例集』を発行することといたしました。

本書は、全体の概要、基調論文及び中間支援組織活動事例からなります。このうち基調論文につ

きましては、山岡義典氏(法政大学教授 ・特定非営利活動法人日本NPOセンタ一代表理事)と山

田晴義氏(宮城大学名誉教授 ・岩手県立大学名誉教授)にご執筆いただきました。また、中間支援

組織活動事例につきましては、地域づくり団体にとって参考になる全国 10の中間支援組織の特

徴的 ・先進的な取組を紹介しています。なお、山岡義典氏には、本書の編集に際し、アドバイザー

としてもご協力いただき、ご指導 ・ご意見をいただ、きました。ご多忙にもかかわらず、多大なご協

力をいただきました山岡義典氏、山田晴義氏、また、取材にご協力いただきました中間支援組織の

皆様に心から感謝申し上げます。

本書が地域づくりにかかわる方々にご活用いただき、地域づくり団体や中間支援組織の発展に

少しでもお役にたてば幸いに存じます。

平成22年2月

地域づくり団体全国協議会

会長岡崎昌之
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1 基調論文

本書では、まず中間支援組織と NPOに関

する第一人者の方々に基調論文をご執筆い

ただいた。

特定非営利活動法人日本NPOセンタ一

代表理事でもあられる法政大学教授の山岡

義典氏には、『中間支援組織の現状と役割と

課題』と題して、中間支援組織の概況、設置運

営主体からみた中間支援組織の分類と現状、

主な事業、機能、これからの課題について論

じていただ、いている。

宮城大学名誉教授 ・岩手県立大学名誉教

授の山田晴義氏には、『地域コミュニティの

再生 ・自立とその中間支援のあり方』と題し

て、地域コミュニティの再生・自立が求めら

れる背景とその課題、地域コミュニティ再

生 ・自立への動向とあり方、地域コミュニ

ティにかかわる中間支援の必要性とあり方

などについて論じていただいている。

2 事例

次に、地域づくりの分野で活躍している中

間支援組織のうち、特徴的な事業を行なって

n e 

いる下記の特定非営利活動法人 10団体の

事例を個別に取材して取りまとめた。それぞ

れの団体が行う中間支援事業の内容は、以下

のとおりである。

「特定非営利活動法人北海道NPOサポー

トセンター」は、①NPOのサポート事業 ・

相談等の自主事業、②NPO同士及びNPO

と大学等の研究教育機関との連携を図る連

携事業、③行政等からの委託事業及び④共同

事務所運営事業を行っている。

「特定非営利活動法人せんだい ・みやぎN

POセンター」は、①NPOの情報発信を支

援する rNP 0情報ライブラリー」、②NPO

に物品 ・資金等を提供する「サポート資源提

供システム」と「みんみんフアンド」並び、に③

NPOの活動を紹介する「せんだいCARE

Sキャンペーン」等を行っている。

「特定非営利活動法人NPOプラザ ・ねこ

ねっと」は、①循環 ・自立型まちづくりに関

する調査研究 ・企画提案 ・コーディネート・

プロデユース(例、コミュニティビジネスの

創出支援)、②NPO向けのセミナ一等の開

催、③青少年健全育成事業の実施等を行って

いる。

「特定非営利活動法人山梨県ボランティア

協会」は、①NPO等の活動拠点となる「山梨



県ボランティア ・NPOセンター」の運営事

業、②多岐にわたる自主事業(例、情報収集 ・

提供事業、教育 ・人材育成事業、総合的コー

ディネート事業、調査研究・提案事業、ネッ

トワーク事業)及び③行政 ・企業 ・NPOと

のパートナーシッフ。事業を行っている。

「特定非営利活動法人浜松NPOネット

ワークセンター」は、①NPO活動支援(例、

共同事務所の運営、啓発、情報の収集 ・提供、

地域資源の調査・開拓)及び②多様な人々の

社会参加支援(例、障害のある人への 1Tに

よる支援、ジョブコーチ派遣事業、安間川水

辺再生まちづくり事業)等を行っている。

「特定非営利活動法人岡崎まち育てセン

ター ・りた」は、市の地域交流センターを拠

点とし、①ボランテイアセンター機能に係る

事業、②NPO支援センター機能に係る事業

及び③ワークショップ等のまちづくりセン

ター機能に係る事業を行っている。

「特定非営利活動法人コミュニティ・サ

ポートセンター神戸」は、①就業 ・起業を支

援する「生きがいしごとサポートセンター事

業」の受託、②NPOの中期計画策定の支援、

③ふるさとコミュニティ ・ビジネス創出支

援事業、④NPOのマネジメントを学ぶNP

O大学、⑤地域課題を解決するソーシャルア

クション支援プログラム、⑥あしや市民活動

センターの支援、⑦市民活動サポート資金に

よる助成事業等を行っている。

「特定非営利活動法人NPO高知市民会

議」は、①自主事業の中の中間支援事業(例、

広報誌「わいわいくじら」の発行)及び②高知

市市民活動サポートセンター運営事業の中

の中間支援事業(例、広報 ・啓発事業、人材育

成事業、調査 ・研究事業、まちづくりファン

ド運営関連事業)を行っている。

「特定非営利活動法人ハットウ・オンパク」

は、①「別府八湯温泉泊覧会(オンパク)Jを通

したまちづくり、人材の発掘・育成、地域づ

くりを行う人々の支援、②コミュニティ・ビ

ジネス等の支援を行う中間支援組織を全国

に広げる「ジャパン ・オンパク事業」等を行っ

ている。

「特定非営利活動法人宮崎文化本舗」は、①

事務局代行事業(イベント等を行いたい団体

から問い合わせ窓口事務、広報宣伝活動、チ

ケット販売等を請け負う)、②NPO等の支

援(例、「みやざきNPOハウス」の運営、「宮

崎県NPO活動センター」の業務)等を行っ

ている。

3 資料

本書の巻末の資料のところでは、中間支援

組織の活動に係るアンケート調査結果を載

せている。これは、平成21年 10月現在で「地

域づくり団体全国協議会」に登録する地域づ

くり団体 (3，910団体)に対しアンケート調

査をし、このうち中間支援組織として活動し

ている旨の回答をした 41団体の回答を集計

したものである。調査事項は、団体の概要、設

置運営形態、現在実施している中間支援活

動、課題 ・テーマ及びその他団体の独自の活

動分野である。ただし、回答数が少ないこと

から、この集計結果については、あくまで参

考として掲げたものであることに留意され

たい。
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基調論文

中間支援組織の現状と役割と課題

山岡 義典(法政大学教授・特定非営利活動法人日本NPOセンター代表理事)

1中間支援組織とは何か
~その概況~

ここでいう中間支援組織とは、地域づくりに

限らず環境保護や地域福祉や教育文化など、さ

まざまな市民が取り組む活動を間接的に支援す

る組織のことを指す。

このような中間支援組織は、 NPO法の成立 ・

施行の動きの中で1990年代後半から自生的に

登場したもので、社会福祉協議会のボランティ

アセンタ一、公民館、児童館、女性センタ一、商

会議所などのように全国一律に設置方針が定

められているわけではなく、政府の補助制度も

ない。また民間組織としても、 YMCAや青年会

議所などのように趣旨を同じくする組織が全国

各地に存在し、それを統一的にまとめる全国組

織があるといったアンプレラー型の組織でもな

い。従って、 一部の自治体ではその設置や補助

について定めているが、どの自治体にもあると

いうものではなく、全国的に見ればむしろ少な

い。その内容もそれぞれに異なっている。

そのため公式的に統ーされた定義はなく、そ

の公式リストも公式統計も存在しない。そこに

この中間支援組織の独自の特徴があるわけだ

が、それでは議論がしにくいとの思し功当ら、日

本NPOセンターでは rNPO支援センター」の

名称で独自の定義を行い、その全国的なリスト

を作成してホームページにアップしている※l。

このNPO支援センターの定義については、

①NPOの支援(主に団体 ・組織の支援)を行っ

ており、②分野を特定せず、③常設の事務所が

あり、④日常的にNPOに関する相談に応じる

ことのできる職員がいる、という 4つの条件を

すべて満たしている団体としている。この定義

のもとに、個々のセンターの申し出や公表され

た情報によって判断できた範囲で日本NPOセ

ンターが登録したセンターは2009年9月9日

現在で300にのぼる。このうち5つは特に地域

に根拠を持たない全国組織であるから、地域を

ベースにした組織は295ということになる。実

際には登録できていない組織もかなりあると思

われるし、また地域づくりやまちづくりの分野

に特化した中間支援組織はもともと対象として

入っていないから、それらを加えるとその数は

もっと多くなるはずである※2。「中間支援組織」

とrNPO支援センター」では厳密には意味やイ

メージが異なるかもしれないが、本論ではほぼ

同ーのものとして、以下、日本NPOセンターを

情報源とする rNPO支援センター」に関する記

述も含めて「中間支援組織」の用語を用いるこ

とにする。

これらの中間支援組織に関する近年の調査と

しては、日本NPOセンター [2007J[2008J※3 

があるので、以下では、前記のホームページの

データとともにこの調査結果によって現状を解

説する。なお中間支援組織に関しては福祉医療

機構[2007J※4があり、これも参考になるが今

回は紙面の都合からそのデータによる解説は割

愛する。

※ 1 http://www.jnpoc.ne.jp なお、ここでいう NPOとはNPO法人(特定非営利活動法人)のみを指すものではなく任意団体と

しての市民活動団体を含むもので、公益法人も今後改革が進んでいけば主務官庁にとらわれない民間組織としてNPOの仲間

に入ってくる。それらを含めた広い意味での民間非営利組織のことを指している。

※2本事例集に取り上げた団体には日本NPOセンターに登録されていないものも含む。NPOプラザ・ねこねっと、岡崎まち育て

センターりた、ハットウ・オンパクは地域づくりに特化した支援組織として、定義①の点で登録対象になっていない。山梨県

ボランティア協会は独立した名称では資録されていないが、登録されている公設の山梨県ボランティア・ NPOセンターの運

営団体として付記されている。

※3支援センターの現状を客観的な数字で明らかにし、課題と将来展望を探るために行った調査で、調査時点で日本NPOセンター

に登録された277団体を対象に民設民営・公設民営・公設公営別に一部輿なる調査票を用いて郵送でアンケートを行い、 215
団体から回収した(回収率77.6%)。公設民営に関しては運営者を対象にアンケー卜した。

lふlJJ:彊
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2設置運営主体からみた中間支援
組織の分類と現状

先にも述べたように、中間支援組織には統一

的な制度はない。そのために多様な姿をもつ

が、その多様性は設置主体と運営主体の違いと

してとらえることができる。その類型を、日本

NPOセンターでは大きく民設民営系 (A)、公

設民営系 (B)、公設公営系 (C)、社協系 (D)に

区分している。しかし実際にはそれぞれの運営

形態や組織の実態はさまざまで、それぞれの区

分の境界もはっきりしたものがあるわけではな

い。しかも組織の運営形態は時とともに変化す

ることもあるので、個々の区分をある時点で固

定して明確化することは不可能に近い。

そのことを前提にしながらも各区分の内容と

細区分した内容を説明したのが表 lである。民

設民営系 (A)については、民間の施設を使用し

民間の資金で運営している純粋民間型 (A-l)と

公的な施設を使用していても使用料を負担し

ていたり、公的な運営費補助を受けていてもそ

れが全体の半分未満であるような公的関与型

(A-2)に分けることができる。公設民営系 (B)

はかなり複雑で、、 NPO法人等の既存の民間団体

に運営を委託しているもの (B-1)、組織の設立

に伴って協議会などの運営目的の民間組織を新

設して運営を委託しているもの (B-2)、財団法

人や社協等の既存の外郭団体に運営を委託して

いるもの (B-3)、行政施設を特定団体(社協以

外)に無償で提供し運営経費を全面的に補助し

ているもの (B-4)、などに分けることができる。

ここで委託といっているものには指定管理者へ

の委任も含めている。公設公営系(C)の運営に

はそれほど複雑な態様があるわけではなく、多

くは行政職員が日常業務を行っている。しかし

外部に委託する業務が増えてきたり、 NPOや

ボランティアなどの参加が活発になると、公設

民営系 (B)との境界は見えにくくなる。社協系

(D)は社会福祉協議会が地方公共団体からの補

助によって福祉分野に限らずNPO支援を行っ

ているもので、同じ社協が係わっているもので

も行政から委託を受けて運営している B-3とは

区分している。しかしこのような区分を外から

見分けるのは大変難しく、しかもDは数も少な

いのでB-4に準ずるものとしてBに含めてもそ

れほど問題はない※50

これらの中間支援組織の現状を、日本NPO

表 l 設置・運営主体別にみた中間支援組織(NPO支援センター)の区分とその内容 [作成:山岡]

区分 内 信廿ヤ

A:民設民営系 民間団体(NPO法人等)として設立し民間で運営しているもの
A-] (純粋民間型) -民間の施設を使用し、民間の資金で運営
A-2 (公的関与型) -公的な施設を使用しているが有償であり、地方公共団体からの補助金を受けていても

その割合が運営費全体の一部(半分未満)

8:公設民営系 地方公共団体の指定管理や業務委託あるいは経費補助のもとに民聞が運営しているもの

8-] (既存民間団型) -既存の民間団体(NPO法人等)に運営を委託
8-2 (新設民間団体型) -設立に伴い運営目的の民間団体を新設し運営を委託
8-3 (外郭団体委託型) -既存の外郭団体(財団法人や社会福祉協議会等)に運営を委託
8-4 (経費補助運営型) -行政施設を特定団体(社協以外)に無償で提供し運営経費を全面的に補助

C:公設公営系 地方公共団体が設立し地方公共団体が運営するもの

0:社協系 地方公共団体の全面的補助によって社会福祉協議会が運営しているもの

※4 ;福祉医療機械の実施する助成事業の助成先団体の事業振興のためにも事業効率化を推進するためにもNPO中間支援団体のー
!凶の活性化が不可欠との観点から、 三菱U円リサーチ&コンサルティング株式会社に委託して行ったもので、筆者はアドバイ
ザーとして関わった。I次調査では日本NPOセンター登録団体以外も含めて358団体に郵送によるアンケートを行い154団
体から回収(回収率43.0%)02次調査としては 19団体に訪問取材した。公設民営に関しては設置者を対象に調査を行ってい
る点が日本NPOセンターの調査とは奥なる。

※5日本NPOセンター [2007][2008]では社協系 (0)は公設民営系 (8)に加えて集計している。
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センターのホームページによって地域別、設

置 ・運営主体別に集計したのが表2である※6。

民設民営系 (A)は75団体で全体の3割弱に

当たる。活動範囲が市区町村よりも広域にわた

るものが多いのが他 と比べた特徴となってい

る。北海道 ・東北(15)や近畿 (14)、中国(14)

に多く、関東 (10)、九州(10)と続く 。表には

でてこないが関東には全国組織(5)が存在する。

公設民営系 (B)は139団体で最も多く、全体の

5割を超える。その8割以上は基礎自治体が設

置したものである。地域別には関東 (43)が最

も多く、中部(26)、近畿(18)、北海道・東北(17)

と続く 。公設公営系 (C)は70件で全体の4分

のl程度を占める。これも8割以上は基礎自治

体が設置している。地域別には関東 (24)が最

も多く、それに中部 (16)が続くが、 他の地域に

は少ない。社協運営型 (0)は11団体で全体か

ら見ればl割もなく、関東 (4)と近畿 (3)にや

や多い※70

これらの年別設立数の推移を日本NPOセン

ター [2007Jで見ると、 AはNPO法が議論さ

れ始めた 1995年から急に増え始めて 1997年

に10件でピークを迎え、以後は減少 してきて

近年では数件になっている。これに対してB(O

を含む)はNPO法が成立 した 1996年から次

第に増え始めて 2001年に 24件でピークを迎

え、 以後は急速に減少 して2007年では5件程

度となっている。CはBとほぼ同じパターンで、

ピークは2001年の 10件である。公設のBとC

は、民設より 4年程度遅れて設置ブームが起き、

今は一段落したと考えてよい。

同じ資料には興味深いデータがある。スタッ

フの平均年収について調べているが、それによ

るとCが508万円と最も高く、 Aはその半分強

の261万円、Bが最も低 く222万円となってい

る※8。公設民営ではいかに安上がりに運営して

いくかという努力が見え隠れしており、この辺

りにBの課題も見えてくる。

表2 地域別、 設置・運営主体別にみた中間支援組織 (NPO支援センター)の現状 (2009.9現在)

ピマ 民設民営系 公設民営系 公設公営系 社協系
合計

(A) (B) (C) (0) 

北海道 ・東北 15 17 7 40 
(4) (11 ) (7) (1) (23) 

関東
10 43 24 4 81 
(2) (40) (22) (3) (67) 

北陸 4 7 4 O 15 
(2) (5) (3) (0) (10) 

中部
7 26 16 O 49 
(1) (21) (13) (0) (35) 

近畿
14 18 4 3 39 
(5) (16) (3) (3) (27) 

中国
14 9 4 O 27 
(13) (6) (4) (0) (23) 

四国
8 11 

(0) (7) (l) (0) (8) 

九州 ・沖縄 10 11 10 2 33 
(4) (8) (6) (0) (18) 

合計
75 139 70 11 295 
(31) (114) (59) (7) (211 ) 

出!Jl!.:日本NPOセンターHP 2009.9情報をもとに全国組織以外を山岡が表として整理。
*数字下段( )は活動範囲が主として市区l町村域に当たると想定されるもの。他は主として都道府県域。ただし一部に都道府県域

を越えた広域や都道府県内の複数市区町村域を対象としたものを含む。

※6 hppt://www.jnpoc.n巴.JP データは2009年9月9日現在。
※7日本NPOセンター [2007][20081の調査時ではA、B(Dを含む)、 Cはそれぞれ66、143，68となっていて表2の数値とは若干
異なっているが、大局的な相違はないと考える。

※8非常勤スタッフの平均時給はそれほどの差はないものの、やはり同じ順で、 873円、 872円、 842円となっている。
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3中間支援組織の主な事業
~その現状と今後~

次に中間支援組織の事業内容について見て

みたい。表 3は日本NPOセンター [2007Jを

もとに、「現在実施している中心となる事業」と

「今後中核としたい事業」につき 13項目の中か

ら3項目を選んで、もらったものの集計である。

民設民営系 (A)については、「現在」は「組織

運営に関する相談」が最多で66団体中 19、続

いて「市民活動の情報収集と発信」が 18、「団体

聞の交流促進やネットワーキング」が14となっ

ているが、「今後」になると新たに「行政との協

働や市民参加の促進」が最多となって 25、続い

て「企業の社会貢献活動の促進 ・支援」で 18、3

番目として「市民活動の情報収集と発信」と「団

体間の交流促進やネットワーキング」が16で

並んで、いる。興味深いのが現状 l位の「組織運

営に関する相談」がベス ト3から消えているこ

とである※9。情報とネットワーキングは「現状」

も「今後」も重要で、あるが、「現在Jの組織運営

相談(マネジメント支援)は行政や企業との関

係づくり(協働支援)にシフトしていきたい、と

いうことであろうか。

中間支援組織の現状と役割と課題

山岡義典

公設民営系 (B)では、「現在」は「市民活動の

情報収集と発信」が最多で 143団体中75と過

半数を超え、続いて「団体聞の交流促進やネッ

トワーキング」が49，r活動拠点 ・設備提供 ・

整備」が37と続いている。これが「今後」にな

ると、「市民活動の情報収集と発信」が57で最

多であることは変わらないものの、その割合は

減り、新たに「行政との協働や市民参加の促進」

が 15から 55に躍進して2位に登場、「現在」は

2位の「団体間の交流促進やネットワーキング」

は、数としては49から 52に増えているものの

3位になっている。興味深いのは、「現在」で3

位の「活動拠点 ・設備提供 ・整備」がベス ト3

から消えたことである※ 10。公設であっても民

営を担う側としては施設管理よりも協働や参加

のコーディネーターに重点を置いていきたい、

ということであろう。

公設公営系 (C)も「現在」はBと同じく「市民

活動の情報収集と発信」が最多で68団体中39

と過半数を超えるが、 2位は「活動拠点 ・設備提

供・整備」の27となっていて3位が「行政との

協働や市民参加の促進」の 17となっている。こ

れが「今後」になると「市民活動の情報収集と発

{言」が35で最多であることには変わりないが、

その割合は少し下がり、 3位だ、った「行政との協

表 3 設置 ・運営主体別に見た中間支援組織 (NPO支援センター)の主な事業(現状と今後)

設置 ・運営 現在実施している中心となる事業 今後中核としたい事業

(277) (各団体 13項目より 3項目を選択) (各団体13項目より 3項目を選択)

民設民営系 ①組織運営に関する相談(19)
①行政との協働や市民参加の促進 (25)

②企業の社会参加活動の促進 ・支援(18)
(A) ②市民活動の情報収集と発信(18)

③市民活動の情報収集と発信(16)/団体聞の
(66) ③団体聞の交流促進やネットワーキング(14)

交流促進やネットワーキング(16)

公設民営系 ①市民活動の情報収集と発信 (75) ①市民活動の情報収集と発信 (57)

(8) ②団体聞の交流促進やネットワーキング(49) ②行政との協働や市民参加の促進 (55)

(143) ③活動拠点 ・設備提供 ・整備 (37) ③団体聞の交流促進やネットワーキング (52)

公設公営系 ①市民活動の情報収集と発信 (39) ①市民活動の情報収集と発信 (35)

(C) ②活動拠点 ・詮償提供 ・整備 (27) ②行政との協働や市民参加の促進 (30)

(68) ③行政との協働や市民参加の促進(17) ③団体聞の交流促進やネットワーキング (52)

日本NPOセンター [2007]より山岡が表として整理
* r現在J欄の太字下線は「現在J3位以内で「今後」は4位以下になったもの * r今後J欄の太字下線は「現在J4位以下で「今後」は3位に入ったもの
* r社協系Jは「公設民営系Jに含めている * ( )の数字は回答団体数

※9 回答が19から 12に減少して6位に下がっている。
※10回答が37から 26に減少して5位に下がっている。
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働や市民参加の促進」が17から 30に増えて2位

に、「団体間の交流促進やネットワーキング」が

25に増えて3位に登場している。ここでも 2位

だ、った「活動拠点、 ・設備提供 ・整備」は番外に退

いている※ 11。この点ではBとほぼ同様である。

以上を整理すると、次のことが言える。

・「市民活動の情報収集と発信」についてはいず

れの類型にとっても、これまでも今後も重要

であるが、相対的にみれば今後はその重要性

が下がる。

-民設民営で最も重視する事業は、これまでは

「組織運営に関する相談」であったが今後の

重要性は「行政との協働や市民参加の促進」

あるいは「企業の社会貢献活動の促進・支援」

に移っていく 。

・公設民営や公設公営における「活動拠点、 ・施

設提供 ・整備」の重要性は下がり、その分、

公設民営では「行政との協働や市民参加の促

進」が、公設公営では「団体聞の交流促進や

ネットワーキング」が、重要性を増してくる。

「したい」ということと「できる」ということ

は異なるから各地の中間支援組織のこのような

思いがどう実現するかは分からないが、方向と

しては大きな変化を求める時期にきていると

いってよいのかもしれない。

4中間支援組織の機能を見る視点
以上から、 A、B、Cの類型によって事業の現

状や今後への期待が異なることが見えてきた

が、これをどう理解したらよいか、機能という

観点から一般化して整理しておこう。厳密な議

論にはなりにくいが、ソフト系かハード系かと

いう視点から、大きく次のように3つに分けて

考えることができる。

<ソフト系機能>

知恵や知識があれば特に大きな施設や設備が

なくても果たせる機能で、下記のようなものが

※11回答が27から 21に減少して4位に下がっている。

ある0

・コンサルタント機能=相談と指導

・ネットワーキング機能=多種多様な組織と人

を結びつける

・シンクタンク機能=調査研究と政策提言

-ファンディング機能=募金や助成 ・融資など

の資金循環

<ハード系機能>

施設や設備があれば基本的な役割が果たせて

特別の知恵や知識は要求されない機能で、下記

のようなものがある。

-ファシリティ機能=設備 ・備品の利用

・スペース機能=会議室や集会場所の提供

<ソフト ・ハード系機能>

知恵や知識も必要であるが、ある程度の施設

や設備が使用できると効果が発揮できる機能

で、下記のようなものがある。

-インフォメーション機能=情報の収集・閲覧・

加工 ・発信

・カンフアレンス機能=研修会 ・講習会 ・セミ

ナー・フォーラム等の開催

これら三つの機能の適合性を先の設置 ・運営

主体別に見ると、 一般に次のように言う ことが

で、きる。

①ソフト系機能は人的資源が重要で、リー

ダーの指導力や発想力、スタッフの能力や

専門性、その定着が課題になる。この点で

立場や価値観において自由度の高いAが強

く、 Bは可能であるものの人的な面で課題

があり、 Cについてはその立場からも限界

があるように思われる。

②一方、ハード系機能は施設や設備とともに

毎年度の予算も確保できる Cが最も強く、

Bも可能で、あるが管理という点では不安定

になりやすく、 Aには施設や設備を確保す

るための資金という面での限界がある。

③その点でソフト ・ハード系機能はA・B・C

ともそれぞれのリソースを生かしながら特

徴をもたすことが可能であるが、 一定の施

設や設備を確保しながら人的にも自由度の



高いBが最も可能性があるはずである。現

状でも半数以上を占め、これからも増える

と思われる Bのハード ・ソフト系機能を、

地域社会の中で今後どのように高めていけ

るかが大きな課題といえる。しかし現実に

は、これらの機能をBがうまく発揮できる

か中途半端にしか発揮できないかは受託者

次第であり、数年ごとに受託者が変わる業

務委託や指定管理者制度のもとでは、ソフ

ト系機能を効果的に果たす人材の確保や定

着が難しいという課題がある。

5これからの中間支援組織の課題
以上の検討から、設置運営主体別に今後の課

題を整理しておこう。

民設民営系 (A)の中間支援組織の強みは、自

主性を生かしたソフト系の機能にある。その

点、今後の方向として行政との協働や企業の社

会貢献と関わっていくことは、適切と思われ

る。このソフ ト系の機能が効果的に発揮できる

かどうかは、適切な人材をいかに確保し、 一定

の安定した雇用をいかに保障できるかにかかっ

ている。人材の流動性もある程度は必要だが、

頻繁に人が変わるようではソフ ト系の機能の質

は上がらないし、外からの信頼も得られない。

優れたスタッフが安心してミッションの遂行に

力を注げるよう、安定した資金確保が大きな課

題になる。ソフト系機能には対価を得やすいも

のと得にくいものがある。前者は事業化による

対応が可能だが、後者には見返りのない資金提

供が必要になる。民設民営系は、ハード系やソ

フト・ ハード系の機能の担い手としては、必ず

しも向いていない。これを担う場合には、人的・

参考資料

中間支援組織の現状と役割と課題

山岡義典

資金的な硬直性をもたらさないような考慮が必

要になる。

公設民営系 (B)の中間支援組織の強みは、施

設や設備など一定のハード系機能をもちながら

も単なる施設管理者に終わることなく、自主的

なソフト系の事業を展開できるところにある。

このような事業の代表的なものは紙媒体や電子

媒体を用いた情報の収集 ・保存 ・加工 ・発信な

どの事業である。「現在」も「今後」もこの種の

事業が最も重視されているが、これを効果的に

果たすには人的ネットワークの維持が必要で、あ

る。その点、業務委託者や指定管理者が頻繁に

交代するようでは、効果的で質の高い情報事業

は困難である。これをどう安定させていくかが

大きな課題となる。また低い給与水準がソフト

系機能の質を下げていく懸念もつきまとう。今

後の事業として行政との協働に関することが指

摘されているが、受託する NPOの相当な自律

性がなければ行政の御用聞きになりさがる危険

もある。

公設公営系 (C)の中間支援組織の強みは、何

といってもハード系の機能である。今後の方向

として、このハード系の機能を低下させて団体

聞のネッ トワーク事業などのソフ ト系機能へと

シフトしていくとしたら、かなり無理が出てく

るように思われる。スタッフは数年ごとの人事

異動によって配属されるから必ずしも適材適所

といかない可能性もあり、十分な情報蓄積は難

しい。

市民活動団体などの地域のNPOが育つため

には、さまざまな中間支援組織の役割が大き

い。中間支援組織の設立ブームは下火になった

感もあるが、民設民営 ・公設民営・公設公営の

組織が、それぞれの特性や得意技を生かして機

能を分かち合いながら、再び各地で生まれ育

ち、大いに活躍していくことを念願したい。

・特定非営利活動法人日本NPOセンター[2007] 'NPO支援センターの現状その①JfNPOのひろばJ2007年冬号(No.51) pk'" 9 
・特定非営利活動法人日本NPOセンター[2008]'NPO支援センターの現状その②JfNPOのひろばJ2008年春号(No.52) p.5 "-' 9 
・Webサイト http://www.jnpoc.ne.jp 
-独立行政法人福祉医療機構[2007]Ii長寿 ・子育て ・障害者福祉分野におけるNPO中間支援団体の実態に関する調査報告書』
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基調論文

地域コミュニティの再生・

その中間支援のあり方

自立と

山田 晴義(宮減大学名奮教授・岩手県立大学名誉教授)

近年、わが国でも地域コミュニティの重要性

が言われるようになってきたが、その活性化に

向けた取り組みに対して様々な検討と支援が必

要だと思われる。これまでも NPO・市民活動の

促進にかかわる中間支援の重要性とそのあり方

について論じてきたが※i、ここでは、多くの課

題を抱える地域コミュニティの再生 ・自立のた

めに必要な中間支援のあり方について述べる。

本稿の内容は、筆者らの「コミュニティ自立研

究会」が行ってきた地域コミュニティの再生 ・

自立にむけた様々な主体による取り組みについ

ての調査結果※ 11を参考にしている。

地域コミユγ … 
る背旦とその課

〈いま、なぜ地域コミュニティが言われるの

か?)

本稿をはじめる前に、ここでの地域コミュニ

ティの定義について確認しておきたい。一般に

「人間が、それにたいして何らかの帰属意識を

もち、かっその構成メンバーの聞に一定の連帯

ないし相互扶助(支えあい)の意識がはたらい

ているような集団」 ※111とされるが、実際には連

帯意識や相互扶助の関係が希薄あるいは消滅状

態に近い地域の問題をも取り扱うことから、こ

こでは「住民が相互に直接出会う可能性のある

自然集落から小 ・中学校区程度の範囲で、住民

によって営まれる相互扶助や共同の活動並びに

自治などが行われることが期待される地域社会

とそのコミュニティ組織」としておく 。コミュ

ニティ組織とは、自治会や町内会あるいは当該

自治体から認知されている住民自治協議会など

のほかに、地域コミュニティの再生 ・自立を目

的とした活動を行う自主的な集団も含むものと

する。

いま地方自治体が地域コミュニティの再生・

自立を叫ぶのは財政事情が厳しくなり、社会

サービスなどの役割を少しでも分担して欲しい

と言う のが本音だろうが、行政が一方的に役割

分担を迫っても、俄かに地域住民の同意が得ら

れるはずがないばかりか、そもそも現在の地域

コミュニティにこの申し出を受け入れる体力が

あるのか疑問だ。地域コミュニティの問題は、

特に平成の大合併で成立した新自治体でクロー

ズアップされているようだが、本来は合併の前

に十分に検討しておくべき課題だ、ったのではな

かろうか。

市町村合併とは別に、この数十年の国民の生

活水準の画期的な向上に伴い、生活サービスの

拡大やその質の向上が求められるようになり、

行政がサービスの提供などに対応しきれなく

なったのはずいぶん以前からだ。その上、昨今

の家庭内や地域でこれまであまり経験しなかっ

た深刻な問題の出現によって、地域コミュニ

ティ以外にその予防や問題解決の担い手を見出

すことが難しいことを思い知らされた。つまり、

財源の問題からだけでなく、私たちの安全 ・安

心の暮らしを実現するためには、行政の力だけ

※ l 常者はこれまでに、谷本寛治・凹尾雅夫編著rNPOシリーズ4-NPOと事業J(2002年6月、ミネルヴ7，lJ房)の第4草でrNPO
と地域における中間支援システム」を執筆した。

※ ii 2004年に、財団法人東北開発研究センターが設置し、筆者が座長を務める「コミュニティ自立研究会」で行った調査。同研究
会は、これまで「コミュニティ再生と地}j自治体再編J(2005 年8 片)、「コミュニティの自立と経'~;J(2006年8月)、「地域コミュ
ニティの支援戦略J(2007年8月)を、いずれも「ぎょうせしりから出版しており、これらを参考にしている。

※iii広井良典「コミュニティを問いなおす一つながり ・都市 ・日本社会の未来」、2009年8月、ちくま占房

; iEJ イI問調盟



ではどうにもならないということに、国民の多

くが気づき始めたのである。そこで、新たな公

共の担い手として登場したNPO・市民活動に

期待が寄せられてきたのだが、上記のような地

域課題に応えられる NPOが、全国どの地域でも

存在するというわけにはいかない。そうなると、

やはり衰退した地域コミュニティにもう一度期

待せざるを得ないというのが実情だろう。

〈地域コミュニティの問題と再生・自立への課題〉

結果的に地域コミュニティへの期待は高まる

が、 一般に、社会・経済状況の変化で、地域にお

ける共同の活動が著しく減退するとともに、組

織内での仕事は、特定の担い手層だけに集中し、

組織の活力は大きく低下したままだ。しかしな

がら、地域活動の担い手減少とコミュニティ組

織の衰退要因はそれだけではない。戦後も町内

会・自治会などは存続され、行政からの様々な

仕事を引き受けることになるが、補助金などの

都合で行政の縦割りがそのまま地域の諸組織の

縦割り化を促し、ひいては地域コミュニティの

分断をもたらすことになったのではないだろう

か。これらのコミュニティ組織は、もともと男

尊女卑と長老支配の傾向が強いうえに、行政の

下請け化が進んだのでは、地域の若者や壮年層

が地域コミュニティでやりがいを見つけられる

わけはない。旧来からのコミュニティ組織と若

者たちとの関係が変わらなければ、彼らの関心

を地域コミュニティに向けさせることは難し

し)0

地域コミュニティ再生 ・自立の重要性を認識

した自治体のなかには、地域コミュニティの活

性化を促進する意図で、新たな事業メニューを

用意して資金的支援をはじめる例も少なくな

い。しかしながら、たとえ事業自体は有効なも

のであっても、コミュニティ組織の状態が改革

されないまま、あらたな事業に取り組むという

ことになれば、これまでもただでさえ仕事が集

中していた担い手層の負担がいっそう増大する

だけで、決して地域コミュニティの活性化には

つながらない。

最近地域住民による地域ビジョンづくりが

進められるようになったが、急に「ビジョンづ

くりを」と問いかけても、これまでは行政が用

意した案に対して意見を述べる程度で、地域

の人々は自らビジョンをつくった経験はなく、

従って自信もないことからそう簡単に従ってく

れることはない。こうした落差を埋めるには、

まず地域コミュニティが民主的に運営される自

治の姿を取り戻す必要がある。つまり、地域コ

ミュニティの問題は、冒頭に述べたような地方

自治体行政の都合だけで論じられるべきでない

のである。

それでは、どうしたら自治の力を取り戻せる

のだろうか?そのためにはまず地域コミュニ

ティが生まれ変わる必要があるが、その手立て

を考えなければならない。

l 一十?一ユ一生自髄岱…立臥へ目 .

〈地域コミュニティの再生・自立への取り組み〉

これまでに述べてきたような地域コミュニ

ティの状況に危機感をもち、その対策や活動に

取り組んできた行政や住民等による組織も少

なくない。それらの取り組みを分析することか

ら、地域コミュニティの自立や支援のための手

立てを考えることができる。表-1 (P.20)は、

「コミュニティ自立研究会」で調査した事例か

らまとめたものである。

地方自治体による取り組みは、 基盤となる コ

ミュニティ組織の範囲の再編、地区公民館や役

場支所等の管理運営方法の変更、地域コミュニ

ティへの財源の見直しなどで、これらはいずれ

も行政の負担を削減しようとする意図が含ま

れることが多い。また、地域コミュニティの改

革や活性化を狙って、地域ごとに地域計画を策

定させ、その結果を自治体の総合計画に盛り込

み、さらに地域提案による事業を実現するため

の助成金を用意し、これらを支援する NPOや

臨離γ 15 
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行政職員を張り付けるような対策を整えている

例が見られる。

二つ目の住民等の組織には、コミュニティ組

織のほか特定の年齢層などからなる市民活動組

織を含んで、おり、なかには商業者で構成される

組織も見られる。市民活動組織の多くは、その

自立的経営を図りながら、地域コミュニティに

も貢献する活動を始めたケースもある。コミュ

ニティ組織のなかには自立的な経営を実現する

ための収益事業に取り組み、その余剰を地域コ

ミュニティに還元して地域の暮らしの条件を向

上させているケースも見られる。三つ目は、地

域コミュニティの支援を主な目的に含んで、い

る中間支援組織を取り上げたが、事例としては

NPOと社会福祉協議会による活動がみられた。

〈地域コミュニティの自立モデル〉

コミュニティ自立研究会では、これまでの

調査結果を踏まえて地域コミュニティの自立

モデルを提示した※IVが、その考え方は図一 l

(P. 21)に示すように、 ①公的支援による事業の

合理的運営による生活サービスの充実、②収益

事業の実施と余剰利益の生活サービス等への還

元、③前2者の事業の余剰利益を活用しつつ共

助による事業などの実施、④さらに①②の余剰

利益の還元からコミュニティ組織の充実を図る

ことによって地域コミュニティを再生し、自立

的な運営を実現するというものである。このモ

デルは、表-1 (P.20)に示した「特定非営利活

動法人(以下'NPO、法人」と表記)夢未来くんま」

「大沢農村振興会J'NPO法人自然王国ほその

村」などの活動が参考になっている※v。

〈地域コミュニティの再生・自立と行政の役割〉

地域コミュニティの自立は、自らの努力だけ

で実現することは難しく、行政がすでに多くの

自治体でコミュニティの再生 ・自立に向けて

様々な取り組みを展開していることは先に述べ

た。そのなかでは、地域ビジョン(地域計画)の

策定と事業実施の支援、地域コミュニティの運

営をはじめと した地域づくりにかかわる人材育

成、活動に必要なノウハウをはじめとする情報

提供、地域組織の活動拠点の整備なども自治体

の役割だと言えよう。地域コミュニティが自立

して活動するための制度面での保障も行われ、

そのための住民自治基本条例※ VIなどの整備、

あるいはこれに代わるルールづ、くりも行政の

役割として重要だろう。さらに、地域コミュニ

ティの運営や地域に分担を期待するサービス提

供に必要な財源を用意する例も見られたが、従

来のように縦割り型の補助金を用意するのでは

なく、地域コミュニティが有効かっ適正に財源

を活用できるような工夫が必要である。これ以

外でも、現状の縦割り行政のもとでは、地域コ

ミュニティへの支援の効果には限界があり、行

政内部の組織改革が大きな課題だと言えよう。

糊コミユニ一一 I

〈中間支援の必要性と課題〉

地域コミュニティの再生 ・自立に向けた支援

の必要性と課題を述べてきたが、縦割りは行政

の宿命だという見方もあり、組織改革を待って

いてもいつ実現できるか見通しは立たない。ま

た、行政による支援等の施策は、どの自治体も同

レベルで、展開で、きるとは限らない。自治体の財

政力や地域コミュニティ自治に対する理解と姿

勢はかなり違いがあり、自治体によって対策そ

のものも大きく異なる。さらに、住民自治などの

lレールづ、くりや拠点整備などにしても、っくり

※IV山田崎義 ・新川達郎編著「コミュニティ再生と地方自治体再編」、 2005年8月、ぎょうせい
※vそれぞれの組織の概要については、コミュニティ自立研究会で出版した 3つの著書(註ii)を参照されたい。rNPO夢未来くん
ま」は旧天竜市(現浜松市)熊地区、「大沢段村振興会」は旧種市町(現洋野町)大沢地区、 rNPO法人自然王国ほその村」は旧安
塚IIIJ(現上越市)制野集落にある組織である。

※vi類似の条例として、このほかに自治基本条例、まちづくり基本条例などもある。



方によって地域コミュニティ再生への効果は異

なる。人材育成や情報提供にしても、その方法に

よって効果は違ってくる。こうした対策の多く

は、住民とともに学習や議論を共有しながら答

えを見つけ出していくことによって、有効なも

のとなることも少なくないが、行政でこうした

試行錯誤の過程を含む取り組みを実現すること

は一般に難しい。このほかにも、行政が行うこと

で形式的になり、効果が十分期待できない対策

も少なくない。住民の目線や感覚でこそ見つけ

出せる知恵や対応もある。さらに、コミュニティ

組織の運営やその自立的経営を実現するための

コミュニティビジネス導入のようなNPOなど民

間による専門的なノウハウが不可欠な場合もあ

る。

地域コミュニティが活動を展開するうえで、

NPOなどの持つ専門的なノウハウは重要で、あ

るが、どの地域においても地域コミュニティと

有効に連携しうるNPOなどの存在を期待する

ことは無理があることは先に述べた。特に農山

村地域などでは一般に多様なニーズに応えられ

るNPOの登場を期待することは難ししたとえ

NPOが存在したとしても、そのミッションが地

域コミュニティの再生 ・自立と重なるとは限ら

ない。

以上のように見てくると、コミュニティ組織

や行政では用意することが難しいノウハウなど

を提供できる中間支援組織の役割が重要である。

つまり、地域コミュニティの再生 ・自立は、コ

ミュニティ組織、行政、中間支援組織の3者がそ

れぞれの役割を果たしつつ協働で、実現する必要

がある。

〈中間支援組織の役割と主体形成〉

地域コミュニティにかかわる中間支援組織の

候補としては、もちろんNPO・市民活動組織な

どが真っ先に考えられるが、このほかにも地域

の状況に応じて、社会福祉協議会、農業協同組

合、生活協同組合、 青年会議所、商工会議所 ・商

工会など一定の公益性を期待できる地域の団体、

地域コミュニティの再生・自立とその中間支援のあり方

山田晴義

あるいは企業などがそれぞれの組織の活性化と

結びつけながら、地域コミュニティの再生 ・自

立に寄与することを期待したい。そこで、多様な

主体による地域コミュニティの中間支援の可能

性を事例から探ってみよう。

ここでは、 NPOによる中間支援として、北上

市にある 'NPO法人いわてNPO-NE Tサポー

ト」と会津坂下町の 'NPO法人N1 VOJについ

て述べる。社会福祉協議会の支援については「伊

賀市社会福祉協議会」の活動を、また、行政とし

ては、公設民営の方向で検討が進められている

柴田町の「まちづくり推進センター (仮称)Jと

登米市の「中間支援組織(仮称)Jについて紹介

する。企業による中間支援については、ここでは

特に詳述しないが、主に商業者などでつくる小

布施町にあるまちづくり会社「株式会社ア ・ラ-

小布施」や長浜市の「株式会社黒壁」の活動の一

部に、地域コミュニティへの支援と言える活動

が含まれており、多様な民間企業によるコミュ

ニティ支援も期待したいところである。

〈いわてNPO-NE Tサポートなどによる地域

コミュニティ支援〉

いわてNPO-NETサポートは、岩手県北上

市で2000年に市内の青年会議所メンバーが中

心となって設立されたNPO法人である。北上市

では市が推進する地区自治協議会の形成と、地

区ごとの自主的な地域計画の策定、ならびに地

区公民館の地区交流センター化と管理運営委託

を推進するに当たって、いわてNPO-NETサ

ポートに中間支援の役割を委託した。その内容

は、自治協議会の組織化や地区交流センターに

おいて地域で管理運営をまかされるスタッフの

人材育成、ならびに地区ごとの地域計画の策定

支援などが中心で、 NPOのメンバーが地区住民

とワークショップを行いながら、上記の課題に

取り組んできた。いわてNPO-NETサポート

は、その設立時に岩手県や北上市の助成を受け

ながらも、その自立性は高く、さらに 'NPO法

人せんだい ・みやぎNPOセンター」※VIlなどの

※vii仙台市内で、1999年に市民活動にかかわるメンバーで設立されたNPOの中間支援を主な目的とする NPO法人で、現在の代表

理事は加藤哲夫、大滝精ーである。筆者も設立時の代表理事の一人。
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理念的 ・技術的支援を受けて設立されたNPO

法人で、人材育成、組織づくり、参加型の地域計

画策定、ネッ トワーキングなどに優れた技術を

身につけており、こうした能力をもったNPOの

地域コミュニティへの中間支援は有効である。

このような支援力を有する NPO・市民活動

組織による地域コミュニティの支援は他にも存

在すると思われるが、筆者らの調査からは、会

津坂下町の rNPO法人N1 VOJを挙げること

ができる。このNPOは町の長期総合計画の策

定時に、町から委嘱された住民によるまちづく

り委員会メンバーが中心になって 2003年に設

立された。このNPOは、町が行政区の公民館か

ら主事を引き上げ、自主公民館として地域に管

理運営を委託するに当たって、その人材育成を

担当するなど地域コミュニティの支援を行って

きた。

〈伊賀市社会福祉協議会による地域コミュニテイ

支援〉

伊賀市は2004年に l市3町2村が合併して

できた自治体だが、これに先立つて策定された

新市将来構想を実現するために「伊賀市自治基

本条例」を制定した。これに基づいて、市は小

学校区単位のコミュニティ組織として「住民自

治協議会」の組織化を推進し、それまでの公民

館と市民センターを地区ごとの拠点である「自

治センター」として再編した。さらに、市では

市民活動支援センターを設置し、住民自治協議

会等地域コミュニティの支援のための情報提

供、人材育成、人材派遣、場 ・機材等の提供な

どを行ってきた。

市町村の合併に伴って、社会福祉協議会も合

併されたが、その際に社会福祉協議会の将来構

想、として「あいしあおう構想」を策定して地域

福祉を展開してきた。同協議会はこの構想をも

とに、市民の生活に関わるあらゆる相談の場を

用意して問題解決に直接あたることに努めてき

た。その対応システムは図-2 (P.22)に示す

ように、住民自治協議会の単位に民生委員やコ

ミュニティ組織の責任者などからなる「地域ケ

アネットワーク会議」をおいて、住民から投げ

かけられた課題に応えるための検討を行い、さ

らに旧市町村単位に専門職による検討会の場と

して「支所ふくし相談センター」を設置するな

ど、重層的な支援システムを構築している。社

会福祉協議会が対応する課題は、コミュニティ

ビジネスなどの仕事づくりにまで及び、地域福

祉を広い視点、で捉えるとともに、具体的な問題

解決行動にまで直接関わることによって、地域

コミュニティの支援のみならず、地域住民の生

活条件の向上に有効に機能しているように思え

た。

伊賀市社会福祉協議会がこのような対応を可

能にしたのは、ひとえに執行部の意識の高さに

よるものであり、市から職員の派遣を受けるこ

となく、人材と運営の両面で自立している。地

域福祉計画も社会福祉協議会が策定したものを

市の計画とする※ VIIlなど専門性に基づく指導力

を持ち、地域コミュニティ支援ができる人材を

育ててきた。この事例は、他の公益的組織や社

会性のある民間企業でもモデルとすることが可

能であり、多様な主体による中間支援組織形成

の可能性を示唆するものと言えよう。

〈柴田町まちづくり推進センター(仮称)による

地域コミュニティ支援〉

宮城県柴田町では2004年から住民自治基本

条例の策定にあたり、公募住民50人ほどから

なる「住民自治基本条例をつくる会」を組織し

て検討し、 2009年の 12月議会で議決された。

このなかに「仮称 ・まちづくり推進センター」

が盛り込まれ、このほかにも条例に盛り込まれ

た地域コミュニティの支援や住民提案制度を推

進していくための組織として位置づけられてい

る。このセンターの機能と運営については、条

例案策定の後、つくる会のメンバーが自主的に

検討を行い、行政が設置 ・支援しながら第三者

※ VIII 一般に地域福祉計画は白治体が作成し、社会福祉協議会が地域福祉行動計1 11f!を策定するが、 fn~市では社会福祉協議会が策定

したものを市の地域福祉計同とし、これを行動計画と派ねた。

J18 調



機関で運営する方向で検討が進んで、いる。この

ようなセンターカ人 I也I或コミュニティにかかわ

る中間支援組織として機能することが期待され

るが、この事例は、住民主体による条例の策定

方法を採用したことによる成果だと言えよう。

この一連の条例策定の支援は、筆者がアドバイ

ザーとして担当してきたものだが、こうしたプ

ログラムの推進 ・支援自体も中間支援の機能そ

のものだと考えたい。この詳細については別途

報告する予定である※問。

なお、宮城県登米市の「協働のまちづくり」の

一環として、地域コミュニティの支援を含む中

間支援組織の設置を予定しているが、柴田町に

おける条例等策定手法を参考に検討を進めてい

るところで、ある。

おわりに変えて 東北園地域づくりコン 園

ソーシアムの実現に向けて . 

これまでの検討から、地域コミュニティの再

生 ・自立のための支援は、農村を合むあらゆる

地域で求められていること、そしてその支援の

なかには、多様かっ高度な専門的ノウハウが必

要であること、さらにそれは、支援対象の現場

に密着して過程の行動を共にし、 一緒に工夫し

ながら時間をかけて解決の方向を探る社会実

験を行いながら展開されるべきであることな

どが確認された。これらの支援を実現するため

には、多様な分野の専門的な理念と技術が必要

であり、しかもそれが支援のコンテンツとして

統合され、さらに実行のための支援システムが

地域コミュ二ティの再生・自立とその中間支援のあり方

山田晴義

用意されなければ効果的な支援は難しい。さら

に、それらの展開に当たっては大きな行動力が

求められ、大きな都市を除くと市町村単位など

でこの体制を整えることは難しい。

このような課題にこたえるために、筆者らは

コミュニティ自立研究会の最終的な提案のひと

つとして、「東北園地域づくりコンソーシアム

(以下「東北こんそJ)図-3 (P.22)の設立を唱

え、その協議会※xを設けた。2008年度には「地

方の元気再生」事業の助成金を得て、支援の内

容と方法を探るとともに、「東北こんそ」の組織

づくりの検討をはじめた。地方の元気再生事業

での取り組み状況を図 4 (P.23)に示すが、現

在の構成員は地方の大学、シンクタンク、コン

サルタント会社、 NPO、自治体、経済団体など

である※ Xl。これまでは、宮城県内の会員が比較

的多いが、まずはこの構想に意欲的な県からコ

ンソーシアムづくりを進め、これらを結びつけ

て全体の組織を構築するという方法を考えてい

る。

筆者らの提案もあって「東北園地域づくりコ

ンソーシアムの創出」が2009年に東北地方整

備局で策定中の東北圏広域地方計画※ Xllの広域

連携プロジェク卜のひとつに盛り込まれた。こ

れを受けて、地方整備局では筆者らを含み、東

北7県ならびにその他機関のメンバーを加えて

「取り組み推進プロジェクトチーム」を組織し

て検討をはじめた。「東北こんそ」の推進協議会

では、上記プロジェクトチームと連携しつつ、

当初の提案理念が損なわれることのないよう、

様々な主体の協働による地域コミュニティの再

生 ・自立を基礎とした、実践的な地域づくり支

援を実現したいと考えている。

※ixこの条例策定の経緯と策定方法の分析は、財府|法人東北開発研究センターの機関紙「東北開発研究J2010新存号に掲載の予定

で秒f在中。
※x会長は山FHI情義、副会長は似井常矢

※xi 2008年度末の 「束北地域づくりコンソーシアム推進協議会」 の会只は56機関の 113人であり、現状では暫定的にコンソーシ

アムの形成に向けて情報提供や検討に加わることが可能な個人を対象としている。

※対i唯者はこの懇談会委以を務めた。



表-1 多様な主体による地域コミュニティ再生 ・自立への取り組み

取り組みの主体 取り組みの内容 地域等

-コミュニティ組織の統合再編 北上市

-コミュニティ組織への財源再編(一括交付等) 北上市、伊賀市

-公民館 ・役場支所の再編と地域への管理運営委託 北上市、会津坂下町

-地域コミュニティによる地域ビジョンの策定と実 北上市、滝沢村、住田町、登米市

行支援 ・促進

行政 -地域の点検 ・見直し、話し合いの場づくり 岩手町、滝沢村、最上町

-コミュニティ組織からの提案、応募、採択制度の 滝沢村、真岡市

工夫

-地域支援職員の派遣 西川町、 滝沢村、住田町

-地域支援NPOの派遣 会津坂下町、北上市

-中間支援NPOの創設 旧安塚町、旧山岡町

-婦人グループの活動からコミュニティ組織の構築 NPO法人夢未来くんま(旧天竜市)

と自立的経営

-青年層の活動から地域コミュニティの再生と自立 大沢農村振興会(旧種市町)

地域住民等 的経営

-地域コミュニティの再生と自立的経営 NPO法人自然王国ほその村(旧安塚町)、

川根振興協議会(旧高宮町)、くらいし地

域振興協議会(五戸町倉石地区)

• NPO・市民活動組織による地域コミュニティ支援 NPO法人活き粋あさむし(青森市)

中間支援組織 (株)ア ・ラ小布施(小布施町)

-社会福祉協議会による地域コミュニティ支援 伊賀市社会福祉協議会

(資料:財 ・東北開発研究センター 「コミュニティ自立研究会」で、現地調査を行った対象から)
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〈非公益分野〉

地域コミュ二ティの再生・自立とその中間支援のあり方

山田晴義

〈収益事業化可能分野〉

fラ

や |政

合理的運用

定冗

〈公益分野〉

外部からの支援はないが
不可欠な住民サービス

〈収益事業化困難分野〉

図-1 地域コミュニティの自立モデル出展
出展コミュニティ再生と地方自治体再編・ぎょうせい』の一部を修正
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図-2伊賀市社会福祉協議会による地域支援体制
出典:r伊賀市地域福祉計画ダイジェスト版Jより

ヨ~t7~ ) - ( 叩?? ー(東北圏の企業金融機関)
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/ 
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・地域づくり計画策定の支援

.協働プロジェクトの推進

・利害関係者との調整

| 凡例

. 地縁組織

.: r.而扇IIJ団体(NPO等)
・ |個人(ボランティア等)

図-3東北闇地域コンソーシアムと地域コミュニティとの関係
出奥平成:I:!l:年度国土創発調査「東北圏の地減力維持向上に関する調査報告書」より
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宮城大学

地域連携センター

東北開発

研究センター

山形県N町
フィールド・スタディ

特定非営利活動法人

せんだい・みやぎNPOセンター

...............................・

-参加団体等との対話

集会

-分科会開催

・コラボ・サミット

・事例調査、課題分析

・アンケ ト調査

-運営試行モデル

(可能性調査)

コミュニティ・パートナーシツプへの誘導

図-4東北園地域づくりコンソーシアムへの取組体制
出典 平成20年度地方の元気再生事業報告書より
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北海道の個別NPOをサポートし、地域ネット

ワークをつなげていく

特定非営利活動法人北海道N;巨Oサポートセンター

代表者 理事長 杉山さかゑ

孟言Z3凡ilー'1 平成 10年

法人格取得年 平成 11年

設置運営形態 民設民営

会員数 団体143 個人111(平成20年度)

スタッフ 事務局 9名

住所 北海道札幌市中央区南2条西 10丁目

クワガタピル2階

電話 011-204-6523 

ホームペジ

http://npo.dosanko.org/ 

収支の状況(平成20年度)
特定非営利活動lこ係る事業会計収支計算書より作成

収入

会費収入

寄付金収入

自主事業収入

連携事業

委託事業

共同事務所運営事業

雑収入

収入合計

支出

[事業費]

自主事業費

連携事業費

委託事業費

共同事務所運営事業

[管理費]

支出合計

(単位円)

1.892.000 

521，893 

5，373，128 

5.156.441 

16，959，525 

5，515，531 

13，312 

35，431，830 

4，706，950 

4，309，991 

15，394，478 

6，218，012 

4，109，885 

34，739，316 

I特定非営利活動法人北海道NPO
サポートセンターの概要

特定非営利活動法人北海道NPOサポートセ

ンター (以下「北海道NPOサポート センター」

とし寸。)は、 NPO推進北海道会議を母体とし

て、平成 10年3月に任意団体として結成され

た。現在の北海道NPOサポート センターは、

NPO推進北海道会議と連携しながら、個別N

POのサポート、地域ネッ トワーク形成に取り

組み、平成 11年4月に、特定非営利活動促進法

(いわゆる NPO法)の施行を受けて法人登記

されたものである。

北海道NPOサポート センター設立の目的

は2つある。lつは、新たにNPOを設立しよ

うとする団体及び個人の支援である。もう一つ

は、NPO設立後、 NPO相互の情報交換や連

携の支援、個別のNPOの組織運営 -事業経営

の支援である。

2中間支援事業の内容
(1)中間支援事業の概要

北海道NPOサポート センターは、上記の設

立目的を達成するため、さまざまな中間支援事

業を行っている。中間支援事業は、大きく分け

ると、 ①自主事業、②NPO同士の連携及びN

POと大学等の研究教育機関との連携を図る連

携事業、③行政等からの委託事業及び④共同事

務所運営事業の4つある。



北海道 NPOサポートセンターの外観

ア 自主事業

自主事業としては、主なものとして、サポー

ト事業、NPO法人相談 ・講座 ・研修事業、 N

PO関係書類等の製作 ・販売事業がある。

サポート事業については、 NPO法人認証申

請 ・登記等の実務サポート、年度末書類作成の

支援、会計書類等作成の支援、横断幕印刷 ・印

鑑斡旋・事務代行等の各種サービスを行って

いる。平成20年度、サポート事業での北海道N

POサポートセンターを来訪した人は、 267名

(相談合む。)であった。

通常総会

NPO法人相談・講座・研修事業については、

NPO会計講座、 NPO個別会計相談会、年度

末提出書類作成講座、広報・資金調達講座、ホー

ムページ ・プログ作成講座等を開催している。

平成20年度は、 NPO会計講座を9回、 NPO

個別会計相談会を網走で l回、年度末提出書類

作成講座を2回、広報クリニック講座を6回、

ホームページ ・プログ作成講座を5回、労務管

理講座を2回開催した。

NPO関係書類等の製作 ・販売事業について

は、製作本として、 rr'NP 0法人向け諸届け出

ガイドブック iNP 0の参考書J.Jl、HNPO法

人設立マニュアル」ーすいすい読めてよくわか

る (改訂版).Jl等を作成している。また、図書

委託販売では、rr'NP 0パンクを活用して起業

家になろう』等の適宜有用なNPO関連本を仕

入れて斡旋している。平成20年度は、rr'NPO 

法人向け諸届け出ガイドブック iNP 0の参考

書J.Jlを108冊販売した。

イ連携事業

次に、 NPor司土の連携及びNPOと大学等

の研究教育機関との連携を図る連携事業として

は、主なものとして、 NPOマネジメント強化

事業、福祉NPO研修事業、 NPOインターン

シップ事業等がある。

NPOマネジメント強化事業については、 I

IHOE(人と組織と地球のための国際研究所)

等と連携し、協働、 CSR、情報開示セミナ一

等を行っている。平成20年度は、 iCS Rセミ

ナー」を2回、「協働環境セミナー」、「情報開示

セミナー」を各l回開催した。

福祉NPO研修事業については、 北海道社会

福祉協議会「移行等支援事業」、さっぽろ介護支



ホームページ・ブ口グ作成講座

援ネットと連携して講習会を行っている。平成

20年度は、北海道社会福祉協議会「移行等支援

事業」 について、道内の障がい者支援小規模作

業所等を訪問しアドバイスをした。また、さっ

ぽろ介護NPO支援ネットの主催「サロン ・ミ

ニデイ居場所のフォーラム」に協力した。

NPOインターンシッフ。事業については、 S

scsインターンシップ奨励プログラム(市民
社会創造フアンド)をはじめとするフ。ログラム

を設け、学生の受け入れを進めている。平成20

年度は、北海道大学大学院生、北海学園大学大

学院生を各I名、北星学園大学生、武蔵女子短

期大学生を各2名インターン生として受け入れ

た。北海道ビジネスアカデミ ーからは、 実習生

を4回13名受け入れた。

ウ 行政等からの委託事業

次に、行政等からの委託事業としては、

平成21年度は、厚労省職業能力開発局の

コミュニティ ・ジョブ事業、厚労省職業

安定局の地域貢献活動支援事業、厚労省

北海道労働局の介護雇用管理改善事業、

WAM自立支援NPO経営力 ・組織力強

化事業、北海道の市民活動スキルアップ

講座開催事業等を実施している。

エ共同事務所運営事業

最後に、共同事務所運営事業を行って

いる。この事業は、事務所共有団体間の連

携を図ることにより、相互の活動の相乗効

果の発揮を目指している。

(2)北海道NPOサポートセンターの

中間支援事業の特徴

北海道NPOサポートセンターの中間

支援事業の概要は以上のとおりであり、そ

の特徴は、 NPO推進北海道会議、北海道

NPO越智基金、NPOパンクを含め、主

となる 4つのNPOの事務を担当 してい

ることにある。

まず、 NPO推進北海道会議は、市民を

主役とする新しい時代に即応し、行政や企業か

ら自立した非営利市民公益活動を支える社会的

支援システムを創設するこ と及びNPOのネッ

トワークを北海道に作ることを目的として平成

7年5月に任意団体として設立され、平成 11年

4月に法人登記された。主な活動内容は、市民

にNPOに関する情報を伝える情報交流活動、

行政へのNPO関連施策の提案(アドボカシー)

活動、行政との協働事業、 NPOと市民 ・企業 ・

行政との連携、 NPOの普及 ・啓発活動、NP

O関連調査研究活動、 NPOの研修活動、地域

ネットワークづくりである。当初はNPO越智

基金の管理運用も行っていたが、この基金は平

成 14年に独立した。

次に、北海道NPO越智基金は、 NPO推進

市民活動スキルアップ講座



北海道会議の一部門として発足した。元北教組

書記長 ・副委員長で、札幌地区労働組合協議会

議長を長年務め、平成9年に他界された越智喜

代秋さんが、遺言で遺産の一部をNPO活動に

寄贈する旨意思表示された。そこで、NPO推

進北海道会議は、越智喜代秋さんの意志を受け

継ぎ、平成11年にNPO越智基金を設立した。

この基金は、助成の原資2，500万円で開始し

た。平成 14年12月には、 「北海道NPO越智基

金」と して法人登記した。この基金による助成

対象は、 NPO等の北海道で活躍している非営

利団体であり、助成金額は l万円から最高10万

円である。この基金は、 10年間で、 252団体に

2，052万円の助成を行った。

事務所の様子

次に、 NPOパンクは、道民による道民のた

めの市民活動を相互に支援する金融システムで

ある。NPOパンクは、 NPO等への融資事業

を行うことを目的として、平成 14年にNPO

推進北海道会議の提唱により設立され、 12月に

法人登記された。設立に当たっては、 北海道か

ら1，500万円、 札幌市から500万円、連合北海

道から400万円、 NPO越智基金から 500万円

の資金提供を受けた。NPOパンクは、趣旨に

賛同する市民活動団体、市民、企業、行政等か

らの出資、寄付、無利子借入れ等により、地域

の課題解決、 地域資源の活用等に積極的に取り

組むNPO等の市民団体に対し融資を通じて支

援するものである。つまり、出資者がNPO等

特定非営利活動法人北海道NPOサポートセンター

のサポーターになるものである。

'N POパンク」 という名称は、このような融

資を行うシステムの総称である。このNPOパ

ンクは、出資を募る 'NP 0パンク事業組合J

と、 NPO等に融資する ことを目的として設立

された「北海道NPOパンク」により構成され

る。出資を募ることは特定非営利活動促進法で

想定されておらず、民法第667条に基づく任意

組合のNPOパンク事業組合が出資を受け付

ける役割を担っている。NPOパンク事業組合

は、集めた資金を無利子で北海道NPOパンク

に貸し付け、北海道NPOパンクが実際に融資

を行うことになる。融資の事務を行っているの

は、北海道NPOサポートセンターである。融

資原資は、5，085万円 (266団体 ・個人)

であり、融資実績は、 6年間で 148件、 2

億3，300万円である(平成21年8月26日

現在。※収支計算書は、 NPOパンク事業

組合、北海道NPOパンクで作成)。

一方、 NPO推進北海道会議は、アドボ

カシー、つまり、行政へのNPO関連施策

の提案を行い、必要に応じてNPOパン

ク等を設立してきた。このNPO推進北

海道会議が考えたことを、北海道NPO

サポートセンターが実行する役割を果た

している。

北海道NPOサポートセンターは主と

して 4つのNPOの事務局を担当 してい

るが、常勤スタッフは9名である。

(3)特に力を入れている事業

北海道NPOサポートセンターは、会計等

のNPO法人業務支援に特に力を入れてきて

いる。それは、 NPOの組織基盤の整備に協力

するためである。例えば、北海道NPOサポー

トセンターは、 パソ コン会計での複式簿記の

導入、就業規則の整備等について個別のNP

Oに対して助言してきた。現在までの会計支

援は、 400団体に上る。会計講習会は、毎月 l

回、 2日間、 2"'-'6団体を対象に、北海道NP

Oサポートセンターの事務所で、継続 して開



NPO推進北海道会議&北海道NPOサポートセンター
NPO法人化、 NPO越智基金助成開始 10周年記念のつどい

催されている。

また、北海道NPOサポートセンターは、 N

POのd育報公開についても積極的に取り組んで

いる。NPOの情報紙は、 NPO推進北海道会

議、北海道NPOサポートセンター、北海道N

POパンク/NPOパンク事業組合、北海道N

PO越智基金による合同情報紙として毎月発行

され、それには4団体の各事業の案内や催し等

が記載されている。

このように北海道NPOサポートセンター

は、個別NPOの事業経営力や組織運営力を強

化し、 NPOが活動を展開できるようにするこ

とに特に力を入れており、個別NPOとの密着

度が高い。つまり、北海道NPOサポートセン

ターは、多くの事業を支援してきたので、多く

の個別のNPOとコンタクトがとれている。

(4)中間支援事業の連携・ネットワーク

北海道NPOサポートセンターは、中間支援

事業を推進するに当たり、例えば、 NPO推進

北海道会議、北海道NPO越智基金、 NPOパ

ンクのほかに、道内のNPO等、NPO関連の

全国団体、企業等の支援団体、国 ・北海道 ・札

幌市と連携し、ネットワークを形成している。

北海道NPOサポートセンターは、まず道内

の各地域NPO中間支援団体と連携している。

これには、旭川NPOサポートセンタ一、NP

Oサポートはこだて、北見NPOサポー トセ

ンタ一、地域生活支援ネットワークサロン(郵11

路)、さっぽろ介護NPO支援ネット、帯広NP

028サポートセンター、くしろわっと、えべ

っ協働ねっとわ~く等がある。それぞれの地元

でNPOに関心のある人たちが、地域の支援セ

ンターを作り、民設民営で事業 ・活動を行って

し》る。

また、全国のNPO関連団体と連携してい

る。これには、 NPOサポートセンタ一連絡会、

日本NPOセンタ一、シーズ(市民活動を支え

る制度をつくる会)、 NPO/NGO法制税制

連絡会、 11 H 0 E (人と組織と地球のための

国際研究所)、地域創造ネットワークジャパン、

NPO事業サポートセンタ一、杜の伝言板ゆる

る(宮城県)、 NPO会計税務専門家ネットワー

ク、 NPO推進青森会議等がある。

次に、企業等の支援団体と、助成金等により

北海道NPOサポートセンターを支援してもら

うという形で連携している。こうした企業等に

は、赤い羽根共同募金、日本財団、日本たばこ

産業、炭労会館、合田観光商事、北海道ろうき

ん、自治労北海道、札幌学院大学、道新社会福

祉基金、札幌通運、福祉医療機構WAM、日本

郵政等がある。

最後に、国 ・北海道・札幌市と、委託事業等

を通じてネットワークがある。

3取組の成果
北海道NPOサポートセンターの取組の成

果は、北海道でのNPOの活性化に寄与し、個

別のNPOとのつながりができていることにあ

る。

着目すべき点は、 NPOの数である。現在北

海道には、特定非営利活動法人という最狭義の

NPOが約 1，600ある。NPOの実数は、東京

都、大阪府、神奈川県に次いで全国4番目であ

る。北海道より人口が多い県に、愛知県、埼玉

県、千葉県があり、同じような人口の県に、兵

庫県や福岡県がある。神奈川県の次に北海道が

NPOの数が多いということは、 NPOの活動



がかなり活発な証拠であり、それは北海道NP

Oサポートセンターが中間支援事業に取り組ん

できた成果も含まれているといえるのではない

かと北海道NPOサポートセンタ一事務局長は

述べている。

4事業を実施して生じた課題及び
その解決策

北海道NPOサポートセンターの事業を実施

するうちには、課題が発生した。第一に、 NP

Oの事業に必要な資金の融資の仕組みをどうす

るかという課題が発生した。つまり、事業を行

うNPOが多く設立されてきたときに、銀行等

はNPOに立ち上がりのための資金や運転資金

を融資しなかった。そこで、このような場合の

融資をどうするかが課題になった。その解決策

として、前述のNPOパンクが設立されたわけ

である。

第二に、 NPO相互間の情報のやり取りをい

かに低コストで円滑に行えるようにするかが

課題になった。そこで、その解決策としてメー

リングリストを作成したとのことである。この

メーリングリストは、北海道内のNPO等で情

報提供するために作られ、現在 10年が経過し

ている。メーリングリストへの参加者は、 NP

O関係者、 学者、ジャーナリストなど約600名

である。これらの参加者は、このメーリングリ

ストを用いて、イベント、助成金等の情報を流

している。また、このメーリングリストには、

国の機関、北海道や市町村の職員等の行政関係

者も参加している。

5将来的な方向
最後に、北海道NPOサポートセンターの将

来的な方向、つまり、今後実施していきたい中

間支援事業は、ボランティアを活用した福祉ま

ちづくり事業である。

特定非営利活動法人北海道NPOサポートセンター

まず現在少子高齢化が進んでいるが、それに

対応する社会システムができていないので、北

海道NPOサポートセンターはこれを考えてい

かなければならないとのことである。例えば、

NPO推進北海道会議で千子っていくことである

が、 NPOの視点から見た制度改革である。具

体的な例としては、介護保険制度の改革があげ

られる。介護保険で要介護になった方をケアす

る事業者には、 NPOがなっているところが多

くある。事業者には、介護保険サービスを提供

すると、国民健康保険組合を通じて一括して国

からお金が支払われるが、介護保険の財政は厳

しい。現在、 要介護基準が厳しくなっているが、

このまま継続していくと、早晩破綻する可能性

がある。

このような認識に立って、今北海道NPOサ

ポートセンターの事務局長が考えているのは、

ボランティアを取り入れるような仕組みを作る

ことである。例えば、今の要介護lと要支援ぐ

らいまでは、ボランティアに参加してもらう。

現在の介護保険は l割本人負担で、介護保険含

めて9割公費負担である。その公費負担の分は

5割"-'6割ぐらいにし、残りの負担分について

はボランティアワークを取り入れる仕組みにす

る。ボランティアについては、若い人ではなく

て、団塊の世代のリタイアした人を活用する。

ボランティアも無償ボランティアから有償ボラ

ンテイアまである。北海道NPOサポートセン

ターの事務局長は、そういう仕組みを一つ作っ

て、新しい公共で、行っていけないかと考えてい

る。つまり、今行政だけではできない、企業に

任せることもできないという中間的な分野が

広がっている。その中間的な分野を担う専門ス

タッフについては、生活保障をするという体系

を作る。ただ、実際にサービスに行く人につい

ては、ボランティアも積極的に活用する。そう

いう制度設計ができないかと考えている。介護

保険の外枠でそういう制度ができると、その制

度は、障害者自立支援、子育て支援、それ以外

のまちづくりにも、全部、同じ仕組みで、応用

していくことカまできるとのことである。

鹿 野. 引 |



NPOサポートの先駆~提案と実践の支援組織

特定非営利活動法人せんだい・みやぎNPOセンター

代表者名 代表理事大滝精一

(東北大学大学院経済学研究科教授)

代表理事加藤哲夫

設立 平成9年

法人格取得年 平成 11年

設置運営形態 民設民営

会員数 正会員 61個人・ 39団体

計100名・団体(平成20年度)

スタッフ 本部事務局 7名施設 30名

住所 宮城県仙台市青葉区大町2-6-27

岡元ビル4F

電話 022-264-1281 

ホームページ

h社p:j/www.minmin.org/ 

みやぎ公益活動ポータルサイト『みんみん』

http://minmin.canpan.info/ 

収支の状況(平成 20年度)
収支報告より作成

収入

会費収入

事業収入

仙台市市民活動サポートセンター管理運営事業

仙台市シニア活動サポートセンター管理運営事業

多賀城市市民活動サポートセンター管理運営事業

名取市市民活動支援 センター運営事業

寄付金収入

雑収入

特別事業'サポート資源提供システム

(単位円)

1.405.000 

23，076，149 

58，629，489 

12，838，000 

28.774.200 

1，015，000 

1，937，785 

1，473，507 

1，393，128 

収入合計 130，542，258 

支出

管理費等 30，863，646 

仙台市市民活動サポートセンヲー管理運営事業 55，291，359 

仙台市シニア活動サポートセンター管理運営事業 11，836，252 

多賀城市市民活動サポートセンター管理運営事業 26，703，208 

名取市市民活動支援センター運営事業 566，216 

特別事業.サポート資源提供システム 219，433 

支出合計 125，480，1 14 

(事業年度は7ハ~翌年の6/30)

1特定非営利活動法人せんだい
みやぎNPOセンターの概要

特定非営利活動法人せんだい ・みやぎNPO

センター(以下「せんだい ・みやぎNPOセン

ター」という。)は、仙台市に拠点をおき、宮城

県内を中心に、 NPOを支援する中間支援組織

として活動を行っている。支援の対象となるN

POには、特定非営利活動法人だけではなく、

広く市民公益活動団体が含まれている。

(1)設立の背景

せんだい ・みやぎNPOセンターは平成9年

11月に市民活動の支援を行う民設民営の任意

団体として設立され、その後平成 11年7月に法

人化されて、現在のような特定非営利活動法人

になった。せんだい ・みやぎNPOセンターの

設立の背景には、それまでの宮城県内における

市民による市民活動支援の動きがある。いくつ

か例をあげると、以下のようになる。

まず平成6年には、「仙台NPO研究会」の

活動が開始された。この研究会は、まちづくり

に関係する企業コンサルタン ト、大学教授、行

政職員、市民活動団体のメンパーなどが参加し

て、 NPOについて議論し、行政にとってのN

POの意義等に関する地方公共団体に向けた提

言を行うなどの活動をしていた。

平成7年には、「市民活動地域支援システム研

究会・仙台委員会」が設立された。これは、大阪

府内に事務局を置く「市民活動地域支援システ

ム研究会」の地域委員会として、宮城県内にお

ける市民活動を支援するシステムについての調

査・研究を行うために設立されたものである。

この委員会の活動成果は、宮城県内のNPO支



援の現状を把握し、検討するための情報資源に

なった。

平成8年4月には、分野の異なる市民活動団

体のメンバーが集まり、共同で市民活動におけ

る問題解決のためのワークショップが開催され

た。またその活動の延長で、同年 10月からは、

市民活動団体の交流広場「センダードサロン」

が毎月開催されるようになった。さらに、周年

12月には、「みやぎ・市民 ・ボランティア活動

情報誌」を発行する市民グループが発足した。

平成9年6月からは「杜の伝言板ゆるる」と改

名し、 宮城県内の市民活動の紹介やイベント情

報を提供する情報発信支援を展開した。

(2)設立への展開

これらの動きの中で、宮城県内における市民

活動の支援の必要性を実感した上記の活動参加

者を中心として、市民活動支援を主な活動内容

とする組織を立ち上げることが検討された。そ

こで、平成9年7月に 'NP 0緊急フォーラム

in東北」が開催され、こうした組織を立ち上げ

ることについて多くの賛同が得られた。せんだ

い・みやぎNPOセンターは、その後の設立準

備委員会を経て、同年 11月に任意団体として

設立された。

仙台市市民活動サポートセンター

この団体は、その後特定非営利活動促進法

(いわゆる NPO法)や市民活動促進条例の制

定に向け、園、宮城県、仙台市等に対する政策

提言を行った。また、市民活動団体向けのマネ

ジメント講座やフォーラムを開催した。さら

に、 NPOの活動に関する情報発信や相談業務

を行い、地方公共団体や財団の調査・研究事業

も精力的に受託した。法人格の取得にあたって

は、組織内で法人化に向けて準備を重ね、会員

の理解を得ることに努めた。また、定款づくり

にも組織の独自性を生かすよう努め、平成11

年2月に法人設立総会を開催し、法人化をする

ことを決定した。

一方、このような市民発意による先駆的な取

り組みの流れに対して、仙台市は平成9年に市

民公益活動支援策検討委員会を設置し、市民公

益活動に対する支援施策についての検討を行っ

てきた。そして、市民公益活動の支援の拠点施

設として 「仙台市市民活動サポートセンター」

の設置を決定した。平成 10年には、 r(仮称)仙

台市市民活動サポート センター整備市民委員

会」が設置され、広範な市民参加により、サポー

トセンターの設備やサービス、仕様について検

討がなされ、市民活動支援条例が制定された。

このサポートセンターの管理 ・運営は、公募に

より市民活動団体に委託されることになった。

そして、平成 11年6月には、せ

んだい・みやぎNPOセンター

がその管理・運営を受託するこ

とになった。これと同時に、仙台

市長による「市民活動元年宣言」

が行われた。

(3)目的及び事業の柱

せんだい ・みやぎNPOセン

ターは、 NPOの組織運営力や

経営力の強化を目的として、次

のような事業を中心に取組を進

めている。それは、研修 ・講座や

コンサルテイングによるマネジ

メント支援事業、自主事業及び
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|講座・ワークショップ・書籍販売|

相談する
|経営相談・助成相談会他

開示する

---"，-1サポート資源とみんみんファンド

ブ口グ発信

|みんみんポータル・ブログ発信

受ける

伝える

+一一一支援情報

つながる
|CRS推進相談所・せんだいCARESI

図l せんだい・みやぎNPOセンターの事業 (せんだい ・みやぎNPOセンター資料より作成)

受託事業による調査研究、地方公共団体の諸施

策のNPOシフト及び市民参加型事業の推進の

支援、企業のソーシャル化支援等で、ある。

また、せんだい ・みやぎNPOセンターは、

指定管理者として 4施設の管理 ・運営を行い、

市民公益活動を支援している。管理 ・運営して

いるのは、前述の仙台市市民活動サポートセン

ターのほか、シニア層の社会参加支援を行う仙

台市シニア活動支援センター、多賀城市市民活

動サポートセンター及び名取市市民活動支援セ

ンターである。

これらの活動をNPO等の関わり方の観点か

ら整理すると、図 lのとおりである。

全体としてせんだい ・みやぎNPOセンター

は、新しい市民社会づくりのために、幅広く地

域や分野を越えたNPOの活動基盤強化を図

り、行政や企業とのパートナーシップの形成を

目指している。このため、様々な市民の公益的

社会的活動を支え、民間の非営利活動団体全体

の発展を支える組織として、政策提言、情報サ

ポート、コーディネート、マネジメントサポー

ト、調査研究等の活動をしている。

2中間支援事業の内容
せんだい ・みやぎNPOセンターは、その設

立目的を達成するため、 NPO等に対する支援

事業を行っている(図l参照)。その主なものは、

①NPO情報ライブラリー、 ②サポー ト資源提

供システム及びみんみんフアンド事業並びに③

せんだいCARESキャンペーンである。

(1) N P 0情報ライブラリー

NPO情報ライブラリーは、人々が求めるN

POの情報を集め、地域の市民・企業など社会



一般に広く公開 ・発信する情報発信支援事業で

ある。

NPO等の活動では「お金がない、人が足り

ない、場所が無いJということが問題になるこ

とが多いが、その根本にはNPO等の活動が認

知されていないという問題があるとのことであ

る。そこで、 NPO等の活動に対して市民や企

業の参加や支援を得るためには、その活動に関

する情報発信を行うことが必要になる。

現状では、 NPO等が開催するイベントや講

座などに関する情報は、数多く発信されてい

る。しかし、それらの団体の組織概要、 事業報

告、決算等に関する情報は所轄庁である都道府

県に提出され、宮城県ではインターネット公開

されているが、必ずしも市民の求める情報が開

示されているとは言いがたい。

このため、せんだい ・みやぎNPOセンター

は、 NPO等の情報を同センターの事務局に

おいてファイリングし、基本となる情報はイン

ターネット上でも公開している。インターネッ

ト上で公開される情報としては、 NPO等の概

要及びアピール ・ポイントのほか、それらの団

体の活動の概要及び実績、組織運営並びに財政

に関する情報(収支、 貸借対照表)も掲載して

いる。その際各団体が登録した情報の内容に応

じて情報開示レベルを明示しており、これによ

り、 NPO等の活動に対する信頼性を高め、社

NPO情報ライブラリー

特定非営利活動法人せんだい・みやぎNPOセンター

会的責任を明確にできるようにしている。こう

してそれらの団体に対する支援が得られやすく

なることを意図している。

NPO情報ライブラリーへの登録団体数は、

平成21年 12月現在で 147団体であり、せんだ

い・みやぎNPOセンターが定めた情報開示基

準による情報開示レベル3以上の団体のみが

掲載されている。せんだい ・みやぎNPOセン

ターは、その登録内容に関する情報を管理し、

確認し、保証している。これにより、その登録

内容に対する信頼性を高め、登録団体の活動が

市民や企業などからの支援を受けることができ

るようにしている。

なお、 NPO情報ライブラリーやすぐ後で述

べるサポート資源提供システムの最新情報は、

「みやぎ公益活動ポータルサイト みんみん」

の中に掲載されている。

「みやぎ公益活動ポータルサイト みんみん」

は、日本財団の公益コミュニティサイト CAN

PANの協力を得て、せんだい ・みやぎNPO

センターが運営するポータルサイトである。こ

のポータルサイトは、ボランティア活動、市民

活動及びNPOによる公益活動の情報が集ま

る総合サイトである。NPO情報ライブラリー

に登録されている県内NPOのプログの更新情

報や、企業のCSR、つまり、社会貢献に関す

る情報も、 一目でわかるような構成になってい

る。これは、 NPOやCSRの基

本情報から関連リンクまで、公益

活動に関する情報をまとめている

地域 ・テーマ型公益ポータルサイ

トのモデルケースである。

(2)サポート資源提供システム

及びみんみんファンド事業

ア サポート資源提供システム

サポート資源提供システムは、

地域のNPO等が必要とする物

品、資金等の様々な資源を企業、各

種団体、市民等から集め、それを

せんだい ・みやぎNPOセンター



の仲介により当該NPO等に提供するシステム

である。

このシステムは、 NPO等の経営基盤の強化、

NPO等と企業等との連携促進、 NPO等につ

いての社会の理解の向上を目指すものである。

このシステムの運用については、協賛 ・提携

している企業 ・団体のメンバーが参加する「運

営委員会」が設けられ、公開性 ・透明性が確保

されている。

このシステムにより、市民や企業からの投資

の管理がせんだい・みやぎNPOセンターに一

元化され、支援を必要としているNPO等に物

品、 資金等が渡ることになる。これにより、継

続的にNPO等を支援し、地域を元気にするこ

とができると期待されている。その実績を見る

と、平成 14年度の本格運用の開始から平成21

年12月までに総額7千万円を超える物品、資金

等が地域のNPO等に提供されている。

なお、このシステムによる支援を受ける際に

は、前述のNPO情報ライブラリーへの登録

を行い、情報の公開に努めることが条件になっ

ている。こうして情報開示を進める団体を支援

し、増やしていく仕組みになっている。

イ 地域貢献サポートフアンドみんみん

(みんみんファンド)

地域貢献サポートファンドみんみん(以下「み

んみんフアンド」という。)は、地域貢献を行いた

い市民・企業・団体から寄付金や助成金を受け、

地域のNPO等への助成を行う仕組みである。

みんみんファンドは、地域社会の活性化につ

なげるため、地域のNPO等の活動を促進する

ことをねらいとするフアンドである。このファ

ンドは、特に発展期にある NPO等の活動を支

援し、 責任を持って社会にサービスを提供して

いく団体に育成するため、相応の資金を必要し

ているところに提供している。それは、いわば

「民」が「民」を支える市民ファンドである。

みんみんフアンドには、市民や企業からの寄

附金を原資とした「本体ファンド」と、企業の社

会貢献活動として企業名を冠した「冠フアンド」

がある。後者の例としては、「ろうきん地域貢献

ファンド」 等がある。

平成初年度は、のべ31団体に対して747.05

万円の助成が行われた。

平成21年度の本体ファンドは、社会的課題

の実態と構造を捉えて発信し、よりよいサービ

スの開発につながる社会的なインパクトを与え

ることを目的として、 NPO等による調査 ・研

究に助成している。このフアンドに応募された

案件については、公益性、 事業の適正性・緊急

性等を公平に審査した。また、この応募に際し

ては、市民による調査 ・研究のセミナーも開催

した。

なお、このフアンドによる支援を受ける際に

も、前述のNPO情報ライブラリーへの登録を

行い、情報の公開に努めること

が条件になっている。これも、情

報開示を進める NPO等を支援

し、増やしていく仕組みになっ

ている。

(3)せんだいCARESキャン

ぺ-ン

せんだい CARES(ケアー

ズ)キャンペーンは、仙台におい

て課題解決や活性化の取り組み

を行う NPOの活動を「仙台の

まちをお世話をしている(=C 



AREをしている)Jと考え、そのNPOの紹介

をするものである。このキャンペーンは、 NP

Oの活動をアピールする機会を増やし、市民や

企業が一緒に参加して住みやすいまちにしてい

くことをねらいとする活動である。このため、

仙台市近郊で活躍しているNPO等の情報やイ

ベントの情報等を紹介するパンフレットを作成

し、企業や商屈を通して配布している。

このキャンペーンは平成 14年の開始以来、

イベント等が多い 11月を中心に年 l回実施さ

れている。キャンペーンの実施については、主

に企業の協賛によるもので、平成21年度はN

P 0 57団体、企業34社の参加を得ている。ま

た、大学生がNPOの活動を体験する NPO学

生レポーターという仕組みもあり、平成21年

度は大学生 18名がこれに参加1.協力し、体験

レポートを発信した。こうした取組は、学生が

社会に対する問題意識を持っきっかけにもなっ

ている。

このキャンペーンに用いるパンフレットは、

毎回25，000部発行されている。このパンフ

レットでは、 NPO等の情報だけではなく、仙

台市内で活躍する企業や商屈の情報も紹介さ

れ、読んで面白い内容になるよう工夫がされて

いる。こうしてこのパンフレットは、企業の営

業ツールや社員へのd情報提供サービスのツール

としても活用されている。

3取組の成果
(1)企業等と NPO等との連携による地域

づくりの実現

せんだい ・みやぎNPOセンターの取組の成

果としては、まずそれらを通して企業等と NP

O等との連携による地域づくりが実現している

ことがあげられている。

例えば、前述のサポート資源提供システムで

は、企業等からの寄附や助成が目に見える形で

示され、その支援先のNPO等の情報もせんだ

特定非営利活動法人せんだい-みやぎNPOセンター

せんだい CARESパンフレット

い・みやぎNPOセンターを通して支援元に提

供されている。このため、企業等からの寄附や

助成は、企業等から NPO等への一方向の支援

に終わるのではなく、企業等のCSR、つまり、

社会貢献の実績として蓄積されていくことにな

る。また、 NPO等の立場も、支援を受けるだ

けの、つまり、「お願い」するだけの立場には終

わらず、企業等と NPO等のフェイス ・トゥー・

フェイスの関係も構築されているとのことであ

る。

(2) N P 0の必要性についての社会に対す
る発信

次に、 NPOの必要性についての社会に対す

る発信という面でも成果があったとされてい

る。つまり、平成 19年に設立から 10年を迎え

たせんだい ・みやぎNPOセンターは、 10周

年記念誌として、If'NPOサポート ・10年の軌

跡』と『地域におけるNPO支援 10年の総括と

展望』をまとめた。これらの記念誌においては、

それまでの 10年は「プロローグ、の時代」とされ、



同センターが行ってきた事業の柱の評価が行わ

れた。中間支援組織のモデルづくりの取組も振

り返られ、次の 10年に向けた展望も確認され

た。その中では、 NPOの必要性について広く

社会に発信するという目標の達成という点につ

いては、 一定程度の成果があったという評価が

なされたところである。

4事業を実施して生じた課題及び
その解決策

(1)企業のCSRに関する相談への対応

せんだい ・みやぎNPOセンターが以上の

ような事業を実施するうちには、企業がどのよ

うにCSRを進めればよいか、といった相談等

にいかに対応していくかが課題になった。そこ

で、せんだい ・みやぎNPOセンターは、この

ような相談等の場としてCSR推進相談所を平

成20年に設置した。

CSR推進相談所は、 CSRに関する相談

への対応、情報の提供、セミナ一等の開催によ

る交流の場の提供を業務としている。このCS

R推進相談所があることにより、企業は、 CS

Rについての学習及びせ

んだいCARESキャン

ペーン等の具体的な取組

を同時に進め、わかりや

すく 、市民からも見えや

すい社会貢献活動を行う

ことができるとのことで

ある。

(2)自治体改革の支援

次に、前述の平成 19年

の10周年記念誌において

は、 NPOの必要性につ

いて広く社会に発信でき

た一方で、、今後一層の市

民公益活動の支援ととも

に自治体改革の支援をいかに進めていくかが

課題であることが明らかになった。ここでいう

自治体改革は、 仙台市に始まった地方公共団体

の市民活動支援センターの運営 ・管理業務を基

盤とするコミュニティの支援を通して、市民参

画 ・協働型の自治体経営を目指すことや、自治

体のコミュニティ再編政策への支援など、を行っ

ている。

これに関しては、せんだい ・みやぎNPOセ

ンターは、東北園地域づくりコンソーシアムや

東北ソーシャルビジネス推進協議会などの東北

圏における広域的な取組への参加を通して、地

方公共団体のコミュニティ政策への関わりを深

めた。

また、せんだい ・みやぎNPOセンターは、

東北開発研究センターという広域的な組織が

行っているコミュニティ自立研究会の活動にも

参画した。コミュニティ自立研究会は、平成20

年度に「地域コミュニティ自立支援に関する調

査研究」においてコミュニティ自立フ。ロジェク

トという取組を実施した。せんだ、い・みやぎN

POセンターは、このコミュニティ自立研究会

のメンバーとしてこのプロジェクトに参加し

た。このプロジェク トでは、モデ、ル地域の募集

が行われ、応募してきた地方公共団体の中から

NPOプロモーシヨンビデオ発表会(せんだいCARES)



各団体によるプレゼンテーションを経て岩手県

住田町が選考された。せんだい ・みやぎNPO

センターは、住田町において、 地方公共団体と

コミュニティ組織に対する地域自治の基盤づ

くりの支援に取り組んだ。このプロジェクトに

おいては、地区住民を対象としたワークショッ

プ「地域づくり座談会」、町職員の意識改革とス

キル習得のための「職員研修会」、リ ーダー育成

のための「地域づくり塾」が実施された。これ

らは、住民と行政の関係を捉え直しながら、行

政の役割について考え、 他地域でも応用できる

『住民自治と協働へのプロセス』を考察するも

のであった。

5将来的な方向
せんだい ・みやぎNPOセンターは、設立か

ら13年目を迎え、その将来的な方向をどのよ

うに考-えているだろうか。

第一に、これまでに蓄積されたノウハウや

ネッ トワークを生かし、新しい市民社会づくり

のための基盤組織として、市民公益活動の支援

と自治体改革の支援と企業のソーシャル化支援

学生ボランティア体験CARESケアーズの報告会

特定非営利活動法人せんだい・みやぎNPOセンター

の三方面にわたり事業を展開していくとしてい

る。

第二に、平成21年9月に設立された日本サー

ドセクター経営者協会(JACEVO)の設立

に参加し、行政 ・企業に続く第三の公共サービ

スの担い手として、そうしたサードセクター全

体のネットワーク等の形成や政策提言を行う全

国組織との連携を図っていくとしている。

第三に、 NPOjNGOに関する税 ・法人制

度改革連絡会、社会的責任向上のためのNP

OjN G 0ネッ トワーク、会計基準づくりの

ネットワーク等に参加し、市民セクター全体の

基盤強化、マネジメントの支援、政策提言等に

取り組むこととしている。

第四に、地域や市民活動へ「人」を送り込む仕

組みづくりを検討しているとのことである。つ

まり、現在もボランティア ・エクスペリメント ・

プロジェクトやインターンシップの受け入れな

ど、 NPOへの理解を深め、その活動への参加

を薦める取組を行っているが、さらに地域の人

材の育成を目指すとのことである。例えば、物

品や資金などを提供する前述のサポート資源提

供システムの中に、人材の提供を組み込むこと

ができれば、全国的にも参考となるモデルにな

ると考えられている。また、前述のせんだいC

ARESキャンペーンにおい

て、地域にとって有用な人材、

例えば、 CSRの一環として

現役の企業人などを、その能

力を必要としているところに

紹介し、マッチングを図る仕

組み等も検討されている。



より良い市民社会づくりを応援します!

特定非営利活動法人N.P_0プラザ-ねこねっと

代表者 代表理事稲葉淑江

設立 平成 13年

法人格取得年 平成 13年

設置運営形態 民設民営

会員 107名 (平成 18年)

スタッフ 事務局 3名(常勤1名、非常勤2名)

その他(役員、ボランティア等)

住所 茨城県つくば市島名2304

島名アパート 1-801

電話 029-836-5663 

ホームページ

http://www.npo-neconet.org/ 

収支の状況(平成20年度)
特定非営利活動にかかる事業会計収支決算書より作成

収入

会費収入

寄付金収入

事業収入

利息

前期繰越金

収入合計

支出

[事業費]

(単位円)

200，000 

1，393，626 

199，500 

885 

-69，541 

1，724，470 

ひまわりプロジェク卜

[管理費]

32.988 

1.770.610 

1，803，598 支出合計

l特定非営利活動法人NPOプラザ
ねこねっとの概要

特定非営利活動法人NPOプラザ ・ねこねっ

と(以下 rNP 0プラザ ・ねこねっと」という。)

は、平成13年 11月に設立され、法人登記された

NPOである。

その名称にある rNP 0プラザ、」は、市民が

気軽に集える広場を意味している。一方、「ねこ

ねっと」とは、 COMMUNICATION(コミュニ

ケーション)を図り、担sTWORK(ネットワー

ク)の輸を広げ、社会貢献活動を通じて、優し

い潤いのあるNEW(新しい)COMMUNITY (地

域社会)を創ることを目指していることから、

それぞれの頭文字2つをとってNECO(ねこ)

と名付けられたものである。また、「招き猫」の

幸運や福を呼ぶという縁起の良さにあやかりた

いという願いも込められた。

NPOプラザ・ねこねっとの設立のきっか

けとなったのは、平成 10年 12月の特定非営利

活動促進法(いわゆるNPO法)の施行である。

NPOプラザ・ねこねっとの稲葉代表は、 当時

子どもの母親として学校でPTA活動を行って

いた。PTA活動では、 参加者から家庭の問題、

子どもの問題、女性の問題等の相談を受けてい

た。稲葉代表は、 NPO法が施行されることに

より、例えば、そのような共通する課題認識を

持つ人が、組織をもって課題解決に取り組むこ

とができると考えた。そこで、稲葉代表は、 N

PO法を地域社会の中で広く 一般の人に周知す

るために、 NPO法が施行される前に、地元の

個人事業者などと NPO法に関する勉強会を始

めた。それが、平成 10年に発足したNPO研究

会「招きNECOねっと」である。「招きNEC

Oねっと」は、 NPOセミナーの実施、 NPO



フォーラム 2000の開催、手作り NPO情報誌

「招き NECOネット」の作成配布(毎回 1，000

部)などの活動を経て、 2年後に'NP 0プラザ・

ねこねっと」へ発展した。

NPOプラザ ・ねこねっとは、地域社会の生

活者とボランティア活動・市民活動を行う個人・

団体に対して、民間非営利組織の社会的認知度

を高め、新しい自主的・自発的民間非営利活動

の発掘とその活動の資質の向上を促すため、連

絡、調整、調査、助言、援助など中間支援組織と

しての事業を行うものである。また、より良い

市民社会と誰にでも優しい潤いのある新しい地

域社会を築き、不特定多数の生活者の利益に寄

与するため、福祉の増進、環境の保全、社会的

弱者の支援、男女共同参画社会形成の促進、経

済活動の活性化、職業能力の開発または雇用機

会の拡充を図る事業を行うものである。

2中間支援事業の内容
NPOプラザ -ねこねっとは、様々な中間支

援事業を行っている。主なものとしては、循環・

都市再生プロジェクト推進調査報告会

自立型まちづくりに関する調査研究 ・企画提

案 ・コーディネート ・ブロデ、ユース、セミナー

等の開催、青少年健全育成事業の実施があげら

れる。ここではこれらの事業について紹介する

が、このほかにもNPOプラザ・ねこねっとは、

NPO設立相談、管理運営アドバイス、情報の

収集 ・提供 ・発信等を行っている。

( 1 )循環・自立型まちづくりに関する調査

研究・企画提案・コーデイネー卜・プ

口テ、ユース

循環 ・自立型まちづくりに関する調査研究 ・

企画提案 ・コーディネート・プロデユースに

ついては、産学官民連携 ・協働によるコミュニ

ティビジネス創出支援がある。

NPOプラザ ・ねこねっとは、平成 18年度

に内閣官房の都市再生プロジェクトに基づく関

東経済産業局委託事業「産学官民連携、協働に

よるコミュニティビジネス創出支援システム構

築調査事業」を実施した。この事業は、自由な

発想と創意工夫に基づき、 地域が行う先導的な

都市再生活動を国が支援するものであった。

NPOプラザ ・ねこねっとが行った調査事業



は、「地域や人に役立つ仕事づくり」を共通理念

として、研究学園都市つくばならではの可能性

を持続的 ・包括的 ・発展的に捉え、それを市民

が望む事業として具現化するため、 一貫した支

援システム構築の基盤を整備することを目指す

ものであった。

当時の現状としては、 NPO等の公益サービ

スの担い手が不足し、つくば独自の知的クラス

ターによ る研究成果が地域に活かされてなかっ

た。NPOプラザ・ねこねっとは、つくばなら

ではの潜在資源と市民ニーズとの有効な橋渡し

を行い、連携や協働を促し、地域で抱える課題

の解決方策を考えた。

NPOプラザ ・ねこねっとは、経済産業省の

担当者、つくば市、地元の有識者とともに、検

討委員会で共通の理念や調査内容などについて

検討し、 319通の調書を発送し、 70通 (NP 0 

法人 18通、 企業24通、研究所28通)を回収し

た。また、調書を回収した機関や団体を中心lこ、

追加ヒアリングを行った。その結果、コミュニ

ティビジネスのシーズ、共通する課題が20出

てきた。そのうえで、それぞれの持ち合わせて

いる課題認識のうち共通するものをピックアッ

プした。そして、地域を構成する多様なセク

ターからの参加者は、分科会でワークショップ

を行うなどの中間報告会を実施し、課題や解決

ひまわりのまちつくばプロジェクト推進会議

策を話し合った。これらの検討会を経て、取組

を進める分野は、最終的には、 ①健康、 ②環境

と産業、 ③観光及び④人材支援の4つの分野に

なった。

NPOプラザ ・ねこねっとは、この中で主に

環境と産業の課題を同時に解決する「ひまわり

のまちプロジェクト」に取り組んでいる。ひま

わりのまちプロジェクトは、休耕地等の有効利

用、食とエネルギーの自給、地域の雇用拡大を

図るため、食用ひまわりの栽培に取り組もうと

するものである。ひまわりは荒れた土地でも栽

培しやすいし、その種からとれる油は食用ひま

わり油として地域内需要を促し、その廃食油や

生産過程で出る残i査をバイオマスとして活用で

きるからである。このプロジェクトには、種蒔

き、 草取り、収穫祭と年間延べ約 100名が参加

している。

平成19年度には、パイロット事業として、 実

際に地元の遊休農地を借りて、ひまわりの種

を蒔き、収穫をし、 52キロのひまわり種をス

トックしたとのことである。蒔いたひまわりの

種は、 NPOから配布されたものを使用してお

り、この種は、南フランスのプロヴアンスの在

来種である。

また、収穫祭の会場では、 参加者が収穫の体

験をした後に、このプロジェクトの概要、搾油



ひまわりの収穫

までの一連の流れ、課題等に関する説明が行わ

れる。さらに、搾油の実演やその後の試食会も

行われる。参加者は、ひまわりの種や油を使っ

た試作品を賞味し、実際に講評をすることにな

る。

その他、医療・福祉の課題を解決する「健康

のまちつくばプロジェクト」では、いち早く産

学官民の横割りの研究会を設けて取り組み、研

究科学学園都市つくばならではの研究シーズを

活かした課題解決システムの研究開発をする提

案がまとめられている。

(2)セミナ一等の開催

セミナ一等の開催については、地域通貨講習

会(平成 14年に3回)、 NPO市民講座(平成

14年に5回)、 NPO大学講座(平成15年に7

回)、 NPO法人設立講座(平成17年に5回)及

びNPO運営セミナー基礎 ・専門講座(平成17

年に 17回)を行ってきた。

平成21年度は、福祉医療関係の事業者向け

に特化して、「弁護士から学ぶ法的リスクマネ

ジメント講座」を行うとのことである。福祉医

療関係の事業者には、 NPOも含まれる。幼児

から高齢者まで、命を預かっている医療 ・福祉事

業者には、日ごろから法律に関わる疑問点を抱

特定非営利活動法人NPOプラザ-ねとねっと

えている人もいる。しかし、医療 ・福祉事業者

は、日常のサービス事業に忙しく、法律の専門

家と接し相談する機会が作れない。また、法律

を知らないために違法行為をしてしまうことも

想定される。今後医療・福祉事業者は、高齢化

や住民ニーズの多様化に対応すベく、安心で、き

る質の高いサービスを増やしていかなければな

青少年薬物乱用防止ポスター



らない。この講座は、医療 ・福祉事業者の管理・

運営リスクを最小限に抑え、質の高い事業 ・活

動を行えるようにするため、事例調査や実際に

あった判例を基に具体的な法的知識を学ぶ機会

をつくるものである。これについては、各事業

者、行政及びNPOプラザ・ねこねっとが連携・

協働して取り組んで、いる。

(3)青少年健全育成事業の実施

青少年健全育成事業については、「青少年規

範意識の強化事業」として薬

物乱用防止の取組を行って

きた。覚せい剤乱用の低年齢

化は、深刻な状態で、社会問

題になっている。これを予防

するには、家族や友人とコ

ミュニケーションを持つこ

と、学校で薬物乱用について

考える場を持つことが考え

られる。

NPOプラザ ・ねこねっ

とは、平成 14年度に、薬物

乱用防止をテーマとした講

座を 11回開催した。受講者

は、生徒、保護者及び教師で、

合計約4，000人であった。翌

平成 15年度には、高等学校

で「青少年薬物乱用防止講演

会」を実施し、約400人が受

講した。

平成 18年度には、青少

年薬物乱用防止のポスター

1，200枚とリ ーフレット 500

枚を作成した。元々茨城県

内の青少年薬物防止を担当

する部署としては、茨城県

警察本部、茨城県薬務課、茨

城県教育庁、茨城県精神福

祉保健センター及び茨城ダ

ルクがあった。これらの各

部署は、それぞれ担当する

法律、健康、精神及び教育について主に情報を

発信していた。例えば、県警は法的な規制に関

する情報について、県薬務課は薬物の危険性に

関する情報について、県精神福祉保健センター

は依存者やその家族の相談の窓口に関する情

報について発信していた。NPOプラザ ・ねこ

ねっとは、これらの各部署の有する薬物に関す

る正しい知識や依存症の恐ろしさを知らせる情

報を整理し、青少年にわかりやすく 一元化して

ポスターとリ ーフレットにまとめたのである。

青少年薬物乱用防止講演会 高校生



一面に咲くひまわり

3取組の成果
NPOプラザ ・ねこねっとの取組の成果はど

のようになっているだろうか。ひまわりまちプ

ロジェクトを例にとると、この取組は平成21

年度で3年目になる。平成 19年度には、つくば

市の若栗地区の遊休農地0.2ヘクタールを借用

できた。平成20年度には、つくばエクスプレス

(T X)万博公園駅の周辺の土地0.15ヘクター

ルを借用で、きた。平成21年度は、より大きな土

地1.6ヘクタールを借用できた。このように借

用できた土地の規模は、広がってきており、休

耕地等の有効利用に役立つている。

収穫祭の会場で行われる講評については、悪

かったということはないとのことである。参加

者からは、「体験で実際に汗をかいて、収穫した

ひまわりの種を自分で食べることができて感動

した。」、「青空の下で、汗を流すことができたこ

とで非常によかった」という話を直接聞いてい

るとのことである。

特定非営利活動法人NPOプラザ -ねとねっと

4将来的な方向
NPOプラザ ・ねこねっとの将来的な方向と

しては、現在の取組を継続して推進しながら、

コミュニティビジネスの創出支援をするシステ

ムを構築したいとしている。地域の活性化を図

るには、コミュニティビジネスを事業化するこ

とも重要になるが、そのためにはプラッ トホー

ムのような役割が必要になってくる。実際に事

業に取り組むことでプラットホームとなる中

間支援組織として、うまく協働のコーディネー

タ一役を果たすことにより、徐々に地域の課題

を解決するビジネスを創出していく役割を担っ

ていきたいとしている。



市民参画型の共生社会をめざして

~耕そう・まこう・育てよう~

特定非曽利活動法人山梨県ボランティア協会

代表者 会長 大津 英二

設立年 昭和52年

法人格取得年 平成11年

設置運営形態 民設民営

会員数 正会員 109、賛助会員 442、

団体会員 327 (平成20年度)

スタッフ 7名

連絡先 山梨県甲府市丸の内2-35-1

山梨県ボランティア・NPOセンター内

電話 055-224-2941 

ホームページ

http://www.yva.jp 

収支の状況 (平成 20年度)
特定非営利活動法人山梨県ボランティア協会

(単位 円)

収入

会費収入 3.526.000 

補助金収入 34.292.285 

配分金 11.000.000 

寄付金 1.262.492 

参加者負担金 120，050 

特別会計繰入 6.000.000 

雑収入 698.610 

収入合計 56.899.437 

支出

事業費 11.214.752 

維持管理費 10，430，000 

職員・事務費 29，254，685 

特別会計繰出 6，000，000 

支出合計 56，899，437 

l特定非営利活動法人山梨県ボラン
ティア協会の概要

(1)山梨県ボランティア協会の発足及び

山梨県ボランティアセンターの開館

「特定非営利活動法人山梨県ボランティア協

会」は、県民ボランティア運動を推進すること

を目的に、昭和52年に任意団体として発足し、

30年以上の活動実績を持つ団体である。法人

格を取得したのは、後述のように平成11年で

ある。

発足の背景には、 山梨県が昭和49年に重点

施策と して掲げた「ボランティアセンター構想」

がある。これは、望ましい福祉社会は行政単独

ではなく県民のボランティア運動の展開の中で

県民 とと もに実現させるということを理想と

し、そのために必要なボランテイア運動の拠点

としてボランティアセンターを整備しようとい

う構想であった。この構想の実現に向けて、 山

梨県、山梨県社会福祉協議会、ボランティア団

体等の関係機関で協議が重ねられた結果、次の

ような方針がたてられた。

①ボランティアセンターは、その機能を卜分



に発揮させるため、既存施設への併設で、な

く単独の施設として整備する。

②山梨県は、県有地の提供、建設資金の助成

等の建設に係る全面的な条件整備は行う

が運営には直接関与しない。

③ボランティアセンターの設置主体及び運

営主体は、民間とする。

④運営主体としては、新たに民間で組織する

「山梨県ボランティア協会」を設立する。

こうして昭和52年に「山梨県ボランティア

協会」が、翌昭和53年に「山梨県ボランティア

センター」がそれぞれ設立 ・開設された。

山梨県ボランティア協会の運営には、多彩

なボランティアの参加を積極的に取り入れて

いこうという理念がある。こうした考え方に

基づき組織は次のようになっている。山梨県

ボランティア協会の予算 ・事業計画等を決定

する意思決定機関として、正会員により構成

する「総会」を置く 。また、総会で議決した事

柄の執行、法人の資源調達 ・人事等を担う経

営機関として「理事会」を置く 。さらに、事業

を円滑に遂行するため理事会の下に設けた事

業運営機関と して、福祉・教育関係者、 学識経

験者、ボランティア活動実践者、青年、婦人等

からなる「運営委員会J(平成21年度は23人)

を置く 。加えて、個別の事業の実施にあたって

は、専門部会や実行委員会を編成し、幅広い分

野からボランティアに参加してもらい、企画 ・

実施に取り組んでもらう。山梨県ボランテイ

ア協会は、このことを「手づくりの参加システ

ム」と呼んでいる。

(2)法人格の取得

山梨県ボランテイア協会の年間の運営費は、

設立当初で1400万円余であり、内訳は会費、

共同募金配分金、山梨県社会福祉協議会からの

委託費、県補助金であった。その後事業のノウ

ハウの蓄積とともに新たな業務が増えるなど、

同協会の活動内容に変化が現れ始め、任意団体

のままでは限界もあったため、法人化について

の検討が行われた。

その結果、山梨県ボランティア協会について

は、特定財産を持たず収益事業も行わないこと

を踏まえ、平成 10年に制定された特定非営利

活動促進法(しミわゆる NPO法)に基づく特定

非営利活動法人という最狭義のNPOになる

ことが決定された。そして、同協会は、翌平成

11年に法人格を取得し、特定非営利活動法人に

なった。

こうして「山梨県ボランティア協会」は「特

定非営利活動法人山梨県ボランティア協会」に

なったものの、県民ボランティア運動を推進す

るという同協会の活動目的には基本的に変更は

なかった。しかし、このように法人格を取得し、

社会的信用力を強化できたことにより、これま

で山梨県社会福祉協議会を通じて受けていた県

補助事業が直接補助事業に変わった。また、新

たに経済企画庁(現内閣府)との請負契約もで

きるようになった。

〈参考〉特定非営利活動法人 山梨県ボラン

ティア協会の目的(定款第3条)

県民一人ひとりのボランティア意識の高

揚を図り、ボランティア活動の普及・啓発・

支援等を行うことにより、県民ボランティ

ア運動を推進し、ノーマライゼーションの

実践による豊かな共生社会の創造と向上に

貢献する。

2中間支援事業の内容
特定非営利活動法人山梨県ボランティア協会

は、上記の目的を達成するため、さまざまな中

間支援事業を行っている。例えば、山梨県ボラ

ンティア ・NPOセンターの管理運営を行うと

ともに、多岐にわたる自主事業及び行政・企業-

NPOとのパートナーシップ事業を実施してい

る。



(1)山梨県ボランティア・ NPOセンタ一

運営事業

ア運営事業の経緯

まず山梨県ボランティア ・NPOセンター運

営事業について紹介する。特定非営利活動法人

山梨県ボランティア協会は、任意団体のころか

ら山梨県ボランティアセンターの管理運営を一

貫して担当してきた。

建設当時の山梨県ボランティアセンターの施

設は、地上4階、地下 I階、延べ床面積2，500rri

であった。この施設は、前述のように昭和53年

(1978年)に建設されたので、平成21年 (2009

年)現在で築30年を経過している。

平成15年には、山梨県ボランティアセンター

は、名称が「山梨県ボランティア.NPOセン

ター」に改められ、ボランテイア ・NPOが育

ち合うための拠点 ・苗場としての機能の充実 ・

強化を図る施設改修がなされ、リニューアル・

オープンした。

なお、平成 14年度までは山梨県社会福祉協

議会からの業務委託により、翌年度以降は施設

の無償貸与と山梨県補助金により運営され現在

に至っている。

イ施設の概要

山梨県ボランティア ・NPOセンターの施設

については、平成15年のリニューアル ・オー

プンの際に、 2階の一部間取りが変更され、 'N

POひろば」というオープンスペースが設置さ

れた。平成21年には、館内に点字誘導ブロック

を敷設するバリアフリー化の改修工事が行われ

た。

NPOひろばは、活動拠点を持てないボラン

ティアグループ等のビューローとしてのイン

キュベーション機能を強化している。図書・情

報ライブラリー、多目的スペース、印刷・ワー

クスペース、交流ミーテイングスペース等を設

け、ボランティア団体の会議、作業または調べ

物といった活動に利用でき、 子供連れでも対応

が可能なスペースになっている。

ウ運営の内容

山梨県ボランティア・ NPOセンターの運営

にあたっては、設置者である山梨県社会福祉協

議会、スポンサーである山梨県及び管理運営を

行う特定非営利活動法人山梨県ボランティア協

会の3者の協議により運営方針が決定されてい

る。また、同センターで行われるソフト事業の

運営は、特定非営利活動法人山梨県ボランティ

ア協会に一任されている。

(2 )自主事業

次に、自主事業について紹介する。特定非営

利活動法人山梨県ボランティア協会は、県域の

中間支援組織として、ボランティア・ NPOの

誕生 ・育成 ・自立を支援することを目的に、多

岐にわたる自主事業を行っている。これには、

例えば、情報収集・提供事業、ボランティア教育・

人材育成事業、総合的コーディネート事業、調

査研究・提案事業及びネットワーク事業がある。

ア 情報収集・提供事業

まず情報収集 ・提供事業としては、ボラン

ティア ・NPOの支援制度の紹介、助成金に関

する情報の提供、活動の紹介、イベント情報の

提供による参加呼びかけ等が行われている。

この情報収集 ・提供事業の媒体には、紙媒体

と電子媒体がある。まず紙媒体によるものとし

ては、例えば、会員相互間の機関紙「ボランティ

アだより」、特定非営利活動法人山梨県ボラン

ティア協会及び山梨県ボランティア ・NPOセ

ンターのパンフレット、 NPO活動啓発資料

'N P 0ガイドブック」、「ボランティア・ NP

Oボード」がある。

このうち「ボランティアだより」は、山梨県ボ

ランティア協会の発足当時から発行されている

もので、発送ボランティアによる運営協力が得

られている。これは、毎月3，000部発行(会員、

関係機関・団体等に配布)され、平成21年11

月号で通巻373号になっている。

また、「ボランティア・ NPOボード」は、会

員団体が催すイベン ト等への参加呼びかけを街



中の掲示板により広報支援するものである。現

在330箇所ある掲示板の設置、情報の配信 ・掲

載 ・撤去等は、行政機関、企業、学校、ボラン

ティア 'NPOとの協働により行われている。

これは、毎週金曜日に配信され、平成20年度は

50回配信され、配信件数は910件、発送ボラン

ティア数は延べ509人になった。

これらに対して、電子媒体によるものとして

は、紙媒体用で集められた情報を次の2つのイ

ンターネ ットサイ トを通じて発信することが

行われている。一つは、「山梨県ボランティア -

NPOセンターJ(http://www.yva.jp/)であり、

ここからは特定非営利活動法人山梨県ボラン

ティア協会及び山梨県ボランティア ・NPOセ

ンターの概要の紹介や利用の案内などに関する

情報が発信されている。もう一つは、「やまなし

NPO情報ネット J(http://www.yamanashi-

nponet.jp/index.html)であり、ここからはボ

ランティア団体等の組織の情報、支援制度の情

報、助成金の情報、ボランティア ・NPOボー

ド等の情報が発信されている。

以上のほか情報収集 ・提供事業としては、新

聞 ・テレビ・ラジオの協力による無償の情報

発信も行われている。これについては、ボラン

ティア ・NPOボードで配信したイベントやボ

ランティア ・NPOの活動の紹介をしてもらっ

ている。現在行われている情報発信の主なもの

を紹介すると、山梨日日新聞「山日ボランテイ

アコーナーJ(毎週火曜日掲載)、 FM甲府「まご

ころ放送局J(週3回協会担当者が出演し情報

提供)、 NHK甲府「まるごと山梨J(毎週木曜日

夕方放送)があげられる。

イ ボランティア教育・人材育成事業

次に、ボランティア教育 ・人材育成事業とし

ては、ボランティアに関わる研修が時代の変化

や地域課題に応じた多岐にわたる内容で実施さ

れている。平成20年度には、次のような研修が

行われた。

①地域課題に応じたボランティア ・NPOの

新たな活動の提案を目的とする「第27回ボ

ランティア ・NPO研究集会J(80人参加)

特定非営利活動法人山梨県ボランティア協会

②NPOの情報交換 ・交流・研修の場の提供

による活動の促進を目的とする 'NP 0活

動推進セミナーJ(4回延べ 151人参加)

③NPOの活動を支援する人材育成を目的

とする 'NP 0支援コーディネーター養成

研修J(4回延べ80人参加)

④特定非営利活動法人山梨県ボランティア

協会スタッフの資質向上を目的とする「国

内ボランティア ・NPO研修J( 6回延べ

6人参加)

⑤青少年ボランティアの実行委員会による

世代間交流を目的とする「ボランティア

夢 ・愛 ・共育事業J(4回延べ389人参加)

⑥多様なボランテイア活動の分野を素材に

したプログラムによるボランティア教育

の充実を目的とする「ボランティア教育」

(教師対象セミナー 3回延べ65人参加、学

校等での体験学習 18回延べ575人参加)

なお、これらの研修は、例えば、実行委員会

形式、関係機関 ・専門家との協働の形式、会員

団体や企業との協働の形式で行われている。

ウ 総合的コーディネ一卜事業

次に、総合的コーディネート事業としては、

相談・斡旋をはじめ様々なものが行われている。

まずボランティア・ NPO活動に関する総合

的な相談・斡旋が、他の中間支援機能を有する

関係機関・団体との連携により行われている。

平成20年度に実施された相談案件は、ボラン

ティア・ NPO活動に関するものが469件、 N

POの運営等に関するものが260件、青少年の

体験ボランティアに関するものが43件になっ

ている。

また、県内のボランティア活動推進機関 (28

団体参加)との連携や情報の共有化を図り、

個々のコーディネート機能の拡充を図ることを

目的とするネットワーク会議が行われている。

さらに、山梨県ボランティア・ NPOセンター

の2階に設けられた 'NP 0ひろば」を活用し

て、 NPO法人設立運営相談会、パソコン教室、

同センターの事務機器利用講習会等が会員団体

との協働で実施されている。
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工 調査研究・提案事業

次に、調査研究・提案事業としては、県内の

ボランティア・ NPO活動等の調査・分析を行

い、ニーズを把握し、新たな活動の創設に資す

る報告・提言を行う事業が実施されている。

平成20年度には、県認証の特定非営利活動

法人276団体を対象に活動状況調査が実施され

た。また、活動支援を行う行政機関、中間支援

団体等72団体を対象とした支援状況調査も行

われた。これらの調査の結果は、報告書にまと

められた。

オ ネットワーク事業

最後に、ネッ トワーク事業と しては、以下の

ような事業が実施されている。

① 「山梨県ボランティア・ NPOセンタ一使

用団体連絡会議」

これは、山梨県ボランティア ・NPOセ

ンターを使用する団体間の連携を深める

ととともに、同センターの運営への主体的

な参画を促進することを目的に交流・研

修事業を開催するものである。この会議に

は、平成20年度は 6回延べ632人が参加

した。特に開館30周年記念事業の運営に

は27団体もの協働参加をしてもらえるな

ど、主体的参加の気風が育まれているとの

ことである。

②「災害ボランティアネット支援・活性化事業」

これは、災害・防災ボランティア

活動の啓発 ・普及を目的として、防

災目的のアマチュア無線利用にかか

る訓練、交流会、防災ボランティア訓

練等を行う事業である。この事業に

は、平成20年度は 6回で延べ 176人

が参加した。

③ 「若老サロンネッ トワーク事業」

これは、 60代前後の世代と高校生・

大学生等の 10代の若者との異世代聞

の交流を目的に集い、老い、支えあ

い、ボランティア等のテーマで語り

合う自由な広場(居場所)を提供する

事業である。この事業には、平成20

年度は6回で延べ88人が参加した。

④ 「ボランティア・ NPOフォーラム」

これは、ボランティア .NPO活動の周

知と活動団体の情報交換 ・交流の場とし

て実施される事業である。この事業には、

平成20年度は300人が参加した。

⑤ 「子どもの広場」

これは、 青少年ボランティアの参加 ・体

験 ・学習の場として年 l回実施される事

業である。この事業については、毎回参加

者が増え、平成20年度の「第27回子ども

の広場」の参加者は850人になった。

これらの事業の実施により、 多様なボラン

ティア ・NPO団体、企業、 個人等の参加が増

え、各種ネットワークの創出や強化が図られて

いるとのことである。

(3 )行政・企業.NPOとのパートナーシッ

プ事業

次に、行政・企業・NPOとのパートナーシツ

プ事業について紹介する。特定非営利活動法人

山梨県ボランティア協会は、公益性の高い事業

活動を通じて、ボランティア .NPO活動に関

する啓発と協働の促進を図るため、行政・企業-

NPOとのパートナーシップ事業を協働モデル

事業の形で'f'Jっている。



平成20年度には、 32の協働モデル事業を実

施している。事業対象及び連携先の違いによっ

て区分すると、表 lのとおり一般を対象とする

ボランティア ・NPO等との連携事業が最も多

し〉。

表 l パート ナーシップ事業連携区分表 (件)

話ぎ 一 般
高齢・障害・ 青少年

その他
福祉関係 -児童

行 政 5 5 

{f: 業 7 7 2 

ボランティア・
12 4 5 

NPO等

3取組の成果
(1)山梨県ボランティア・ NPOセンター

運営事業の成果

特定非営利活動法人山梨県ボランティア協会

の中間支援事業の主な成果はどのようになって

いるだろうか。まず山梨県ボランティア ・NPO

センター運営事業の成果であるが、この施設を

利用するには、前述のとおり特定非営利活動法

人山梨県ボランティア協会の会員になる必要が

ある。同協会の会員は、正会員、賛助会員及び

団体会員で構成される。正会員は同協会の組織

表2 特定非営利活動法人山梨県ボランティア協会会員状況

面玄¥¥主度 H11 H20 

正会員 42 109 

賛助会員 517 442 

団体会員 237 327 

表3 山梨県ボランティア・NPOセンタ一利用状況(人、団体)

除々 H16 H17 H18 H19 H20 
利用者数 27，177 29，848 27，084 29，118 31，130 

利用団体数 2，367 2，707 2，376 2，571 3，016 

特定非営利活動法人山梨県ボランティア協会

運営に積極的に参加する個人 ・団体であり、賛

助会員は同協会の活動に賛同し支援する個人

(会費口3，000円)であり、団体会員は同協

会と協働してボランティア運動の推進を図る団

体(会費口5，000円)である。平成 11年度

の法人格取得時と平成20年度の会員数は表2

のとおりであり、賛助会員は減少しているもの

の、正会員及び団体会員は増加している。

また、山梨県ボランティア .NPOセンターの

利用状況(表3)をみると、直近5か年は利用者

数及び利用団体数ともに概ね増加傾向にあり、

平成20年度にはいずれも最大になっている。

ボランティア活動に興味を持った協会会員、

イベント参加者等が、イベン卜の企画に関わっ

たり、参加したりすること等により、何らかの

形で交流を持ち、気のあった仲間同士のグルー

プ化、関係団体への参加等を通じてより積極的

な活動をするようになる例が見られるとのこと

である。中には団体会員から正会員に転換する

例もあるとのことである。これらのことは、山

梨県ボランティア ・NPOセンターがボランティ

アやNPOの活動を育てるインキュベーション

の機能を果たしていることを示しているといえ

るだろう。

(2)自主事業の成果

ア 情報収集・提供事業の成果

次に、特定非営利活動法人山梨県ボランティ

ア協会の自主事業の成果はどうなっているだろ

うか。まず情報収集・提供事業の成果について

である。この事業の鍵を握っているのは、「ボラ

ンティア .NPOボード」である。これについて

は、情報発信サイドのボランティアやNPOか

ら送られる多種多様な情報を県内330の掲示板

を中心に配信できている。平成20年度には、前

述のように 50回配信され、配信件数は910件

に達し、インターネット、新聞、ラジオ、テレビ

等による 2次利用もなされている。

新聞・テレビ ・ラジオの協力による無償の

情報発信については、前述のようにボランテイ

ア・NPOボードで配信したイベントやボラン



ティア ・NPOの活動の

紹介をしてもらっている。

この取組の成果としては、

広告費換算での経済効果

のほか、イベントへの参加

呼びかけによる参加促進

の効果、活動を紹介された

団体の知名度の向上の効

果、活動のモチベーション

向上の効果があげられる。

一般にこうしたマスメ

ディアの利用は、読者 ・視

聴者から飽きられては長

続きしない。この点、先

に紹介した山梨日日新聞

「山日ボランティアコー

ナー」、 FM甲府「まごこ NPO法人のための事業報告事務手続きセミナー

ろ放送局」及びNHK甲府「まるごと山梨」の 3 ウ 総合的コーディネート事業の成果

媒体は、ここ数年取扱い枠を拡大しており、情 次に、総合的コーディネート事業の成果につ

報利用者とのマッチングが上手くいっていると

のことである。

イ ボランティア教育・人材育成事業の成果

次に、ボランティア教育 ・人材育成事業の成

果についてである。これについては、現在前述

の6つの事業が行われている。これらは、社会

の変化、時代のニーズにあわせて内容の充実を

図ってきており、それぞれ前述のように多数の

参加が得られている。

例えば、青少年を対象としたものとしては、

これまで「高校生ボランティア体験キャンフ。」、

「中学生ボランティアリーダー研修会」、「中学

生ボランティアフェステイノりレ」、小 ・中・高・

大学生の世代間交流「ヤングエイジ・フェス

テイパル」等を実施した。県域の青少年のボラ

ンティア活動の醸成に合わせて、対象や内容を

変えたものである。これらについては、小 ・中

学生時代に参加した児童 ・生徒が、高校生や大

学生になって企画や運営に参加するなど、ボラ

ンティア活動の発達の面での成果も現われてい

るとのことである。

いてである。総合的コーディネート事業ではN

POを対象とする相談 ・斡旋が行われ、多くの

法人の設立に寄与している。また、相談内容に

ついては、例えば、平成 18年の青少年の体験活

動ボランティアに関する相談の実績では、受入

れ先やプログラムづくりに関するものが多かっ

た。ここで得られた知見は、翌平成 19年の人

材育成事業の「学校・地域で、の体験学習」に取

り入れた。「学校 ・地域で、の体験学習」は、平成

19年度には 6箇所で行われ、延べ559人が参

加し、平成20年度には 18箇所で行われ、延べ

575人が参加した。

4事業を実施して生じた課題及び
その解決策

特定非営利活動法人山梨県ボランティア協会

は、 30年を超える活動の中で以上のような様々

な事業を実施してきた。そうした中でどのよう

な課題が生じ、それらの課題はどのように解決

されてきただろうか。

まず山梨県ボランティア協会の設立時(昭



和52年)の事務局は 3人体制であったが、セン

ターの管理運営を受託したことにより 5人体制

になった。このときから山梨県ボランティアセ

ンターの開館時間(午前9時~午後9時)に対応

して 2交代勤務体制が採用された。しかし、そ

の後事業が軌道に乗っていくに従って、相談業

務、啓発業務、地域に出向いての研修業務等が

増加したため、人手が足りない状況にいたった。

財政的に新たな人材の雇用が困難な中で、こ

うした状況を解決したのがボランティアの参加

であった。例えば、日頃の事業を通じて形成さ

れた会員相互のネットワークから山梨県ボラン

ティアセンターの運営を支える婦人の会「いつ

か会」が発足し、昼間の事務をサポートするよ

うになった。また、県庁職員有志のグループが

夜間の事務をサポートするようになった。こう

して新たなボランティア活動が誕生したことに

より、センターの運営が円滑になった。

5将来的な方向
特定非営利活動法人山梨県ボランティア協会

は、山梨県のボランティア活動の拠点となる山

ボランティア.NPOフォーラム 2009

特定非営利活動法人山梨県ボランティア協会

梨県ボランティア・ NPOセンターの運営を通

じて県民ボランティア運動の推進を図ってい

る。将来的な方向としては、県内の関係機関 ・

団体、企業及びNPOと連携し、それぞれの特

色ある事業活動や専門的なコーディネート機能

を結ぶ「ゆるやかなネットワーク型支援体制づ

くり」を目指している。

まず事業の計画にあたっては、県民ボラン

ティアのニーズを的確に把握し、サービスが提

供できるよう、これまでに培ったボランティア

ネットワークとの協働を強化するとしている。

また、県内のボランティア活動推進機関(登

録団体28団体)におけるボランティアコーディ

ネート機能を拡充するため、個々の団体で実施

している事業や人材パンク等の情報共有化を図

り、ネットワークの充実に取り組むこととして

し〉る。

さらに、事業の継続とともに何れはやまなし

NPO情報ネットに登録されている 428の県内 ・

ボランティア・ NPO団体のネットワーク構築

を図りたいとしている。



『こうなったらいいな…」をつなぎ、しらべ、

じeiせ二三ささえよ 育てるポ生~2=佐

特定非営利活動法人浜松NPOネットワトクセンター

代表者 代表理事井ノ上美津恵

設立 平成 10年

法人格取得年 平成 12年

設置運営形態 民設民営

会員数

スタッフ

住所

91名 25団体(平成21年12月現在)

事務局9名その他15名

電話番号

静岡県浜松市中区佐鴫台3-52-23

053-445-3717 

ホームページ

http://www.n-pocket.jp/ 

収支の状況(平成 20年度)
特定非営利活動に関わる事業会計収支決算より作成

(単位円)

収入

助成金・補助金収入 5，711，473 

事業収入 1，300，053 

受託事業収入 30，854，777 

会費収入 362，500 

寄付金収入 1，878，179 

雑収入 71，526 

無償労働による寄付 3，533，200 

収入合計 43，711，708 

支出

[事業費}

NPO支援事業 2，599，823 

多様な人々の社会参加支援事業 35，695，327 

[管理費 3，387，961

支出合計 41，683，111 

l特定非営利活動法人浜松NPO
ネットワークセンターの概要

(1)経緯

特定非営利活動法人浜松NPOネッ トワーク

センター (以下「浜松NPOネッ トワークセン

ター」という。)、愛称N-Pocket(エヌポケッ ト)

は、平成 10年に設立された。

設立の発端は、平成9年に浜松市で開催され

たフォーラム 「情報公開条例を市民の手に」の

ための連絡会であった。このフォーラムは、そ

の年に成立した浜松市の情報公開条例を市民参

加の手段とするために開催されたものであっ

た。

当時は、特定非営利活動促進法(いわゆるN

PO法)の制定を機にNPOという新しい仕組

みが社会的にも注目されるようになり、市民活

動を行なっている人たちが、企業や行政以外の

サードセクターのあり方を考え始めていた。こ

のとき、いち早くイギリスにおける市民参加の

あり方に着目 し、その研究のために留学してき

た前代表理事の山口祐子氏と、浜松市で市民活

動を行なっていた現代表理事の井ノ上美津恵

氏が出会い、上記のフォーラムを開催した。そ

して、そのための連絡会を中心とする様々な団

体の交流や情報交換の中から、ネッ トワークづ

くりの必要性が認識され、浜松地域活動ネッ ト

ワークセンターという組織が設立された。

翌平成 10年4月に、この組織は、設立総会を

経て名称を「浜松NPOネッ トワークセンター」

に改めた。その設立の趣旨は、「個人の思いや夢

を社会的な力に変えていく試み」を集め、大き

な力に変えていく仕組みづくりを行う ことにあ

る。そして、「つなぎ・しらベ ・しらせ ・ささえ ・
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浜松 NPOネットワークセンター外観

そだてる」市民による共同事務所・シンクタン

クとして、 地域や分野を越えた市民の活動を支

えるとともに、企業や行政とのパート ナーシッ

プづくりに努力し、新しい市民社会の実現を目

指すことにある。

浜松NPOネットワークセンターは、このよ

うに市民の「こうなったらいいな」という思い

を、事業を通して実現することを目的とする民

設民営の中間支援組織のNPOである。また、

障害のある人、在住外国人など、社会の少数派

であるがゆえに様々なバリアを抱えて暮らして

いる多様な人々の社会参加を支援する現場型の

NPOでもある。そして、「サポート センター」

ではなく、「ネットワークセンター」という名称

を掲げ、 NPOを育てるとともに、自らも育つ

ことを志向し、また個々の事業を通しての人材

育成や、市民、企業、行政などとの

ネットワークを構築することを目指

している。

(2)理念及び事業の柱

浜松NPOネットワークセンター

は、理念として「ソーシヤル ・イン

クルージョン」を掲げている。ソー

シャル ・インクルージョンとは、国

籍 ・宗教 ・性別 ・職業 ・学歴 ・障害

の有無にかかわらず、多様な人々の

社会参加により、すべての人々が健

康で文化的な生活が送ることができ

るように、人々を孤立や排除から救

い、社会の構成員として包み込み、

コミュニティの力を強化して支えあ

い、誰もがともに積極的に生きる社

会の創造を目指すことをいう。

この理念を実現するための活動

は、 rNP 0 活動支援」と「多様な人々

の社会参加支援」の 2つである。こ

れらを推進するために、①市民活動

の支援、②自主事業による事業開発

及び③行政との協働事業が事業の三

本柱になっている。浜松NPOネッ

トワークセンターは、個別に事業を実施するの

ではなく、この三本柱をもって、 一つの切り口

に対して、有機的に絡みあい、継続的な事業と

なるように事業を展開している。

具体的には、図 1(P.56)のように事業を展

開し、トータルとして「新しい公共」としてのN

POの役割を創造することを目指している。

例えば、「多様な人々の社会参加支援」の一つ

である多文化共生事業では、助成金、寄付金を

活用した事業と、自主事業を組み合わせた事業

開発を行っている。

その実績の一つに、平成 15年のミューラル・

プロジェクトがあげられる。これは、地域に多

い日系ブラジル人や日系ペルー人の教育に関す

る問題を身近に捉え、共生のロール ・モデルの

ーっとするものである。



|協働を通して新川民参加のプ四を開発

↓ 
協働事業をきっかけに、さらに先導的な自主事業
の実例を作り、新しい予算の枠組みを行政と創出

↓ 
協働事業を補完する事業を並行して開発し、
自主事業としてN-Pocketのビジョンを実現

NPO・議会・行政をつなぐ円卓会議を開催、
政策提案

課題解決を担えるボランティア・NPO・専門家・
大学・企業による実働グループを組織化

| 当事者を中心とした企画運営会議を組織 | 

|地域の二引こそった優先課題を調査発掘|

事業化のための委員会を組織

ビ、ジ、ヨンの共有と財源の確保

図1 浜松 NPOネットワークセンターの活動の
進め方(ホ ムページより作成)

ミューラルとは、壁画のことであり、地域の

課題やメッセージを壁画に描いて市民と共有

するコミュニティ ・アートの手法である。これ

は、メキシコを発祥の地とし、アメリカで表現

活動や多文化教育に用いられているものであ

る。浜松のミューラルは、日系ブラジル人や日

系ペル一人の高校生たちが、自分たちのルーツ

を見つめ、困難や希望を描いたものである。こ

のミューラルは、幅 11メートル・高さ 3メー

トルという大きなものであり、県立高校芸術科

の高校生の技術支援を受け、 160人の市民によ

るコミュニティ・ペインティングを経て完成し

た。そこには、「あきらめないで あなたは一人

じゃない 学ぶことは未来のために 夢をかな

えよう」というメッセージが描かれた。

この事業の特徴は、助成金を受ける事業を活

用しながら、学校・当事者 ・地域の支援団体

をつなぎ、次世代のリーダー育成を目指し、コ

ミュニテイ ・アートの手法を用いたプログラム

を企画 ・展開した点である。

このミューラルは、静岡国体会場や国立民族

学博物館に出展されたほか、日本イベント産業

振興協会の「イベント大賞特別賞」を受賞した。

平成20年6""8月には浜松市内においてこの

ミューラルの展示会が行われ、そのメッセージ

が再発信された。

2中間支援事業の内容
浜松NPOネットワークセンターは、中間支

援組織として、前掲のように rNP 0活動支援」

と「多様な人々の社会参加支援」の2つの活動

をf子っている。

(1) N P 0活動支援

浜松NPOネットワークセンターのNPO活

動支援は、多様な市民活動が立ち上がることを

支援するものである。その内容としては、共同

事務所の運営、啓発、情報の収集提供、 地域資

源の調査 ・開拓がある。

第一に、共同事務所の運営については、主に

会員(個人会員91名 団体会員25団体)を対

象として、会議室の貸し出し、ノートパソコン

等の事務機器の貸し出し、 事務局の代行、交流

コーナーの設置を行っている。事務局の代行に

ついては、 NPOの行うイベント等への参加者

の募集受け付け、電話問い合わせ窓口等の業務

を行二っている。

第二に、啓発については、インターンシップの

受け入れ、ワークショップ、 NPOに関する講座

や研修会等を実施している。例えば、 NPOに対

する活動基盤強化のための研修会、市民協働推

進のための行政職員に対する講座等を実施し、

NPO、大学生、自治会、行政職員等が参加して

いる。平成20年度には、自治会連合会に対して

ワークショップを行い、 50名が参加した。

第三に、情報の収集提供については、組織立



ち上げ段階の環境整備 ・資源サポート、法人化

の支援 ・組織運営のマネジメント、ニュースレ

ターによる情報の支援を行っている。また、 N

PO同士の交流を促進する場として、新年交流

会を行なっている。

第四に、地域資源の調査・開拓については、

例えば、次のようなものがあげられる。

まず平成19年度に実施した西区地域づくり

「西区つなぐひと人マップ」の作成事業がある。

これは、平成 17年7月に市町村合併を行った浜

松市において、元気で魅力多彩な地域づくりを

活発にする目的で作成されたものである。具体

的には、西区とそれに接する旧舞阪町 ・雄踏町

とで区民のネットワークづくりや情報の交流を

促進するため、地域に根差した活動をしている

個人・団体にヒアリングを行い、その情報をホー

ムページ上で公開するものである。その情報

は、単なるリストではなく、活動を始めた経緯、

解決したい課題、活動の内容、提供できる出前

講座、会員や参加者などの募集等に関するもの

を具体的に掲載し、市民の参加や団体同士がつ

ながることを促進する内容になっている。この

ホームページには、平成21年 12月現在で 117

団体が登録されている。

このほか、平成20年度に実施した在住外国

人の子どもの教育に関わるプロジェクトスタッ

フ養成事業がある。この事業では、浜松市を中

心とする静岡県西部の外国籍児童 ・生徒の就

学支援グループ43団体の活動の調査が実施さ

れ、訪問調査等を通じて得られた現場での体験

を蓄積することにより、スタッフの養成も行わ

れた。また、この事業の成果は、ポルトガル語 ・

スペイン語 ・日本語によるホームページ『外国

籍の子どもと親のための教育支援情報倉庫』を

活用して広く公開された。さらに、この事業で

は、教育支援団体への直接訪問 ・調査が、顔の

見える関係の構築につながり、学校現場、 NP

Oなど異なる立場からお互いにできることを考

えようという機運が生まれ、課題解決のための

新たなネットワークづくりへとつながったとの

ことで、ある。

特定非営利活動法人浜松NPOネットワークセンター

(2)多様な人々の社会参加支援

ア 社会参加支援の考え方

浜松NPOネッ トワークセンターは、ソー

シャル ・インクルージョンの理念のもとに「多

様な人々の社会参加支援」も目指しており、障

害のある人の社会参加に対する多面的な支援等

にも取り組んで、いる。

その一環として、障害のある人にとっての情

報格差の解消に取り組んでいる。例えば、 1T 

は情報を得る媒体としてバリアフ リーなものに

なる可能性に満ちたツールで、あるが、現状では

障害のある人にとってその便益を十分に利用で

きる環境にあるとは言い難い。このため、浜松

NPOネットワークセンターは、社会参加の前

提として、誰もが必要な情報を得られる環境づ

くりができるよう、 1Tによる社会参加支援を

行っている。また、障害のある人の就労の支援

にも取り組んでおり、例えば、ジョブコーチ派

遣事業等を進めている。

こうした「多様な人々の社会参加支援」の各

事業は、行政との協働を行いながら、支援する

人、支援される人という関係性を越えた地域を

つなぐ協働のプラットフォームを構築する取組

と位置付けられている。

イ 障害のある人への ITによる支援

「多様な人々の社会参加支援」のための代表

的な事業を紹介すると、浜松NPOネットワー

クセンターは、まず障害のある人にとっての情

報格差の解消を図る事業として、 1Tによる社

会参加支援の事業に取り組んでいる。この事業

では、障害のある人がコミュニケーションの道

具としてのパソ コンを活用するための環境の整

備、障害のある人や支援する人に対するパソコ

ンの操作技術の講習等が行われている。これら

の事業は、静岡県西部障害者マルチメディア情

報センター (略称rMMCJ)という施設を中心

に進められている。この施設の管理運営につい

ては、浜松NPOネッ トワークセンターが静岡

県から請け負っている。

浜松NPOネッ トワークセンターは、このM

臨較. . 



パソコンボランティア特別研修 足でパソコンを打つ

MCの施設 ・設備を当事者にとって本当に使い

やすいものにするため、平成 13年度の施設開

設準備の段階から関わり、西部MMC委員会と

いう当事者が参加するボランタリ ーな組織を

立ち上げた。平成 15年度からは、公開プロポー

ザ、ルによる選考を経て、継続して管理運営を担

当している。そして、利用する人のニーズを反

映できる外部委員会の導入、操作技術を習得す

る人材の養成講座を行い、単なる施設管理の受

託ではなく、社会参加支援の拠点づくりを目指

して努力を続けている。その結

果、この施設は、今では年間延

べ4，000人ほどが利用するよう

になっている。

また、浜松NPOネットワー

クセンターは、障害のある人に

対する対策としてパソコン環境

を提供するために必要な知識や

技術を学ぶパソコンボランティ

アの養成研修を行っている。こ

の研修は、障害のある人のため

のパソコン講座を開くことが出

来る人材を育成することを目的

として、支援技術の学習を行う

ものである。この研修では、平

成20年度は21名を対象に 10

回の講座が実施された。

さらに、障害のある人に対す

るパソコンの在宅講習も行っ

ている。在宅講習については

講師や機材などの面で一般の

事業者では対応できない部分

が大きいため、人材とノウハウ

の蓄積がある浜松NPOネット

ワークセンターは重要な役割

をts.っているといえる。この

講習の平成20年度の実績は、

延べ235時間、 受講者29名、

講師17名となっている。

ウ ジ、ヨブコーチ派遣事業

次に、障害のある人の就労の

支援のための事業として、ジョブコーチ派遣事

業に取り組んで、いる。ジョブコーチは、障害の

ある人の就労を支援する就労支援者であり、こ

れには福祉、障害及び労働に関する知識を有す

る者がなっている。この事業は、障害のある人

もしくはその家族または障害のある人を雇用す

る事業主からの相談を受け、障害のある人の状

況を把握し、最善の支援方策を検討し、支援計

画に基づいて職場において支援を行うものであ

る。

ベッドメーキングをジョブコーチ中



浜松NPOネットワークセンターは、静岡県

からの受託を受け、ジョブコーチを派遣してい

る。平成20年度の実績は、対象者159名、支援

件数2，021回となっている。また、ジョブコー

チのスキルアップを図る講座を年 10回開催し

ている。さらに、併行してジョブコーチの養成

講座の開催、 NPO等と連携したジョブコーチ

の派遣、企業 ・障害者福祉施設 ・障害のある人

及びその家族等を対象とする障害者雇用支援

フォーラムの開催を行っている。

あんまがわ

工 安間川水辺再生まちづくり事業

以上のほか、浜松NPOネットワークセン

ターは、市民と行政の協働を促進する事業とし

て、安間川(あんまがわ)水辺再生まちづくり

事業にも関わっている。これは、浜松市東部を

流れる安間川の洪水防止を最優先課題としなが

ら、市民と行政が協働して流域住民による環境

保全へと展開した事業である。

発端は、平成13年度に静岡県浜松土木事務

所から委託を受けた河川整備構想の策定であ

る。この整備構想は、洪水防止の川づくりに対

する地域住民の意見を市民原案としてまとめ、

住民代表で構成されるコンセンサス会議による

議論や情報収集を経て作成された。

浜松NPOネットワークセンターは、この河

川整備構想の策定に際してコーディネーターを

務めた。その後、市民と行政をつなぎ、流域の

小中学校、自治会、市民グループなどとともに、

川をめぐる地域の暮ら しのデザインを考え、

ネットワークを活かした新たな治水の仕組みづ

くりに取り組んでいる。

また、平成15年度から平成 16年度にかけて

は、河川整備構想に基づく長期 ・短期の治水対

策の一環として、住民が気軽に川を訪れる環境

づくりを推進するため、市民の河川里親グルー

プも複数立ち上がった。これらのグループは、

河川整備構想を実施する地域組織になってい

る。

平成 19年度には、これらの河川里親グルー

プと浜松NPOネットワークセンターが、「水

仙10年プロジェクト」を立ち上げた。このプロ

特定非営利活動法人浜松NPOネットワークセンター

ジェクトは、地域住民を主体とした、次世代へ

つながる川づくりの担い手育成を目指すもので

ある。それは、安間川の川づくりが10年継続す

ることを目指し、堤防を水仙でいっぱいにしよ

うというプロジェクトである。地域で水仙の球

根を集めるところから住民、小学生、子育てグ

ループ等が参加した。平成20年度の水仙の植

え付けには 130人が参加し、 7，000個の球根を

堤防に植えつけた。

安間川の事業は、以上のように行政だけでな

く住民自らも洪水抑制に取り組む総合治水の仕

組みである。この仕組みは、地域の住民が治水

に積極的に協力することにより、河川の維持管

理の担い手としての住民組織の体制をつくるこ

とができ、また、河川改修の規模を小さくする

ことができるなどの効果もあり、公共事業の新

たな形と評価されている。

この事業により、浜松NPOネットワークセ

ンターは、静岡県浜松土木事務所と連名で平成

20年度「国土交通省第23回手づくり郷土(ふ

るさと)賞一般部門」を受賞した。この受賞は、

行政が果たす役割と、維持管理に関わる住民組

織の体制づくりが評価されたものである。

3取組の成果
浜松NPOネットワークセンターは、理念の

実現のために三本柱を有機的に組み合わせなが

ら個別の事業を実施することにより、「新しい

公共」としてのNPOの役割の創造の面で成果

をあげている。また、特に行政からの委託事業

については、中間支援組織として市民参加のプ

ロセスを創造するという面でも成果をあげてい

る。

前述のジョブコーチ派遣事業を例にとると、

この事業が展開されたことにより、平成 14年

度には、しずおか障害者就労支援ネットワーク

ができた。これは、県内で活動する障害のある

人の就業促進や自立支援を行う団体等との就労

支援のネットワークである。このネットワーク



は、平成21年度現在では静岡県内8拠点、に広

カまっている。

また、平成 15年度には、浜松NPOネット

ワークセンターの就労支援に関するノウハウや

ネットワークを有効活用した「くらしえん」と

いう任意団体が立ち上がった。

そして、就労を側面から支えるための余暇支

援事業であるこの「くらしえん」は、平成 18年

度に法人化し、特定非営利活動法人「くらしえ

ん ・しごとえん」となった。「くらしえん ・しご

とえんJは、障害のある人が働き続けることが

できる環境づくりと、ジョブコーチの経済的な

自立を目指し、就労支援 ・仕事創出と余暇支援

を二本柱として事業を展開している。

現在は、全国で三番目にジョブコーチの養成

研修機関として厚生労働省の指定を受け、多く

のジョブコーチを養成している。

そもそも浜松NPOネットワークセンターが

ジョブコーチ事業を開始した頃は、ジョブコー

チはボランティアが行うものというのが一般

の認識であった。ところが、浜松NPOネット

ワークセンターがジョブコーチ養成講座、企業

における実地研修等の取組を進めた結果、障害

のある人の継続的な就労が図られ、前述のよう

に就労支援のネットワークも広がり、「くらし

えん ・し ごとえん」のようなジョブコーチの養

成を担う専門のNPOも誕生することになっ

た。これらは、浜松NPOネットワ ークセン

ターの事業が、行政機関や雇用支援団体などの

事業を拡大 ・深化させ、人材の蓄積をもたらす

インキュベーターとしての効果を発揮した例と

いえる。

こうした取組の成果があがったのは、浜松N

POネットワークセンターがすべての事業につ

いて次のことを目指して努力を重ねたことが背

景にあるだろう。それは、継続事業であること、

浜松NPOネットワークセンターの外に企画 ・

運営委員会を組織すること、事業担当者(プロ

ジェクトリ ーダー)を置いて運営委員会と協働

すること、事業担当者は毎週組織としての方向

を確認 -協議すること、事業の全体像や到達目

標を明確に描くこと、委託事業と併行して全体

を補完する事業を興すこと等である。また、行

政の委託事業では、行政側の担当者が交替する

際に、構築してきた事業の経緯、理念、あり方

についての説明を綿密に行い、情報を共有する

ように努め、それにより、行政側の市民活動へ

の理解もより深まるよう努力を重ねているとの

ことである。

4事業を実施して生じた課題及び
その解決策

浜松NPOネットワークセンターは、事業を

実施していく中で様々な課題に直面した。例え

ば、法人格取得前の浜松NPOネットワークセ

ンターでは、活動を続けていくうちに、 NPO

のような責任ある事業を行える体制づくりの必

要性が認識された。このため、寄付や助成を利

用しながら有償の事務局長を設置した。これに

より、法人格を取得してNPOになることがで

き、その後の様々な事業の受託へ向けた体制を

作ることができたとのことである。

また、現在事務局を担うコアメンバーは9人

であり、初期からのメンバーのボランティアに

よる活動に負う部分が大きいという現状が変

わっていないことから、この状況にどう対応す

るかも課題になっている。そこで、まず多文化

共生事業に取り組むためにやってきた若者な

ど、事業を担当するスタッフについては、生活

ができるよう、有給で働けるようにすることを

心がけているとのことである。また、事業別に

分けられない事務的経費や計上できない労力等

については、ボランティアで従事する役員や職

員の労働時間を記録して管理し、その分を「寄

付収入」にすることなどにより、正確な事業規

模を把握し、それを伝えることに取り組んでい

るとのことである。



安間川水仙 10年プ口ジ、ェクト 春の水仙球根植え

5将来的な方向
以上解説してきた浜松NPOネットワークセ

ンターの活動は、前述のように fNP 0活動支

援」と「多様な人々の社会参加支援」の2つであ

り、将来的にもこの方向で取組を進めることに

なる。このうち多様な人々の社会参加を促進す

ることと、中間支援組織として多様な人々を社

会につなぐことは、 二重らせんのように絡み合

う一体のものである。それらが相互につながり

あうことにより、浜松NPOネットワークセン

ターの理念の実現に向けて、各事業が効果を発

揮していくとのことである。

一般に、市民も、行政の担当者も、 NPOに

携わる人々も、市民参加や協働という 言葉に

対しては、漢としたイメージしか持っていない

と思われる。しかし、浜松NPOネッ トワーク

センターは、市民の夢や思いを共通の志を持

つ人々につなぎ、 一つ一つの事業を重ねてき

た。これにより、市民だけではなく、職員も学

特定非営利活動法人浜松NPOネットワークセンター

びながら育ってきた。そこで、浜松NPOネッ

トワークセンターでは、将来的にも「市民が『こ

うなったらいい』と思ったことを、行動に移す

ことで、社会が変わる」という実例を積み重ね、

成功体験を共有していくことが重要であると認

識されている。

浜松NPOネットワークセンターとしては、

今後とも個人の思いや夢を責任を持って達成で

きる市民社会の実現に向け、様々なステークホ

ルダーをつなぎ、支えながら、地域づくりに取

り高Eんでいきたいとのことである。



複数の拠点を活用し、地域と市民をつなぐ中間支援

特定非営利活動法人岡崎まち育てセシタ王・りた

代表者 理事長 太田 文生

設立 平成 18年

法人格取得年 平成 18年

設置運営形態 公設民営

会員数 団体57(正会員30賛助会員27)

個人37(正会員27賛助会員10)

スタ ッフ 正職員5名パートタイム職員29名

住所 愛知県岡崎市康生通商4丁目 71番地

岡崎市図書館交流プラザ2階

市民活動センター内

電話 0564-23-2888 

ホームページ

http://www.okazakトlita.com/

収支の状況(平成20年度)
特定非営利活動lこ係る事業会計収支計算書より作成

収入

会費 ・入会金収入

事業収入

寄付金収入

助成金収入

雑収入

収入合計

支出

事業費

管理費

支出合計

(単位 円)

655.000 

94，071，394 

30，000 

400.000 

50，733 

95，207，127 

74，631，512 

15，499，537 

90，131，049 

I特定非営利活動法人岡崎まち育
てセンター・りたの概要

「特定非営利活動法人岡崎まち育てセンター・

りたJ(以下「りた」という。)は、岡崎市の「まち

育て」 と「ひと育て」に取り組む中間支援組織で

あり、平成18年に設立された。その母体となっ

たのは、平成8年に市民の要望で市により設立

された「岡崎まちづくり市民公社J(以下「市民

公社」という。)と、市民公社とは全く別の場所

で平成11年に動き始めた民間組織「岡崎CDC

研究会J(通称OCDC研。以下rOCDC研」とい

う。)である。

市民公社は、市民が主体となったまちづくり

を理念として活動していた。しかし、その事務

局職員は他の業務を兼務する市職員が務め、専

従スタッフが不在であったため、自主的 ・主

体的には活動ができていなかったとのことで

ある。また、 OCDC研は、 当時関東の大学院生

だった三矢勝司氏 (現「りた」 事務局長)と天野

裕氏(現「りた」事業開発チームリーダー)(※ 1) 

が地元のまちづくりに取り組もうとして活動を

始めた民間組織である。しかし、 当時の岡崎市

ではNPOという存在がまだ十分には受け入れ

られない状況であったとのことである。

このような状況のなかで、平成 15年に岡崎

市政のキーコ ンセプ トである「市民主導行政」

の具現化を担う部署が市の「教えてくれません

課(現市民協働推進課)J内に設けられた。これ

により、市民公社に民間の力を導入し、 具体の

活動の現場や拠点となる地域交流センター(※2)

の運営を任せようとする構想が浮かんできた。

平成 16年には、その地域交流センターの運営

のため、市民公社と OCDC研とが協働で「岡崎

市民活動支援協議会」を設立した。平成 17年に



は、その岡崎市民活動支援協議会が地域交流セ

ンターの管理の委託を受けることになった。平

成 18年には、地域交流センターの運営の方式

が管理委託の方式から指定管理者による管理の

方式に改められることになり、その際に、実際

に同センターを運営する岡崎市民活動支援協議

会の法人化が必要になった。そこで、岡崎市民

活動支援協議会の名称が現在の「りた」という

名称に改められ、法人格の取得も行われ、「特定

非営利活動法人岡崎まち育てセンター・ りた」

が誕生した。

岡崎市における協働型社会づくり促進の必要

性を踏まえて、「りた」は、法人化に合わせて、

「市民自治、新しい公共、持続可能な社会」の実

現という基本理念を明確にした。

2中間支援事業の内容
( 1 )中間支援事業の概要

「りた」は、その理念を実現するため、中間支

援の機能ごとにさまざまな中間支援事業を行っ

ている。それは、大きく分けると、①ボランティ

アセンター機能に係る事業、②NPO支援セン

ター機能に係る事業及び③まちづくりセンター

機能に係る事業の 3つである。なお、それぞれ

のセンター機能の「センター」とは、「施設」を

指すものではない。

ア ボランティアセンタ一機能に係る事業

ボランティアセンタ一機能に係る事業として

は、岡崎市地域交流センターの指定管理者とし

て、各地域交流センターを拠点にして関連の市

民団体や周辺住民を対象に行う事業がある。具

体的には、市民活動啓発イベン ト、市民団体 ・

ボランティア向け講座及び市民参加による施設

管理運営の3つの事業がある。

市民活動の啓発イベン トは、市民団体と地域

の住民をつなぎ、市民団体同士もつなぐため、

団体の活動の発表、交流の場づくり、世代間交

流イベン トを行うものである。

市民団体 ・ボランティア向け講座は、市民団

体やボランテイアのスキルアップを目指し、チ

ラシづくり講座、ファシ リテーション養成講

座、防災講座等を行うものである。

市民参加による施設管理運営は、例えば、地

域交流センターのベンチづくり、花壇づくりな

どを行うものである。

イ NPO支援センター機能に係る事業

次に、NPO支援センター機能に係る事業と

しては、岡崎市図書館交流プラザ「りぶら」 内

のりぶら市民活動センター運営事業、NPO

フォーラム事業及びボランテイアコーディネー

ター養成事業の3つがある。

りぶら市民活動センター運営事業は、「りた」

が平成20年に市から運営を受託した事業であ

る。この事業は、 市民公益活動の活性化を図る

ことを目標とし、市内の市民活動団体を対象

に、団体設立、運営、広報、法人化等に関する講

座等を開設するものである。市民活動団体と し

て登録されている団体の数は、平成21年現在

で約500団体である。各講座の平成21年度の

実績を見る と、 団体設立講座には30名、運営基

礎講座には 10名、広報セミナーには9名、法人

化座談会には 10名の参加があった。

NPOフォーラム事業は、NPOを横につな

ぎ、課題の解決を図ることを目指し、市内のN

P 0 51団体を対象に、活動報告を行ったり、課

題の共有化を図ったりするフォーラムを開催す

るものである。このNPOフォーラムには、平

成21年度は 13団体22名の参加があった。

ボランティアコーディネーター養成事業は、

コーディネーターを養成するため、ボランティ

アコーディネーションを行うことを目指す市民

一般を対象に、養成講座を開催したり、他市町

(※ 1)りたは、事業開発チーム、指定管理チーム及び事務局の 3つの部署からなる。事業開発チームは、 NPO支援グ、ループ、自治支

援グループ(岡崎青年会議所と協働運営)及びまちづくりグ、ループの3グループを所管している。指定管理チームは、北部、
南部、西部の地域交流センターをそれぞれ管理運営する 3ク'ループを所管している。

(※2)地域交流センターとは、市民活動支援機能の充実、ボランティア活動の受け皿整備、市民センターとの役割分担、地域レベル

の防災機能の充実など 「地域レベルのまちづくり活動推進とシビルミニマムを充足するための複合機能を有する交流拠点」

として地域の人とともに「地域の ・地域による ・地域のための活動」の活発化を図るための施設である。現在、岡崎市内に 3
つの地域交流センターが設置されている。



村の事例調査や現地体験学習を行ったりするも

のである。平成21年度の実績を見ると、入門講

座に 19名、養成講座に20名、現地学習に 13名

の参加があった。

ウ まちづくりセンタ一機能に係る事業

最後に、まちづくりセンタ一機能に係る事業

としては、 旧本多邸を考える市民会議、りぶら

サボーター支援及び東岡崎駅にぎわい広場計画

ワークショップの3つの事業がある。

これらは、まちづくり技術を持つまちづくり

コーディネーターを擁する組織の強みを活か

し、市民と企業と行政が対等な立場で議論を交

わし、協働関係を築きながら実践にいたる創造

的協議の場づくりに努めるものである。

旧本多邸を考える市民会議は、歴史的建築物

の復元 ・活用事業について市民参加の場をつく

ることを目的に、年4回、市民と行政が参加す

る歴史的建築物に関する学習 ・交流 ・ワーク

ショップを行うものである。

りぶらサポーター支援は、岡崎市図書館交流

プラザ「りぶら」がより良い施設となるために

市民参加の場をつくることを目的に、市民とり

ぶら全館の関係者40団体を巻き込み、りぶら

まつりやフォーラムの企画・運営を行うもので

ある。

東岡崎駅にぎわい広場計画ワークショップ

は、東岡崎駅北口に求められる機能について検

討するため、市民と行政が協働して、あるべき

広場計画について語り合うワークショップの企

画と運営を行ったものである。平成21年度の

ワークショップは年3回開催され、延べ 100名

が参加した。

( 2) rりた」の中間支援事業の特徴一地域
特性を活かした中間支援

ア 地域交流センターの概要

「りた」の中間支援事業の特徴は、地域の特性

にあった中間支援の取組を、市から管理を受託

している 3つの地域交流センターにおいて行っ

ていることにある。

「りた」が指定管理者を引き受けている地域

交流センターはそれぞれ「北部地域交流セン

ター・ なごみん」、「南部地域交流センター ・よ

りなん」及び「西部地域交流センター ・やはぎ

かん」という名称で呼ばれている。

「りた」は、これらの地域交流センターを拠



点としながら、前述 (1)で紹介

した中間支援事業を展開してい

る。その際、特に団体間交流、世

代間交流、まちづくりへの市民

参加に力を入れ、市内に 3か所

の地域交流センターを持つとい

う強みを最大限に活用した取組

を行っている。以下、各地域交

流センターで行われてきた取組

を紹介する。

イ 「北部地域交流センター・

なごみん」における取組

まず「北部地域交流センター・

なごみんJ(以下「なごみん」と

いう。)における取組についてである。「りた」

は、平成 17年になごみんの指定管理者になっ

た。なごみんのある岡崎市北部は、商工会や子

供会の活動が活発で、地域活動に関して協力的

な地域である。なごみんでは、「子育て」と「ま

ち育て」の実践に力が入れられている。

ここでの特徴的な取組は、市民活動啓発イベ

ントとしての「なごみん横丁」がある。なごみ

ん横丁は、小 ・中学生を対象に子供たちだけで

運営されるまち、つまり、子供がまちの住民と

なり、遊び、学び、働くことを通じてまちづく

りを体験学習する場を目指して、夏休みの聞に

よりなんの外観

特定非営利活動法人岡崎まち育てセンタ一・りた

5日間開催される取組である。平成21年度の実

績によれば、これには、 一日あたり 200名程度

が参加し、延べ 1，115名が参加している。

この「なごみん横丁」の取組は、ドイツのまち

づくり NPOが主催して人気を博している「ミ

ニ ・ミュンへン」をモデルとしている。なごみ

んにおいては、この取組が平成 19年に開始さ

れた。l年目は、県のモデ、ル事業として採択さ

れたことにより資金調達が可能になり、2年目

からは前年の経験をもとに自主事業として継

続運営されている。運営については、なごみん

のスタップに加え、地元の方々を中心とした実

行委員会が行っている。実行委員

会は、高校生ボランティア、大学

生ボランティア、地域住民ボラン

ティアからなる。実際に裏で支え

る各種ボランティアの数は、平成

21年度の実績によれば、 1日40

名程度であり、延べでは278名が

この取組に参加した。なお、「なご

みん横丁」に参加した子供たちが、

次はボランティアのスタッフとし

て地域活動に参加するという良い

循環も生まれ始めているとのこと

である。



ワークショップ

ウ 「南部地域交流センター・よりなん」に

おける取組

次に、「南部地域交流センター・ よりなんJ(以

下「よりなん」という。)における取組について

である。「りた」は、平成 18年によりなんの指

定管理者になった。よりなんは、稼働率の高い

交流センターである。平成20年度の実績によ

れば、月の利用者の平均は8，200人で、多い月

はI万人を超えることもある。利用者が多い理

由は、よりなんの計画段階から市民参加を導入

し、市民と行政側との綿密な対話が行われてい

たことにあるようである。

例えば、よりなんの設置にあたっては、施設

の基本設計に関するワークショップだけでも 6

回開催された。これには、近隣住民、行政担当

者及び建設設計者が参加し、「りた」もコーディ

ネーターとして活動した。このワークショップ

は、各回とも自由参加で、毎回約30名程度の市

民参加があったとのことである。会合を重ねて

いく問、市民、設計者及び行政側が決して安易

な妥協をせず、真剣勝負であったことがよい結

果につながったようである。

こうして設置されたよりなんは、子供も大人

も交流できる場として期待されていた。しか

し、市南部は宅地開発が進み、そこには子育て

世代が多く住んで、いることから、共用部分は若

い世代や子供たちに占拠されて

いるという状況にある。このた

め、多世代交流を促すことを目指

した取組も行われている。そうし

た取組の例としては、市民活動

啓発イベン トとしての「昔の遊び

フェスタ」がある。昔遊びフェス

タでは、お年寄りが竹馬、おはじ

き等の昔遊びを子どもたちに教

えることを通じて、相互に遊び、

学び、交流する場づくりが行われ

ている。この取組は、地元の老人

会の協力を得て実施されている。

このような地域団体との連携は、

日ごろの町内会等の活動でより

なんを利用していただき、「りた」

のスタッフと町内会の人々との顔がつながって

いるからこそ実施できているとのことである。

工 「西部地域交流センター ・やはぎ、かんJ

における取組

最後に、「西部地域交流センター・ やはぎか

んJ(以下「やはぎかん」という。)における取組

についてである。「りた」は、平成 19年にやは

ぎかんの指定管理者になった。やはぎかんのあ

る矢作地域は、宅地化が進み戸建住宅や集合住

宅が建設されたことから、現在では人口増加

率 ・人口密度と共に市内でも上位に入る地域で

ある。

この地域は、旧東海道に沿って商店が立ち並

び、伝統的な形式の町家もまだいくらか残っ

ている地域でもあり、既存の地域資源を活かし

た個性のあるまちづくりも行なわれている。例

えば、町家が残る商庖街では、商屈会や近隣の

中・高校の生徒など、地域の人々が一丸となっ

て400年続くお祭り「花の塔」を実施している。

この花の塔協賛イベントとしてNPOと協力し

て、フラワーアレンジメン ト教室や押し花体験

など花に因んだイベン トを行っている。このこ

とを通じて、 NPOとお祭りを主催する地縁団

体等との連携を図っている。

また、矢作地域は、やはぎかんにある400人



やはぎかんの外観

を収容できるホールを活用した「ジャズイベン

トをやろう」という提案が出るような住民主体

のまちづくりの先進地域でもあるという。この

ような熱心な取組を背景として、地域の側から

「今度、センターでこんなことやろうよりとい

う提案が持ち込まれることがあるとのことであ

る。そうした提案に対して柔軟に応え、実現可

能性を高めるために、やはぎかんでは、「地域活

動報告交流会」に力を入れている。この交流会

で、矢作地区の総代会 ・町内会をはじめ各分野

地域活動報告交流会

特定非営利活動法人岡崎まち育てセンタ一・りた

で活動する団体の活動報告を行い、相互交流を

図っている。

3取組の成果
「りた」は、平成 17年から少しずつ実績を重

ね、ノウハウや情報などの蓄積を行い、それを

活かして成果をあげてきた。例えば、「りた」は、

助成金の交付は行っていないもの

の、「りた」による個別のNPO活

動の支援の実績は、平成 17年には

2件、平成 18年には3件、平成 19

年には3件、平成20年度には5件、

平成21年度は7件と、徐々に増え

ている。

また、「りた」が管理を受け持っ

ている 3か所の地域交流センター

の利用の実績も、表 1(P.68)のよ

うに好調で、ある。

さらに、「りた」が活動を開始す

る以前は少しずつ市民と行政が協

働で取組を行うようになっていた

ものの、その場その場で出される
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表 l 施設の利用状況(平成20年4月から平成21年3月)

市民活動 活動室

区 分 ステーション (ホール・調理室合)

人数 件数

北部地域交流
11，068 3，426 

センター

南部地域交流
22，080 5，276 

センター

西部地域交流
22，116 3，147 

センター

市民の意見を受け止めきれないことが多々あっ

たようである。また、行政の担当者は 3年程度

で異動になってしまうことが多く、その後の地

域のまちづくり活動を個人のボランティアだけ

で支援し続けることも難しかったようである。

しかし、「りた」という中間支援組織ができたこ

とにより、「こういうことカまできたらいいな」と

いう市民の思いを受け止めることができるよう

になったとのことである。また、その時は実現

できなかった思いも、「りた」の組織内に情報と

してスト ックすることにより、次の機会にそれ

を取り出して活かすこともできるようになった

ようである。

加えて、「りた」は、前述のように 3か所の地

域交流センターやりぶら市民活動センターに拠

点、を持ったことにより、市内の異なる地域の特

性を分析的に捉え、例えば、北部であったこと

を西部に伝えるといった地域の情報の交流も行

えるようになったとのことである。

地域と市民を結び付けるため中間支援組織が

機能するようになるには4""'5年といった長い

期間が必要であるとのことだ、ったが、「りた」は

これまでの活動の蓄積により着実に成果をあげ

てきており、信頼も得てきているようである。

4事業を実施して生じた課題及び
その解決策

「りた」の課題としては、市民活動向けの人材

育成講座の企画運営などの専門的ノウハウの必

人数

53，450 

51，362 

49，486 

プレイルーム 合計

件数 人数 人数

7，548 17，332 81，850 

11，916 25，645 99，087 

7，239 15，458 87，060 

要な事業に関して、パートタイムのスタッフで

行なわなければならないという状況が出てきた

ことがあげられる。これまで、専門的ノウハウ

を要する事業に関しては正規の職員を中心に

実施していたが、「りた」の活動が拡大するにつ

れて、正規職員だけでは対応できなくなったの

である。しかし、「りた」が中間支援組織として

地域と市民の聞に立ち、取材活動、 地域連携及

びまちづくり支援を時間をかけて行ってきたこ

とにより、スタッフが成長してきたとのことで

ある。これにより、市民活動向けの人材育成講

座等の事業は、パートタイムのスタ ッフ中心で

あっても適切に実施できるようになってきたと

のことである。また、現状での実績例はまだま

だ少ないが、地域交流センターで「りた」が主

催するイベントなどによってつながったボラン

ティアや市民団体からの職員登用が機能し始め

ている点も課題の解決につながっているとのこ

とである。

5将来的な方向
( 1 )東部地域交流センターの開館に向けた

取組の方向

将来的な方向としては、前述した3つの地域

交流センターに続き、 4号館「東部地域交流セ

ンター」の平成24年の開館を目指した事業が

開始されている。その流れを紹介すると、まず



ワークショップ

平成 19年から施設の基本計画に関するワーク

ショップが開始された。「りた」は、そのワーク

ショップのコーディネーターとして企画 ・運営

業務に携わってきた。この計画については、隣

接地区に「道の駅」が設置され、周辺の道路整備

も行われるため、従来の地域交流センターより

も時間を要している。しかし、他の3館の管理

運営実績も踏まえた計画になっているため、充

実した施設案ができたと感じているとのことで

ある。

「りた」の現在の地域交流センターの指定管

理者としての業務は、平成22年度まででひと

まず終了する。「りた」としては、平成23年度以

降も指定管理者になることが前提ではあるが、

東部地域交流センターを、東部の地域特性を活

かし、山間地区と都心地区の交流拠点、としても

素晴らしい施設として育んでいきたいとのこと

である。

(2)まちづくりコーディネーター集団を目

指した取組の方向

次に、これまで「りた」は、地域にどのよう

な人がいるのか、地域がどのような環境にある

のか、地域にどのような歴史があるのかといっ

た地域の情報を絶えず収集してきた。そして、

特定非営利活動法人岡崎まち育てセンター・りた

人と人をつなぎ、市民活動同士ま

たは地域活動同士をつなぐ活動も

行ってきた。「りた」としては、今

後これらの活動実績の蓄積を基に

まちづくりコーデイネーターの育

成に取り組みたいとのことであ

る。

地域交流センターという施設は

所詮「箱」であって、その施設に

魂を与えるのは人の力である。つ

まり、地域交流センターを有用な

施設にするためには、「りた」のス

タッフ、会員、関連する団体の職員

等がまちづくりコーディネーター

へと成長し、「りた」の組織をパー

ジョンアップで、きるようにならな

ければならないとのことである。目の前の目標

としては、市内にある 50の小学校区を基礎単

位とした市民自治を支援するまちづくりコー

ディネーター50人を「りた」の組織で、担ってい

きたいとしている。



市民の潜在能力を引き出す工ンパワーメント
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スタッフ 常勤スタッフ12名
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収支の状況(平成 20年度)[第 10期]
決算報告書を基に作成

収入

助成金

寄付金・会費

自主事業

受託事業

その他

収入合計

支出

支援事業

自主事業

受託事業

一般管理費

その他

支出合計

(単位円)

3，931，480 

2，777，614 

6.317.029 

56.903.820 

725.160 

70.655.103 

1，000，000 

3.293.375 

50，892，151 

15，510，405 

O 

70，695，931 

l特定非営利活動法人コミュニティ
サポートセンター神戸の概要

「特定非営利活動法人コミュニティ ・サポー

トセンター神戸J(以下rcS神戸」 という。)は、
兵庫県神戸市東灘区で活動する民設民営の中間

支援組織である。cs神戸は、平成8年 10月に
任意団体として発足し、平成 11年4月に法人化

して特定非営利活動法人になった。

cs神戸の母体となったのは、平成7年 l月
の阪神 ・淡路大震災を契機に立ちあがったボ

ランティアク、、ループ「東灘地域助け合いネット

ワーク J(現「特定非営利活動法人東灘地域助け

合いネッ トワークJ)である。東灘地域助け合い

ネットワークから中間支援組織のcs神戸へと
発展するきっかけは、このままではボランティ

アに依存しすぎてしまうという危機感からだっ

たとのことである。

震災では、多くの人が死傷し、 家屋も崩壊し

た。しかし、 震災後には、全国各地から多くの

ボランティアが集まり、多くのモノ ・サービス・

ココロを届けてくれた。震災直後のボランテイ

アの取組は、失われたものを充足しようという

アフ。ローチであったが、震災後 l年も経過した

段階になると、ライフラインが復旧して水や食

料が充足され、仮設住宅が整えられるなど、 一

定の環境が整えられてきた。ところが、被災者

の一部には、自分たちでできるようなことまで

ボランティアに依存してしまうようなことが見

受けられた。このため、失われ始めた自立心を

元に戻す必要性を感じ、人々をエンパワーする

機能、つまり、その人が持っている力を取り戻

し、社会と関係づけるための団体としてcs神
戸が設立された。

cs神戸は、より住みよい環境と市民社会の



実現を目指し、「自立と共生」に基づくコミュニ

ティを形成するため、地域の人々による、地域

のための市民活動や市民事業を支援している。

そして、共生循環のまちづくり、 NPOの手法

によりコミュニティ事業を行う団体の設立 ・運

営の支援及び人材育成といった「新しい公共」

の領域の仕事にも挑戦している。

2事業の内容
( 1 )中間支援活動の内容

cs神戸が行っている中間支援活動には、生
きがいしごとサポートセンタ一事業の受託、 N

POにおける中期計画策定支援事業、ふるさ と

コミュニティ ・ビジネス創出支援事業、NPO

大学、ソーシャルアクション支援プログラム、

あしや市民活動センター支援、市民活動サポー

ト基金による助成事業等がある。cs神戸は、
これらの事業を通して、情報提供、相談業務、

NPO立ち上げ支援、 NPO人材育成、組織運

営支援、プログラム作成支援、広報宣伝活動支

援、資金調達支援、会計支援、ネットワークづ

くり及びアドボカシーを行っている。

ア 生きがいしごとサポート

センタ一事業の受託

生きがいしごとサポートセン

タ一事業(以下「生きサポ事業」と

いう。)は、兵庫県からの事業補助

を受けて行う就業 ・起業のサポー

ト事業であり、無料でアドバイス及

び職業紹介を行うものである。この

事業は、平成 12年10月に県内 lヶ

所で発足したものである。

平成21年現在兵庫県内には、神

戸東、神戸西、阪神北、阪神南、播

磨東及び播磨西の6つの生きがいし

ごとサポートセンターが設置され

ている。cs神戸は、平成12年、平
ワラビー相談

成 13年及び平成 16年から現在まで兵庫県より

生きがいしごとサポートセンター神戸東(愛称

「ワラ ビー」。以下「ワラビー」という。)の委託

または事業補助を受けている。

生きサポ事業の目的は、仕事に就きづらい

人々の就業支援を行うこと及びコミュニティ ・

ビジネスの起業支援等により新しい働き方を創

り出すことである。この事業の対象は、「生き

がいのある仕事を探したい。」、「仕事やボラン

ティアを通じて地域社会に貢献したい。」、 rN

POやコミュニティ ・ビジネスの設立・運営に

ついて相談したい。」と考えている人々である。

cs神戸は、こうした人々に無料でアドバイス
や職業紹介を行っている。

生きがいしごとサポートセンターには、働き

にくさを感じている人が多く来訪する。このた

め、 cs神戸は、その人に合った職業がない場
合には、仕事を創り出すなど、人が主体の就業

支援を心掛け、一人ひとりの思いを重視した相

談対応を行っている。また、ボランテイアやN

POの起業に向けての仲間探しなど多様な働き

方にも対応している点が、ハローワークとの異

なる部分であるとのことである。さらに、充実

した支援になるように、ジョブナビゲーターを

設置し、支援した人が仕事に就いた後もしっか

り定着するまでのサポートも行っている。

事業資金は、兵庫県からの事業補助が財源に



なっている。この事業補助は、平成12年から平

成 15年までは震災復興基金による委託金で、

平成16年及び平成17年は震災復興基金による

委託金及び一般財源で、平成 18年度からは一

般財源のみで賄われてきた。

事業規模は、 1，200万円から始まり 2，200万

円まで拡大したが、 一般財源のみによる補助に

なると同時に 1，700万円に縮小された。また、

平成20年度には兵庫県の委託事業すべてが

30%削減されることに合わせて 1，250万円に

縮減されたとのことである。

拠点となるセンターの数は、前述のとおり平

成21年現在6か所であるが、設立当初は神戸

東の lか所で、平成14年には2か所に、平成16

年には3か所になり、平成 17年から 6か所に

なった。

CS神戸が受託しているワラビーのこれまで

の相談の実績は、年間 1，500から 2，000人であ

る。また、現在までに拠点6か所では合計で676

団体が起業しており、起業団体の従事者、就業

者、有償ボランティア等になることにより収入

を得て、生活の自立へとつながった人々は延べ

8，200人を超えている。これに無償ボランテイ

アとして社会経済活動に参加している人まで含

めると、約 10，300人になるとのことである。

NPO大学

イ NPOにおける中期計画策定支援事業

NPOにおける中期計画策定支援事業は、兵

庫県の中間支援活動助成を受けて、 NPOの中

期計画策定の支援を行うものである。県の中間

支援活動助成は、中間支援を担う NPOが行う

特定分野に限定されない中間支援活動やイン

キュベート・スペースの整備を支援するために

助成金を交付するものである。助成金額は、中

間支援活動の拡充には 100万円、インキュベー

ト・スペースの整備には30万円(対象経費の

1/2以内)である。

C S神戸は、この助成を受け、 5団体程度の

中期計画の策定の支援を行っている。具体的な

手法としては、団体の現実について、 SWOT

分析を用いて外部環境分析及び内部環境分析を

行い、課題を抽出した後、さらにバランス ・ス

コア・カードで2'"'-'3年の目標数値を明らかに

するというものである。SWOT分析は、機会、

脅威、強み及び弱みを分析するマーケティング

の手法である。

ウ ふるさとコミュニティ・ビジネス創出

支援事業

ふるさとコミュニティ ・ビジネス創出支援事

業は、平成21年4月からの新規事業であり、 C



特定非営利活動法人コミュニティ・サポートセンタ一神戸

S神戸が兵庫県から緊急雇用対策の一貫で受託

したものである。これは、丹波市 ・篠山市と阪

神間に多くの雇用が創出されることを目標に、

それらの地域をつなぐコミュニ

ティ ・ビジネス事業の起業を目指

すものである。cs神戸は、現在丹
波地域と阪神間を結び付ける農産

物や間伐材の流通を絡ませた事業

の実現に向けて取り組んでいる。

エ NPO大学

る。これは、中間支援組織の「特定非営利活動

法人あしやNPOセンター」を通じて行われて

いる。

NPO大学は、 NPO独自のマ

ネジメントを学ぶことを目的とし、

平成9年から開校された連続講座

である。これは、 NPO大学事業運

営委員会が兵庫県社会福祉協議会

「ひょうごボランタリ ープラザ」よ

り事業委託を受けて取り組んでい

る事業である。cs神戸は、そのN あしや市民活動センター支援

PO大学事業運営委員会の事務局を担ってい

る。このNPO大学には、開校以来延べ900名

以上の方が受講し、修了生の多くは現在も様々

な形でNPO活動に携わっている。

オ ソーシャルアクション支援プログラム

ソーシャルアクション支援プログラムは、平

成21年度の新規事業であり、(財)神戸いきい

き勤労財団が主催し、 cs神戸が企画 ・運営に
携わっているものである。ソーシャルアクショ

ンとは、コミュニティに存在する多様な課題の

解決のために、地域の人々自らが行う自治活動

やコミュニティビジネス等の仕事をいう。ソー

シャルアクション支援プログラムの目的は、修

了者が地域の課題解決のための活動に就くこと

である。

力 あしや市民活動センター支援

あしや市民活動センター支援は、市民と行政

が連携し、 真に豊かで、個性的な暮ら しやすいま

ちづくりを進められるよう、 cs神戸が芦屋市
の「あしや市民活動センター」においてアドバ

イザーとして総合相談事業を実施するものであ

キ 市民活動サポート基金による助成事業

市民活動サポート基金による助成事業は、 C

S神戸が持っている基金により市民活動を応援

する助成事業である。cs神戸は、現在2，500
万円の基金を持っており、これを利用して毎年

3"-'5団体に合計で 100万円程度の助成を行っ

ている。平成8年から平成20年までの実績で

は、約80団体に助成したとのことである。

ク アドボカシー

アドボカシーとは、政策提言活動のことであ

る。cs神戸は、多面的な事業を受託し実施し
ていくことを通じて、様々な課題が見える よう

になったとのことである。こうした課題に関し

て聞き取りを行ったり、フォーラム等を開催し

たりして、解決策の提言書を作成し、積極的に

提言を行っているとのことである。

一般的には委託元に提言をすることは困難な

ように思えるが、提言することによってcs神
戸も委託元も住民に良いサービスを提供でき

ることにつながると考えられる。このため、C

S神戸としては、アドボカシーを非常に重視し

ているとのことである。実際に、生きサポ事業
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JR住吉駅前自転車駐車場事業

の拠点の増設は、 CS神戸の提案によるもので

あったとのことである。

(2)まちづくり活動等

CS神戸は、上記の中間支援活動以外に①ま

ちづくり活動及び②保健・医療・福祉活動を行つ

ている。

ア まちづくり活動

まちづくり活動については、指定管理者とし

て行っている事業が中心になっている。具体的

な事業としては、 JR住吉駅前自転車駐車場事

業、東灘区民センター小ホール事業、まち とも

りのくるくるコミュニティ事業、及びマッチン

グシステム事業の4つがある。

J R住吉駅前自転車駐車場事業は、 CS神戸

が平成 17年度から神戸市より指定管理者に指

定され、 JR住吉駅前の駐輪場の管理運営を

千子っているものである。

東灘区民センター小ホール事業は、もともと

CS神戸が平成 13年に(財)神戸市民文化振興

財団より管理業務を受託していたものであっ

た。しかし、平成 18年度からは、神戸市より C

S神戸が指定管理者に指定され、施設の運営管

理を行うようになった。業務の内容と しては、

設備・建物管理業務、貸室管理業務、自主講座

の運営、イベントの開催等があげられる。施設

の利用率は、 90%を超えている。中間支援組織

として支援した団体等とのネットワークを使

い、多くの団体に利用を呼び掛けていることも

利用率が高い要因であるとのことである。

まちともりのくるくるコミュニティ事業は、

「まち」と「もり」とのネットワーク構築を目指

すものである。これは、もりの生活を体験して

みたい人、いずれ田舎に定住を考えている人、

農林業の技術習得 ・援農等の支援をしたい人に

対して、もりの中にいつでも気軽に過ごせる心

地よい「居場所」を創設するものである。これに

より、農業や林業に携わるきっかけをつくるこ

とを通じて、「まち」と「もり」の文化的 ・経済

的な交流の推進を目指している。財源は、(財)

ひょうこ、、環境創造協会の環境ノ号ートナーシップ

事業の助成金である。

マッチングシステム事業は、企業とNPOの

協働を促進するため、平成17年度から開始さ

れたものである。これについては、兵庫県社会

福祉協議会「ひょうごボランタリープラザ」か

ら委託を受けて CS神戸が事務局を担ってい

る。この事業の内容としては、ヒト ・モノ・場所・

情報等の資源の提供と交換、フォーラムの開催

等があげられる。これらを通じて、 CSR活動を
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推進する企業とNPOの協働の機会が創出され

ている。

イ 保健・医療・福祉活動

保健 ・医療 ・福祉活動については、介護サー

ビス情報の公表調査事業、トータルケアシステ

ム神戸東部NPOサービスセンター、WAM高

齢者自立支援事業の調査事業、コミュニティフ

レンド啓発事業、復興住宅支援事業がある。

3取組の成果
cs神戸の取組の成果はどのようになってい
るだろうか。まずcs神戸の活動により資金の
助成が受けられたNPO等は約80団体に上り、

また、その他の組織運営支援等の支援が得られ

たNPO等は約250団体に上っている。

また、生きサポ事業では、前述のように現在

までに676団体が起業しており、それらの団体

により多くのコミュニティ ・ビジネスが創出さ

れ、社会課題の解決が図られるようになってき

たとのことである。それだけでなく、 8，200人も

の人々が収入を得て、生活の自立へとつながっ

ているようである。さらに、無償のボランティ

アまで含めた 10，300人の人々が、生きがいを得

ることカまできるようになったとのことである。

このように有償 ・無償のボランティアとして社

会参加することは、生きがいを得られるし、今

すぐ就職ができないような人々にとっては、今

後の就職等へ向けてのステップアップとしても

大きな役割を果たしているとのことである。

こうした事業を経てcs神戸を中核とする
様々な団体のネッ トワークが形成されたことも

成果といえるだろう。cs神戸は、様々な団体
や個人とフォーマル及び、インフォーマルにつな

がり、仕事をしている。他のNPOとのネッ ト

ワークには、 cs神戸がこれまでに支援をして
きた団体とのネットワークとそうでない団体と

のネットワークがある。中でもcs神戸から支
援を受けた団体とのネットワークは、活動場所

を共有したり、 一緒にミ ーティングに参加した

りすることにより、 cs神戸を核として網の目
のようにつながり、それらの各団体及び各メン

バーが日常的な交流をするようになっていると

のことである。

また、 cs神戸は、(財)さわやか福祉財団や
(社)長寿社会文化協会などの高齢者福祉関連

の分野では代表的な全国規模の組織とのネッ ト

ワークを持っている。このため、中央の行政関

係の情報がいち早く cs神戸に伝わり、 cs神
戸を中継点として地元のNPOに伝えられると

いう情報のネッ トワークも構築できているとの

ことである。

4事業を実施して生じた課題及び
その解決策

ワラビーの活動が知られるようになってく

ると、業務内容がハローワーク的であることか

ら、職業安定所から兵庫県に対して釈明を求め

てくることもあったようである。このため、ワ

ラビー自体が職業紹介を行う資格を取るととも

に、ハローワークとの違いをはっきり意識しな

がら取り組むようになったとのことである。そ

の違いとは、前述の通り、ボランティアや起業

に向けての仲間探しゃNPO運営のマネジメン

トなど多様な働き方にも対応すること、仕事の

ことだけに止まらず、人生相談そのものも根気

よく聞くことなどであるという。こうすること

により、起業や就職に一層結びつくとのことで

ある。

また、平成 14年度には、平成 12年度、平成

13年度と受託したワラビーの運営の公募に落

選してしまうということがあった。しかし、 C

S神戸は、ワラビーの運営を受託していない期

間においても、独自に同様の相談事業を実施

し、多くの人々の支援を行ってきたという。さ

らに、生きサポ事業による支援のニーズは多

く、同事業の拡大の必要性が感じられた。この

ため、 cs神戸は、兵庫県に対して生きサポ事
業の拠点の増設の提言を行ったとのことであ
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る。これらの取組を行ったことが、平成 16年度

から現在までのワラビーの運営受託につながっ

ているようである。

5将来的な方向
c s神戸の将来的な方向としては、人材育
成、資金調達及びネットワークづくりに関する

課題を解決し、より充実した支援を行っていき

たいとのことである。

( 1 )人材育成の方向

まず人材育成についてであるが、特にリー

ダーの育成が必要になっているとのことであ

る。cs神戸は、これまで多くのNPO等の立
ち上げを支援してきたが、 l割程度は失敗し、

解散している。この原因を探ってみると、何が

したいのか目標が不明確になってしまうなど、

リーダーに問題があることが多いとのことであ

る。このため、 cs神戸としては、新しいリー
ダーを育成する研修等の一層の充実と リーダー

を育てるcs神戸スタッフの能力の養成に力を
注いで、いきたいとのことである。

また、リーダーだけではな

く、退職をした人々や若者でま

ちづくりに興味を持つ人を引き

込んでいく工夫も必要になって

いるとのことである。実際にま

ちづくりに興味を持つ人は年々

増えてきているため、 cs神戸
としては研修等の機会を増やす

こと等を考えているとのことで

ある。

(2)資金調達の方向

次に、資金調達についてであ

るが、資金の問題は多くの団体

が抱えている。cs神戸は、中
間支援組織ではあるが、前述のようなまちづく

り支援や保健・医療・福祉活動などの事業を中

心に資金調達をしている。しかし、組織の継続

のために収益のあがる事業に力を注ぎ、アドボ

カシ一等の中間支援事業を行わないのでは本末

転倒であり、新しい財源を確保していく必要が

あるとのことである。これについては、例えば、

京都で取り組まれている「京都地域創造ファン

ド」では不動産や動産の寄付に期待を寄せてい

る。cs神戸としては、このようにお金だけで
はなくモノなどの寄付を受ける受け皿を設ける

ことを検討したいとのことである。

(3 )ネットワークづくりの方向

最後に、ネッ トワークづくりについてであ

る。現在cs神戸を核としてNPOの間でネッ
トワークが網の目のようにつながってきたとこ

ろである。そのつながりを発展させて地域課題

の解決をいくつかの団体で協働して行うなど、

協働でやれることは協働で行うことにより、そ

れぞれの団体の負担を軽減し、連携によるパ

ワーアッ プを図り、本来の目的の活動に重点的

に取り組めるようにしていくことを考えている

とのことである。

また、自治会等の地縁型の団体とテーマ型の



cs神戸の外観
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NPOとのネットワーク強化も必要

である。行政と地縁団体のつながり

は昔から強いが、 NPOに入ってく

る地縁団体の情報は極端に少ないこ

とから、地縁団体と NPOとのネッ

トワークの構築が難しいという問題

がある。このため、同様の課題に対し

て、地縁団体と NPOがぱらぱらに

活動を進めるという問題も生じてい

る。そこで、 cs神戸が地縁団体と N
POの顔合わせの機会をつくり、つ

なげることによって、地縁団体と N

POがお互いの特性を活かした地域

づくり活動を行えるようにし、安心

して暮らせて個人が活かされる地域

にしていきたいとのことである。
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特定非営利活動法人~N: ~:O高知市民会議

代表者 理事長 内田洋子

設立 平成 11年

法人格取得年 平成 11年

設置運営形態 公設民営

会員数 正会員 134(団体29 個人105)

賛助会員22(団体2 個人20)

(平成22年1月現在)

事務局 5名スタッフ

住所 高知県高知市鷹匠町2丁目 1-43

高知市たかじよう庁舎2階

電話

高知市市民活動サポートセンター内

088-820-1 540 

ホームページ

http://www.siminkaigi.com/ 

収支の状況 (平成 20年度)
特定非営利活動に係る事業会計収支計算書より作成

収入

会費収入

受託事業収入

事業収入

賛同金収入

使用料収入

雑収入

前年度繰越

収入合計

支出

事業費

活動相談 ・アドバイス

情報収集 ・提供

広報 ・啓発

人材育成

調査・研究

公開審査会企画・ 運営

交流事業

管理運営費

その他

支出合計

(単位円)

452.000 

24，568，184 

774，612 

649.624 

530.878 

144.242 

7，945，894 

35.065.434 

96，000 

1，632，078 

1，804，696 

682，682 

3，850，523 

505，870 

134，550 

20，461，922 

322，047 

29，490，368 

I特定非営利活動法人NPO高知市
民会議の概要

特定非営利活動法人NPO高知市民会議(以

下'NP 0高知市民会議」という。)は、平成 11

年1月に任意団体として設立され、同年5月に

法人登記された。その設立までの経緯について

は、次のとおりである。

まず平成6年 11月に当選した当時の市長の

公約において「市民総参加を目指すボランティ

アシステム」をつくることが表明されていた。

そうした中で平成7年1月に阪神淡路大震災が

起き、そのときに活躍したのがボランティアで

あった。高知市においても、これを契機にボラ

ンティア活動に関する市民の意識が向上した。

そこで、そうしたボランティア活動の基盤とな

るボランティアセンターの構想を検討する「ボ

ランティアセンター構想推進委員会」が行政側

の呼びかけによって開催された。

平成9年 1月には、ボランティアセンターを

設立しようということになり、その設立準備会

が発足した。同年9月には、この設立準備会か

らボランティアセンター設立の要望書が検討

報告書を添えて提出された。この検討報告書で

は、高知市が施設を設置し、民間が運営する「公

設民営」という運営方法が提案された。市民の

活動を支援するためには、市民活動の現状を把

握している市民団体が運営する方が望ましいと

いう判断からである。

平成 10年8月には、ボランティアセンター

設立準備会は、解散された。それは、高知市市

民活動サポートセンターの運営法人の設立を目

指すこととされたからである。同年12月には、

その設立準備会が発足した。ここでは、高知市

市民活動サポートセンターの運営法人の具体的



事業及び運営についての検討が行われるこ とに

なった。なお、同じく 12月には、特定非営利活

動促進法(いわゆるNPO法)が制定された。

以上の流れを経て、平成11年l月には、高知

市市民活動サポートセンターの運営を担う NP

O高知市民会議の設立総会が開催された。NP

O高知市民会議の設立の目的は、市民活動の促

進を支援する事業を行い、魅力ある地域の創造

に寄与することである。同年4月には、市内の

電気ビルの2階に高知市市民活動サポートセン

ターが開所された。なお、 NPO高知市民会議

は、前述のように同年5月に法人化され、特定

非営利活動法人になった。

2中間支援事業の内容
(1)中間支援事業の概要

NPO高知市民会議は、その設立の目的を達

成するため、自主事業と高知市市民活動サポー

トセンターの運営事業を行っている。

ア 自主事業の中の主な中間支援事業

自主事業の中で、行っている主な中間支援事業

としては、広報 ・啓発事業がある。具体的な取

事務所の様子

組としては、広報誌「わいわいくじら」の発行

があげられる。これについては、 春休み前の「は

るやすみ号」及び夏休み前の「なつやすみ号」が

発行されている。その内容は、こどもを対象に

NPO等が行うイベン ト情報等が中心である。

この「わいわいくじら」については、高知市

教育委員会を経由して、高知市内の小学校、中

学校等に配布している。平成20年度は、各号

19，000部を発行し、配布した。

イ 高知市市民活動サポートセンターの運

営事業の中の主な中間支援事業

一方、高知市市民活動サポートセンターの運

営事業の中で、行っている主な中間支援事業と し

ては、 ①広報 ・啓発事業、②人材育成事業、③

調査 ・研究事業及び④まちづくりフアンド運営

支援事業があげられる。

(ア)広報・啓発事業

広報 ・啓発事業としては、「一般新聞を活用

した情報発信のしくみづくり」がある。これは、

現在、 NPO高知市民会議が特に力を入れてい

る事業である。個々のNPO・市民活動団体が

取組を進めていくうえでは、後述の運営資金の

確保等の課題に対応する必要がある。このため

に欠かせないものが、多くの人々の理解と協力

を得ることにつながるような情報発信である。

NPOその他の市民活動団体

は、それぞれ広報紙を発行してい

るが、仲間内にしか届いていない

のが現状である。そこで、 NPO

高知市民会議は、「一般新聞を活

用した情報発信のしくみづくり」

に取り組んで、いる。これは、会員、

運営スタッフ、資金等の確保など

の面で、今後NPO等が活動しや

すくする環境を創り出していくた

め、一般新聞にNPOが行ってい

る活動への想いや活動の内容に関

する情報が効果的に掲載されるよ

うにするものである。

これは、 具体的には、高知新聞



社に対する働きかけを行い、同社の社会部が

扱っている紙面の一部でNPO・市民活動を紹

介していこうという取組である。

(イ)人材育成事業

次に、人材育成事業としては、例えば、スキ

ルアップ講座、まちづくり講座、ボランティア・

市民活動参加機会の提供がある。

スキルアップ講座については、例えば、「支援

財団への助成申請支援講座」や「はじめての会

計講座」がある。まず「支援財団への助成申請

支援講座」は、 NPO支援財団の助成金公募事

業への応募を希望する団体に対して、申請の支

援をする講座である。この講座は、ただ申請の

書き方を教えるのではなく、現在まで

の活動内容やこれから何をめざすかな

ど、考え方を一緒に整理する形での支

援も行っている。実績としては、平成

19年度にはキリン福祉財団の助成金

を2団体が、平成20年度にはトヨタ財

団の助成金を 2団体がそれぞれ獲得し

た。

のしくみを遊びながら楽しく体験する中から、

現実のまちの運営や社会のしくみに関心を持っ

てもらおうとするものである。対象は、小学校

4年生から中学校3年生までである。これは、平

成21年度から始まった事業であり、 9月26日・

27日に開催され、約300人の参加があった。

ボランティア・市民活動参加機会の提供につ

いては、例えば、「ボランティアガイダンス」や

「地域づくり仕掛け人市」の開催をするもので

ある。この2つの取組においては、ボランティ

アや地域づくりに関心があるが、どうしたらよ

いかわからないので、そのような団体を紹介し

てほしいという人のために、 実際に活動してい

る様々な団体とマッチングする場が設けられて

また、「はじめての会計講座」は、会

計学の入口でつまずいている人たちの

ために学習のきっかけづくりをし、健

全なNPO組織運営ができるようにす

ることを目的として開催される講座で

ある。この講座は、平成20年度には2

日続けて開催された。 助成申請支援講座

まちづくり講座については、例えば、

r210秒の中の高知」や「とさっ子タウ

ン」がある。まずr210秒の中の高知」

は、高知の魅力を 210秒の動画や静止

画で表現してみようという 3団連続の

講座である。映像は、長時間だと飽き

るので、 210秒でまとめている。参加

者にとっては、「まちの見方」、「まちの

魅力のとらえ方」を考えるきっかけに

なっているとのことである。

また、「とさっ子タウン」は、将来の

社会を担う子どもたちが、とさっ子タ

ウンという仮想のまちで、多様な社会
‘』
はじめての会計講座



いる。これらは、両方とも年 l回開催さ

れている。

(ウ)調査・研究事業

次に、調査 ・研究事業としては、例え

ば、「活動資金のしくみづくり」の調査

研究及び企業とのパートナーシップ事

業がある。

「活動資金のしくみづくり」の調査研

究については、現在ある「高知市まちづ

くりファンド」という公益信託の継続

と新たな資金確保のしくみづくりの在

り方について調査研究を行うものであ

特定非営利活動法人NPO高知市民会議

る。これも、 NPO高知市民会議が特に まちづくり連続講座 r210秒の中の高知」

力を入れている事業である。NPOを

はじめとする市民活動団体が活動を継

続していくうえでは、運営資金をいか

に確保するかが課題であり、このため

の助成も行われている。例えば、公益

信託「高知市まちづくりフアンド」は、

平成 15年から 3，000万円で開始され、

毎年300万円を上限に助成を行ってい

る。しかし、 7年経過しても、このファ

ンドにはほとんど寄付がなく補填され

ないので、ファンドの残り資金は900

万円ほどになり、このままでは数年で

なくなってしまうという状況に陥っ
とさっ子タウン

た。こうした状況を踏まえ、新たな資金確保の

しくみづくりについての検討が行われた。そし

て、 NPO高知市民会議は、新たな資金確保の

しくみづくりの実現の道を探ることを目的とし

て、平成20年度に、講座を2つ開催した。それ

は、「まちづくりト ークサロン市民のチカラ」

とrNP 0パンク意志あるお金」である。「まち

づくりトークサロン市民のチカラ」では、まち

づくりファンドの必要性を広く市民向けにア

ピールする場が設けられた。そこでは、高知市

まちづくりフアンド運営委員長をコーディネー

ターとし、同ファンドの助成を受けた 3団体の

代表と高知市長をゲス トに迎えて話し合いが行

われた。また、 rNP 0パンク意志あるお金」で

は、助成以外の支援方策のーっとして考えられ

るrNP 0パンク」について高知市での実現可

能性を検討する学習会が開催された。

企業とのパート ナーシップ事業については、

企業、行政、大学、 NPO関係者で構成する「企

業 ・NPOパート ナーシッフ。委員会」において

「企業市民セミナー」の企画 ・運営等が行われ

ている。このセミナーは、企業の社会貢献活動

やNPOとの連携のあり方を考えるものであ

る。平成20年度は、企業と NPOのニーズと

シーズ(技術 ・モノ、アイデア等)を探り、それ

らのマッチングを図るため、ワークショップを

用いたセミナーが開催された。



まちづくりトークサロン 市民のチカラ

(エ)まちづくりファンド運営関連事業

最後に、まちづくりファンド運営関連事業に

ついてである。まちづくりファンドは、高知市

民のまちづくり活動を支援する助成事業であ

る。その運営は四国銀行が行っているが、支援

するかどうかの審査は高知市まちづくりファン

ド公開審査会で、行っている。公開審査会の運営

は、四国銀行のみでは難しいため、 NPO高知

市民会議が支援をしている。

この公開審査会では、参加者によるプレゼン

テーションの後に、審査委員との質疑応答があ

る。質疑応答は、参加者全員が聴いている。助

成先については、その日のうちに、この公開審

査会で決定される。こうした公開審査会におけ

る審査の場は、公平性 ・透明性を確保する場で

あるとともに、審査員や参加者の価値観等を学

ぶ場でもある。

また、 NPO高知市民会議は、以前に助成を

受けた団体を対象に、 ヒアリングを行う等の

フォローアップも行っている。

(2 )高知市市民活動サポートセンターの運
営事業の特徴

NPO高知市民会議は、高知市市民活動サ

ポートセンターの前述のような運営事業をして

いる。その運営事業については、所管する各事

業に理事が担当として入札事務局と会員とで

事業の運営を行っていくこと

を特徴としている。

NPO高知市民会議の総会

は、年 I回開催され、そこでは

高知市市民活動サポートセン

ターの事業の計画及び報告、収

支予算及び決算等、運営の重

要事項の決議が行われる。理事

会は、月 l回開催され、そこで

は月々の事業進行管理やその

時々の課題が議論される。現

在、理事会は、理事が12名、監

事が2名の 14名という体制に

なっている。

広報・啓発事業、人材育成事業等については、

各担当理事が決められている。各事業について

は、担当理事と事務局が企画をし、その進行を

行っていくという体制になっている。運営ス

タッフは、各事業の会員や一般の方から求め、

事業はその人たち と一緒に進められることにな

る。

(3 )中間支援事業の連携 ・ネットワーク

NPO高知市民会議は、中間支援事業を推進

するに当たり、高知県内に存在する中間支援組

織と連携し、ネットワークを形成している。そ

のような中間支援組織としては、例えば、高知

県ボランティア ・NPOセンタ一、高知県西部

NPO支援ネットワーク、環境活動支援セン

ターえこらぼ、(財)国際交流協会、(財)こうち

男女共同参画社会づくり財団がある。

NPO高知市民会議は、これらの組織ととも

に、 rNP 0サポートチーム」を構成し、中間支

援組織として共通のテーマを設けて、定期的に

協議を行っている。

3取組の成果
NPO高知市民会議の取組の成果を見てみる



と、例えば、前述の企業とのパート ナーシップ

事業では、次のような成果があがっている。

まずNPO高知市民会議が企業に企業市民と

しての役割を考えてもらうために勉強会を開催

したところ、その後企業は自分達が何をやりた

いか提案していくようになり、積極的に取り組

むようになっていったとのことである。

また、年に 2回開催する「企業市民セミナー」

の企画 ・運営を行ううちに、 NPO等と企業の

連携が広がり、事業を行う NPO等と企業とが

ビジネスパート ナーとしてつながる事例が出て

きたようである。

さらに、この企業とのパート ナーシップ事業

の中で企業 ・NPO資源循環システムが生ま

れた。これは、企業がもっ資源をNPOに橋渡

しをすることにより、企業の社会貢献活動とし

てNPOの運営を支援していく仕組みである。

企業が仲介する資源は、物品、場所、資金及び

人材である。この仲介の仕組みがあることによ

り、企業は、資源を必要としているNPOを探

す必要もなく、安心して資源を提供できるよう

になった。この資源循環システムの平成20年

度の運用実績は、資源提供企業が3社、提供資

源が77点、提供を受けたNPOが7団体となっ

ている。平成20年度までの累計運用実績は、資

源提供企業が51社、提供資源が9，327点、提供

を受けたNPOが343団体となっている。

4事業を実施して生じた課題及び
その解決策

NPO高知市民会議は、今まで事業を実施し

てきた中で、様々な課題に直面した。例えば、

前述の広報誌「わいわいくじら」については、平

成17年には、資金不足のため、廃刊の危機に

陥った。

NPO高知市民会議は、この危機に対応する

ため、まず「はるやすみ号」で、廃刊についての

読者へのアンケート調査を行った。その結果、

「ぜひ、続けてほしい」、「色々な所に募金箱を置

かせてもらっては?私も協力します !Jという

特定非営利活動法人NPO高知市民会議

読者からの応援のメッセージが寄せられた。こ

のアンケート調査の結果を参考に、「わいわい

くじら」の発行の費用に充てる資金を募る募金

箱が賛同企業の届舗を中心に設置されることに

なった。賛同企業とは、この「わいわいくじら」

の発行を資金面で支援している企業をいう。こ

の支援は、 l口I万円で行われている。平成21

年5月末時点では、募金の合計額は、 116，627

円になった。

また、「わいわいくじら」は、それまで春、夏、

冬の年 3回発行されていたが、コス トを下げ

るため、これを春と夏の2回にすることとされ

た。さらに、紙質についても、少し落とすこと

とされた。

以上のような市民や企業等の協力、コスト削

減の努力等もあって、広報誌「わいわいくじら」

の発行は、継続されることになった。

5将来的な方向
NPO高知市民会議の将来的な方向として

は、中間支援組織としての機能強化を図ってい

きたいとのことである。市民の活動は、地域の

課題を自分たちの力で解決していこうという

個人の想いから始まる。その想いに共感する人

が集まり、グループとしての動きが起こってく

る。そう したグループがNPOその他の市民活

動団体の形成へとつながる。また、自らは動く

ことはできないが、寄付や出資という形で他の

人を応援するケースも生れる。

中間支援組織は、こうした地域に存在する

個々の様々な情報や活動を有効につなげる機能

を果たす必要がある。また、 モノ・ヒト ・資金

を必要なところに循環させる機能を果たすこと

も必要で、ある。NPO高知市民会議では「中間支

援機能を果たすためには、地域のニーズ等を把

握する手法や感性を磨くとともに、これまで以

上にNPO聞の連携、 NPOと企業(新聞社も含

む)・行政との協働、県内の中間支援組織との連

携を深める取組が必要である」と話している。



オンパク手法による地域づくり活動支援

特定非営利活動法人ハットウ三ーオンパク

代表者 代表理事鶴田浩一郎

設立 平成16年

法人格取得年 平成16年

設置運営形態 民設民営

会員数 パートナー 約200団体

サポーター 約200名

オンパク ・ファン倶楽部会員 約6，000名

スタッフ 13人

住所 大分県別府市北浜2丁目 10-19

グランメールビル4F

電話 0977-22-0401 

ホームページ

h社ps:j/www.onpakujp/com/ 

収支の状況(平成 20年度)
決算報告より作成

(単位 円)

収入

特定非営利活動に係る事業

事業収入 99，351，849 

補助金収入 16，271，689 

その他の事業

事業収入 10，184，524 

補助金収入 34，909，438 

収入合計 160，717，500 

支出

特定非営利活動に係る事業

事業費 118，756，639 

管理費 14.024.291 

その他の事業

事業費 25，072，700 

管理費 10，793，197 

支出合計 168，646，827 

l特定非営利活動法人ハットウ
オンパクの概要

特定非営利活動法人ハッ トウ・オンパク(以

下「ハッ トウ・オンパク」という。)は、 地域経

済の発展と住民の健康増進に寄与するため、地

域資源を活用した各種体験型講座の開催に関す

る事業及び中心市街地の活性化に資する各種活

動を行う NPOである。ハッ トウ・オンパクは、

民設民営の団体であり、その設立は平成16年

である。

別府市は、昭和40年代後半から昭和50年代

前半には、市の統計によると年間約600万人が

宿泊し、日帰り客を合わせると年間約 1，200万

人の観光客が訪れていたという。しかし、近年

の宿泊数は、年間約400万人にまで減少してい

るとのことである。

別府市では、この宿泊客及び日帰り観光客の

減少という状況を踏まえ、地域を元気に しよ う

と、平成8年頃から「別府八湯竹瓦倶楽部」や「特

定非営利活動法人別府八湯 トラス ト」など、地

域づくりの活動が起こってきた。これらの地域

づくりを行う人々が中心になり、より多くの人

が別府の素晴ら しさを表現する場を創ろうと、

平成 13年に「別府八湯温泉泊覧会J(以下「オ

ンパク」という。)を開催した。それ以来、オン

パクは、平成21年度までに 14回実施され、今

では別府の観光になくてはならないイベン トに

なっている。

オンパクは、これが始まった当初、その運営

は実行委員会によって行われ、その経費は別府

市の補助金等により賄われていた。しかし、開

始後4年ほど経過すると、市の財政状況も厳し

くなり、自ら資金を調達して実施しなければな

らない状況になってきた。この状況に対応する



ために設立されたのが、ハットウ ・オンパクで

ある。

現在、この別府市で始まったオンパクの手法

による地域づくりは、全国的に注目を集めてお

り、全国 10か所以上でオンパクの手法の地域

づくりが展開されている。

2中間支援事業の内容
( 1 )中間支援事業の概要

ハットウ ・オンパクは、オンパクを通して、

別府のまちづくり、人材の発掘及び育成、 NP

Oスタッフ、事業者、ボランティア等の地域づ

くりを行う人々の支援を行ってい

る。

また、モデル事業化されたオンパ

クの手法による地域づくりを全国に

広めるためにジャパン・オンパク事

業を行っている。

このほか、別府市から委託を受け

て市営温泉の管理を行う指定管理事

業、『地域ガイドブック、温泉本』の発

行を行う温泉本発行事業等を行って

いる。ここでは、特徴的な取組であ

るオンパクとジャパン ・オンパク事

業の2つの事業について説明する。

ビジネス、地域づくり活動等の各種のサー

ビス産業を成長させること。

②地域資源が発掘 ・洗練化され、地域人材の

ネットワークが生まれるようにすること

により、潤沢な社会関係資本を形成し、増

大させていくこと。

③活発な情報発信と地域型の旅行サービス

の提供により、地域資源のブランド化を図

り、新しい観光を創造すること。

イ オンパクの内容

オンパクは、別府市において20日間程度の

期間に5名から 30名程度が参加できるような

小規模で多彩な体験交流型のオンパク ・プログ

ラムを集積させ、そのプログラムを顧客が選ん

で参加し、体験し、楽しんでもらうことを内容

散策・地域文化体験プログラム

(2 )オンパク

ア オンパクの目的

まずオンパクについてである。オ

ンパクの目的は、別府八湯地域にお

いて温泉を核としたウェルネス産業

を起こすことである。具体的に実現

したいことは、次のとおりである。

①温泉、自然環境、町並み、人材

等の地域資源を活かした多彩な

プログラムの提供を通じて、コ

ミュニティ ・ビジネス、小規模

カルチヤープログラム



とするイベン トである。

オンパク ・プログラムには、「散策 ・地域文

化体験プログラム」、「温泉体験プログラム」、

「食のプログラム」、「お出かけプログラム」、「美

容サービスプログラム」、「スポーツ・健康プロ

グラム」、「カルチャープログラム」等がある。

こうしたプログラムは、 一度のオンパクの開

催で平均 100種類程度実施される。平成21年

度春オンパクで実施されたプログラムは、 128

種類である。これまでには、延べ 1000種類以

上のプログラムが実施されている。

ウ ォンパク・プログラムの企画・運営

オンパク ・プログラムの企画 ・運営を行う団

体は、ハッ トウ・オンパク と地域のパートナ一

事業者である。パート ナ一事業者とは、まちづ

くりグループ、 NPO、個人事業者及び企業の

ことをいい、現在200を超えている。

プログラムの大半は、このパート ナ一事業者

によって企画 ・運営されている。平成21年度

春オンパクの開催において、参加したパート

ナ一事業者は、約74であり、地域づくりに頑

オンパクステークホルダーマップ
NPO法人ハットウ・オンパヲの活動は地層の参〈の住民・団体・企S障がら支えられています.

地域会員
多加して、プログラムを楽しむ事
で応撮してくれる地繊の方々

会員組織です.

T 
スポンサー

経済的にオンパヲを支えて
頂いている、企業・団体・個人

の方々がいます

IC二二ニニコl
1[二二二二二コl

旧拝弓口|

• J丁目旅連大分 1∞万
・香り情物館 (広告)50万
・旅館 25軒 (広告)田万
・商庖 20肝 (広告)20万
・企業 13軒 {広告)130万
など

パートナー
ハットウ・オンパヲの中でプログラム

を提供してチャレンジしている仲間が

たくさんいます.

オンパク ステ クホルダーマップ

張っているパート ナ一事業者からは、参加費を

取っていない。ただし、営利を目的としたプロ

グラムを提供する団体については、多少の参加

費を負担してもらっている。

このパート ナ一事業者の選定については、公

募は行われていない。日頃の活動の中でできた

ネッ トワークやすでにオンパクに関わってい

るパート ナ一事業者等からの紹介がなければ、

ノ号ート ナ一事業者として加わることはできない

とのことである。こうすることによって、オン

パク ・フ。ログラムの質の維持につながり、質の

高さを維持しているからこそ顧客への安心感の

提供という形でプランド支援につながっている

ようである。

また、パート ナー事業者以外では、会場の提

供などパート ナ一事業者に協力 してくれる「サ

ポーター」 が200程度、資金的に支援を してく

れる「スポンサー」が約60団体存在している。

平成21年度春オンパクでは、協力 してくれた

サポーターが55で、61団体のスポンサーから

経済的支援があった。さらに、オンパク ・ファ

ン倶楽部の会員として応援してくれている人々

2009年度審のオンパク

サボーター

パートナーによるプログラムの
運営に協力して支獲してくれる

地績の皆さんがたくさんいます.

協力企業
組織の持つ強みを活かしてオンパ

ウに憶力して頂いている企業が



が約6，000名存在する。

オンパクのプログラムに申し込む顧客につい

ては、平成21年度春オンパクで3，560名であっ

た。オンパクの顧客の70%近くがオンパク ・

ファン倶楽部の会員であり、地元住民の参加が

多くを占めている。

一方、ハットウ ・オンパクも、自身でプログ

ラムの企画 ・運営を行っている。このプログラ

ムには、新しい人材発掘 ・育成のために他国体

と連携して取り組むものなどもある。また、プ

ログラムに多様性を持たせることを重視してい

るため、スタップにテーマを与えてプログラム

を企画させることもあるという。ハットウ ・オ

ンパクがこれ以外に行っていることは、約2万

部のガイドブックを作って配布すること、予約

の受付をすること、値段の設定やガイドブック

に掲載する内容のアドバイスをすることなどで

ある。

なお、オンパクと行政との関わりについてで

あるが、オンパクを始めた当初は、前述のよう

にこれを実行委員会が運営していた。このとき

特定非営利活動法人ハットウ・オンパク

には、別府市から助成金を受けていた。3年間

の助成を受けた後は、別府市から資金的な支援

は受けていないが、市の観光部門や競輪事業部

門などがオンパク ・プログラムを提供するパー

トナ一事業者として関わっている。

エ オンパクを通じた支援
現在の地域づくりの抱えている問題としては

次のようなものがある。個性的で、素晴らしい地

域資源を活かしきれていないこと、ボランテイ

アに頼りすぎていること、規模が小さいため集

客が難しいこと、情報発信が下手であること、

独りよがりになりがちがあること、持続性 ・事

業性に欠けていること等である。オンパクは、

まさにこのような脆弱な事業基盤を補うための

支援を行う仕組みである。

オンパクを通じた支援には、プログラムの集

積による集客力のアップという集客支援、オン

パクブランドによる顧客への安心感の提供とい

うプランド支援、様々な連携の提案とし寸異業

種連携支援、テスト販売機会の提供という商品

化支援、情報発信の提供というプロモーション

支援がある。

(3 )ジャパン・オンパク事業

ア ジャパン・オンパク事業の概要

オンパクは、ユニークで実効性のある地域再

生モデルとして評価され、平成 16年度からの3

年間、経済産業省の支援を受けて事業モデ、ル化

された。そして、ハットウ・オンパクは、平成

19年度から 3年間、経済産業省の中間支援機能

強化のための助成を受けて、「ジャパン ・オン

パク事業」を実施している。平成21年度は、経

済産業省の助成とあわせて日本財団の助成を受

けて実施している。これは、オンパクの実施を

通じてコミュニティ ・ビジネスやソーシャル・

ビジネスの支援を行う中間支援組織を全国に広

げる事業である。

イ 育成しようとする中間支援組織

ジャパン ・オンパク事業を通して育成する中



間支援組織は、次のような組織である。

①各地でオンパク型のイベントを立ち上げ

て、地域の事業者を積極的に巻き込みなが

ら、様々なビジネス ・チャレンジを誘発す

るような組織

②地域における地域資源の発掘並びに人材

及び事業の育成のプラットフォームとな

る組織

③自らも関連する事業を行い、運営の自立及

びより大きな効果を実現することができ

る組織

ウハットウ・オンパクが行う支援の内容

ハットウ ・オンパクは、この事業においてオ

ンパク型の中間支援組織を全国に広げるために

支援を行っている。支援の内容は、研修、現地

ハンズオン支援 ・運営システム提供等である。

まず、「研修」については、人材育成研修事業

「オンパク(地域の輝き見本市)人づくり事業研

修会」を実施している。この人材育成研修事業

は、更に多くの地域ヘオンパクの導入促進を目

指し、各地でオンパク型の地域中間支援組織を

立ち上げる人材の育成を図るため、参加者にオ

ンパクの事業モデルを習得してもらう事業であ

る。研修の開催場所はオンパクが誕生した別府

や全国各地であり、開催期間はおよそ 2泊3日

である。研修内容としては、オンパクの事業モ

デルの基本的理念の理解から始まり、現場での

体験や地域の関係者との対話を経て、地域にお

オンパク(地域の輝き見本市)人づくり事業研修会

いてオンパク事業を立ち上げるためのアクショ

ンプランの策定までを現場主義 ・実践的なアプ

ローチにより実施する。

「現地ハンズオン支援 ・運営システム提供」

については、ハットウ ・オンパクのスタッフが、

それぞれの担当分野を持ち、段階的に現地に

入って支援している。具体的には、次のような

流れになる。

①ハットウ ・オンパクの代表理事であり、観

光カリスマでもある鶴田浩一郎氏が、講演

などを行う。これにより、オンパクを知っ

てもらい、やる気になってもらうことにな

る。

②理事の野上泰生氏が、実際にやる気のある

人材を集め、実務的な部分についての情報

を伝える。

③次の担当者が、プログラムの演出や企画の

ポイント、ガイドブックのキャッチコピー

の創り方などの指導をする。

④ウェプ担当者が、ホームページの作成を行

つ。

⑤立命館アジア太平洋大学 (AP U)からき

ているインターンの学生が事業評価を行

つ。

なお、中間支援組織を立ち上げる際に重要と

なるポイントは何かというと、やはり人材であ

るとのことである。行政担当者でも行政担当者

でなくても構わないが、地域を何とかしたいと

いう思いのある人が2，3人いて、突破力のあ

る人材として活躍することが必要と

のことである。こうした人材が揃い、

資金が準備できれば、半年程度でオ

ンパクを開催することができるとの

ことである。一度オンパクを経験す

ると、オンパクに対して周りの人々

も理解してくれて、支援してくれる

ようになる。こうしてオンパクは、

自然に大きくなっていくとのことで

ある。ただし、観光客を誘致したい

という思いだけで取り組んで、しまう

と失敗する可能性があるため、地域

をーから発掘し、人材を育成すると



特定非営利活動法人ハットウ・オンパク

オンパクジャパン・フoロジェクト
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岨蟻おこし.人抑育成をコンパヲト早縄憾で行う『オンパヲ的事ちづ〈り』平温は.

発符の別府から.金聞に広が・3ています.

これからも童聞の仲間とともに.

嶋唱を体蛾L.地峨!l)方々とふれあう冒しい織をつ〈ヲてい曹事す.

ぜひ.オンパヲ的まちづ〈りを体~しに.お出かけ下さい.
全聞のオンパヲにてお待ちしておリます.

いう気持ちが重要で、あるとのことである。

工 これまで支援をした地域

ハットウ ・オンパクがこれまで実際に支援を

した地域は、北海道函館市、静岡県熱海市、岩手

県盛岡市、福島県いわき市、石川県七尾市、新潟

県妙高市、長野県諏訪湖周辺、岡山県総社市、福

岡県久留米市、宮崎県都城市である。中には観

光地や温泉に縁の薄い地域も含まれている。

3取組の成果
( 1 )オンパクの成果

ハットウ ・オンパクの取組の成果はどのよう

になっているだろうか。まずオンパクの成果に

ついてであるが、まずオンパクでは、毎回プロ

グラムを変えるようにして、新しいことに挑戦

するようにしているため、回を重ねるごとに新

たなプログラムが創出されているそうである。

結果として、多くの地域資源を発掘できたこ

と、そして、その地域資源をうまく活用し付加

価値をつけることができるようになったことが

成果としてあげられている。実際これまでの 14

回のオンパクで延べ 1，000種類以上のプログ

ラムが創出されている。このプログラムの中か

ら、「竹瓦かいわい路地裏散歩」や「竹瓦夕暮れ

散歩」など、日常的に行われるようになったプ

ログラムも出てきている。

また、地域人材が育ち、ネットワークが形成

されていること、つまり、地域に関わる人が増

竹五夕暮れ散歩



え、まちづくり活動が盛んになってきたこと

も、取組の成果としてあげられる。一度オンパ

クを経験すると、自然と広がっていくため、多

くの人が地域に関わってくることになるとのこ

とである。地域に関わるようになることで、「別

府なんてだめだ」といっていた人々も、今では

「別府が大好きだ」というまでに変化してきた

とのことである。そして、オンパクは、この地

域に関わる多様な人材や団体の連携の受け皿と

なっているとのことである。

(2 )ジャパン・オンパク事業の成果

次に、ジャパン ・オンパク事業の成果として

は、ハットウ ・オンパクが前述のように多くの

地域を支援した結果、オンパク型の地域づくり

が全国で 10か所以上広がっていることがあげ

られる。

例えば、長野県諏訪湖周辺の地域は、ハット

ウ・オンパクの支援を受けて、信州諏訪温泉泊

覧会「ズーラ」を実施している。この地域では、

諏訪湖周辺の諏訪市、下諏訪町及び岡谷市がこ

の事業を始めたが、平成21年度からは、さらに

茅野市、 富士見町及び原村が加わり 6市町村で

の広域的な取組へと発展している。また、実施

されるプログラムも、 15から 75に増加するな

ど順調に発展しているとのことである。

4事業を実施して生じた課題と将来
的な方向

(1)事業を実施して生じた課題

ハットウ ・オンパクが取り組んで、きたジャ

パン ・オンパク事業は、前述したように、函館

市への展開を皮切りに、日本全国へ広がり始め

た。平成22年度からは世界へと広がっていく

予定である。もはや「別府のオンパク」から「日

本 ・世界のオンパク」へと発展しているといえ

る。しかし、今後オンパク ・モデルを日本、そ

して、世界へ水平展開していくためには、取組

の主体をハットウ ・オンパクというローカルな

組織に止めておくだけでは足りなくなってき

た。そこで、今後の取組の主体については、多

くの人々がよりフラッ トに参画できる組織体へ

変化することが必要になってきた。

(2 )社団法人ジャパン・オンパクの設立

上記のような課題に対応するため、平成22

年4月にオンパク ・モデ予ルの水平展開を担う事

業部門を分離させて「社団法人ジャパン ・オン

パク」を設立する予定とのことである。今後の

オンパク ・モデ、ルの推進については、この社団

が主体となり、別府市内及びオンパクを行って

いる日本各地の組織が共同して担っていくとの

ことである。

(3)別府のまちづくりの強化

上記のようにオンパク ・モデ、ルの水平展開を

担う社団が設立されれば、ハットウ ・オンパク

に求められる役割がより明確になり、別府をよ

り元気にするためのまちづくり活動に力を注い

でいけるとのことである。このように上記のこ

との背景には、これまで磨き上げてきたオンパ

クをより洗練化し、別府というフィールドにお

いて様々な実験的な試みと成果の積み上げたい

という3虫い思いがあるとのことである。

ハッ トウ・オンパクは、当面の事業としては、

平成 19年度から着手している「じねたび事業」

及び平成21年度から着手している「体験ギフ

ト事業」を平成22年度から本格的に始動させ

たいとしている。「じねたび、事業」は、オンパク

の日常化を目指すもので、オンパクでできた事

業を日常的な旅として定着させていこうとする

ものである。また、「イ本島全ギフト」は、オンパク

ファンなどの顧客が、オンパク ・プログラムを

他の人にプレゼ、ン 卜して体験してもらうという

ものである。この2つの事業についても、でき

るだけ早い時期に事業モデルを完成させて、オ

ンパク ・モデルと同様に各地に水平展開したい

とのことである。



なお、平成22年度からは、地域

のNPOや市民活動などの調査事

業を実施する予定であるが、その調

査事業を通じて、より強固な地域内

連携を促す仕組みの完成を目指す

とのことである。これにより、ハッ

トウ ・オンパクが得意とする地域

づくり活動の初期の芽出し段階の

事業支援力が高まる とのことであ

る。

(4)オンパクタウン事業の推進

以上のほかハットウ・オンパク

としては、別府市 ・中心市街地活性化計画に

沿ったオンパクタウン事業を推進していきたい

としている。これは、オンパクのインキュベー

ション機能を集積させた施設を中心市街地に設

置することにより、いつでもオンパクを体験で

きる拠点を創ろうとするものである。このよう

な機能を持つオンパクタウンの実現により、よ

特定非営利活動法人ハットウ・オンパク

り多彩なサービスが創出され、地域人材が育つ

ことにつながることが期待されている。また、

中心市街地を訪れる人々の回遊性が高まり、ま

ちなかの賑わいの創出、まちなか観光の活性化

及びまちなか商業の活性化へとつながるものに

なると考えられている。



映画を通じた文化振興と市民活動の

エンパワメントでまちを元気に

特定非営利活動法人宮崎文化本舗

代表者名 代表理事石田達也

設立 平成12年

法人格取得年 平成12年

設置運営形態 民設民営

会員数 正会員 18 団体会員7

(平成21年5月現在)

スタッフ 事務局 9名その他 46名

住所 宮崎市橘通東3丁目 1番11号

アゲインピル2F

電話番号 0985-60-3911 

ホームページ

http://www.bunkahonpo.or.jp/ 

収支の状況(平成 20年度)
特定非営利活動に関わる事業会計収支決算より作成

(単位円)

収入

会費収入 326，000 

事業収入 92，891，340 

補助金等収入

補助金等収入 10，308，000 

受託金収入 94，687，648 

雑収入 1，065，832 

借入金収入 15，000，000 

収入合計 214，278，820 

支出

事業費 120，723，612 

管理費 84，882，033 

借入金返済支出 10，020，078 

支出合計 215，625，723 

1特定非営利活動法人宮崎文化本舗
の概要

特定非営利活動法人宮崎文化本舗(以下「宮

崎文化本舗」という。)は、映画を核としたまち

づくりや、 NPOや市民活動団体などのネット

ワークづくりに取り組むNPOであり、平成 12

年 10月に設立された。なお、ここでいう NPO

には、特定非営利活動法人だけではなく、広く

市民公益活動団体が含まれている。

宮崎文化本舗の原点は、平成7年に始まった

「宮崎映画祭」である。宮崎映画祭は、宮崎で映

画を心から楽しめる場所を、観客である地元の

人たちの手で作り上げ、低料金で通常の映画鑑

賞とは違う空聞を演出するイベン トである。そ

の目的は、障害のある人、小さい子どものいる

人など普段映画を観に行かない人たちに、もっ

と映画を観ても らい、映画の素晴らしさを再認

識してもらう機会を作ることにある。

宮崎映画祭は、毎年6月に開催され、平成21

年度で 15回を数えている。この映画祭の運営

は、元々ボランティアによって担われていた。

このように見る側から見せる側へとなる楽しみ

を得たボランティアにより運営されてきた映画

祭であるが、規模の拡大や参加者の増加に対応

し、 責任の所在を明確にするために事務局体制

を整える必要性が生じたことから、法人化が検

討された。

そして、この映画祭を企画・運営してきた宮

崎映画祭実行委員会のメンバーが中心になり、

映画を基軸とした芸術文化のまちづくりを推進

するための特定非営利活動法人として設立され

たのが宮崎文化本舗である。

宮崎文化本舗の事業には、 2つの柱がある。

一つは、「宮崎キネマ館」の運営であり、もうー



宮崎キネマ館

つは、 NPOや市民活動の相互のネットワーク

づくり及び支援である。

宮崎キネマ館は、 NPOが運営する全国初の

映画館であり、宮崎文化本舗の設立の翌年の平

成 13年4月に開館した。地方都市において映

画館が減少していくなかで、宮崎市の中心市街

地の唯一の映画館として、邦画 ・洋画をまじえ、

多彩な映画の上映を行っている。

宮崎キネマ館は、地方都市では見ることが難

しい単館系の映画を中心に上映する、映画好き

による映画好きのための常設映画館である。そ

の施設は、市内中心部のテナントビルの一部を

改修したものであるが、その改修のための初期

投資や運営経費については、映画館の来場者に

よる入場料収入だけで採算を取るのは難しかっ

た。このため、宮崎文化本舗は、すぐ後で述べる

「事務局代行事業」に取り組むことになった。

2中間支援事業の内容
宮崎文化本舗は、中間支援事業として、事務

局代行事業やNPOの支援に取り組んで、いる。

(1)事務局代行事業

ア 事務局代行事業の経緯

まず事務局代行事業についてである。事務局

代行事業は、映画の上映中などに生じ

るスタッフの空き時間を活用する事業

である。具体的には、イベント等を行

いたい団体から、問い合わせ窓口の事

務のほか、広報宣伝活動、後援や協賛

の依頼、チケッ トの販売、関係機関と

の調整といった事務を有償で請け負う

ものである。

音楽、演劇、映画、講演会、祭りなど、

市民参加の文化的イベントは多くある

が、その企画 ・運営は、愛好者による

ボランティアで行われていることが多

い。有志による手弁当の事業は、当事

者の熱意や努力による部分が大きく、具現化や

継続が困難になる場合もある。一方、宮崎文化

本舗は、市民活動を通じて事務局をボランティ

アで担うことの苦労を知り、また、映画祭の実

施など、で、培ってきたノウハウを持っている。事

務局代行事業は、これを活かして事務局を代行

しながら、事業を実施できる人材を育成すると

いうものである。

事務局代行事業は、最初からうまくいってい

たわけではなく、この事業を開始した当初、利

用者は無かった。転機となったのは、歯科医の

グループによる障害のある子どものコンサー

トの事務局代行であった。イベントをやりた

いが、方法が分からないグループと、ノウハウ

の蓄積がある宮崎文化本舗のマッチングによ

り、イベン トは成功裏に終わり、百万円の黒字

となった。これをきっかけとして、多くの市民

活動団体や個人から事務局代行の依頼が増え、

収益が安定し、そのことが事業の基盤となって

いった。平成21年度には、宮崎文化本舗は、「み

やざき国際ス トリー ト音楽祭」など7つの事務

局代行事業を請け負うまでになっている。

イ 事務局代行事業の展開

宮崎文化本舗は、事務局代行事業を通して、

事務局機能を果たすだけではなく、 NPOや市

民活動団体などに対する助言、コーディネート

等の支援を行い、人や団体のつなぎ役としての

活動を広げている。



綾の森間伐

例えば、平成 14年から「綾の森を世界遺産に

する会」から事務局代行事業を請け負った。こ

のころ綾の森を含む地域で鉄塔建設問題が起

こっていた。綾の森は、宮崎県綾町を中心とし

た宮崎県中央の綾川流域に残る圏内最大級の原

生的な照葉樹林である。このとき関係者間で利

害の対立もあったが、宮崎文化本舗は、 中立の

立場を貫いたうえで、綾の森を世界遺産にする

ための署名運動を引き受け、 2ヶ月で約 14万人

の署名を集めた。また、この署名運動にあたっ

て宮崎文化本舗が行った綾の森に関する調査研

究が環境省に注目され、現在では「綾川流域照

葉樹林帯保護 ・復元プロジェクト」へと展開し

た。これは、森を保護し、かっ人工林等を照葉

樹林として復元し、未来へと継承する官学民連

携の協働のモデル事業で、あり、宮崎文化本舗は

その事務局を担当している。宮崎文化本舗は、

この事務局代行事業を契機に、自らの団体のあ

り方として、「文化」というキーワードを軸に、

「地域の人のためになること、やりたいこと、納

得したことをやる」という立場を明確にした。

(2) N P 0等に対する支援

宮崎文化本舗は、NPOに対する支援の取組

として、「みやさやきNPOハウス」を運営し、「宮

崎県NPO活動支援センター」の業務を受け

持っている。

ア 「みやざき NPOハウス」の運営

まず「みやざきNPOハウス」につ

いてである。宮崎文化本舗は、 宮崎県

企業局の独身寮が入居者が無く遊休

施設となっているこ とに着目 し、 宮

崎県と交渉してこれを借り上げ、 N

POの事務所と しての利用ができる

ようにした。これが、平成15年 10月

に開設された「みやざき NPOハウ

ス」である。この施設は、複数のNP

Oなどが、 活動拠点、 として同居する

施設である。このような施設の開設

は、平成 14年に東京都港区で廃校を

利用して誕生した「みなと NPOハウス」に次

ぎ、圏内2例目であった。

「みやざき NPOハウス」は、子育て、環境、

高齢者福祉、 国際協力などさまざまなジャンル

の活動を行う市民活動団体や公益活動も行うベ

ンチャー企業のインキュベーション施設として

活用されている。平成21年3月末現在では、18

団体がこの施設に入居している。

「みやざきNPOハウス」の会議室は、入居者

以外のNPOにも開放されている。この会議室

には、宮崎県内の市町村の総合計画や環境基本

計画などの各種計画が集められ、行政との協働

事業などの際に活用されている。また、入居者

主体の共同管理委員会による運営という自主管

理体制を取り、団体同士の交流の促進も行って

It)る。

イ「宮崎県NPO活動支援センター」の業務

次に、「宮崎県NPO活動支援センター」の業

務についてである。宮崎文化本舗は、平成 17年

6月から宮崎県NPO活動支援センターの業務

を行なっている。これは、市民活動のエンパワ

メントを推進することを目的とした宮崎県のN

PO活動支援センター整備事業を公開コンペ

テイションで受託したものである。

宮崎県NPO活動支援センターの行う 事業

は、特定非営利活動法人の立ち上げに関する相

談、 協働事業促進のための講座、市民活動の事



業の組み立て方 ・団体の運営方法に関するアド

パイス、市民活動のマネジメントに関する講座

の企画運営等である。宮崎文化本舗が宮崎県か

ら受託するのは、「場所」の運営ではなく、「機

能」の実施である。このため、相談の窓口は、み

やざきNPOハウスと宮崎文化本舗の事務所の

みやざきNPOハウス

両方で開設され、相談に対応している。

宮崎県NPO活動支援センターにおける相談

やコーディネート等は、平成20年度では延べ

535名の利用があった。さらに、 NPOの運営

や広報に関する講座、コミュニティ ・ビジネス

等に関する講座、行政職員に対する協働講座な

どを計9回開催した。これらの講座への参加者

は、延べ215名になった。

この宮崎県NPO活動支援セ

ンターの活動の拠点は、前述の

「みやざきNPOハウス」である。

これにより「みやさやきNPOハウ

ス」は、入居者に活用してもらう

ことに加えて、県内NPOのサ

ポート相談業務等を行う場にも

なっている。

h 

特定非営利活動法人宮崎文化本舗

3取組の成果
(1)事務局代行事業の成果

宮崎文化本舗は、演劇やコンサー

トなどの事務局代行業を行なってき

たが、ほとんどが単に事務局機能を

請け負うだけに止まらず、綾の森の

プロジェクトのように、企画や実行

Ili 委員会等に参画する形になっている。
このため、宮崎文化本舗は、宮崎県内

のイベントやプロジェクトを下支え

し、強化する支援体制を確立してい

るとのことである。例えば、宮崎県立

E 西都原考古博物館では、ボランテイ

アガイドのマネジメントを行い、募

集だけではなく研修やコーディネー

トの業務を実施業務を実施した。こ

の事業は、その後地元のNPOに引

き継がれ、地域に根付いた活動に発展してい

る。また、平成 17年の台風14号による被害に

対しては、復興のためのボランティアコーデイ

ネートや、復興支援の活動など、これまでの支

援のノウハウを活かして多岐に渡る活動を行っ

た。

また、事務局代行事業の実績の蓄積に伴い、

宮崎文化本舗の認知度が年々高まっている。こ

みやざきストリート音楽祭



の結果、宮崎市のまちづくりにおける社会実験

への参画や、宮崎県内外におけるNPOに関す

るフォーラム等への講師としての参加、ソー

シャル・ビジネス推進への協力など、更なる

ネットワークの構築へとつながっている。

宮崎文化本舗の運営面からも、事務局代行事

業を請け負うことによって収益の確保が図られ

た。これにより、単独の映画館の運営を基点と

する本来事業と運営の継続性を担保する収益事

業を車の両輪とする形で事業の安定が図られて

いった。

確かに現状では映画館の運営それ自体の収

益構造は良好とは言い難いのは事実である。し

かし、映画館という場がまちなかにあるからこ

そ、商庖街とのタイアップ企画や上映する映画

をテーマとする講演・講座等が実施でき、文化

の情報発信の拠点としての機能を十分に発揮す

ることカまできるとのことである。

なお、宮崎文化本舗の取組は、平成21年度に

は、経済産業省が実施した「ソーシャル・ビジ

ネス55選」に選ばれ、事務局代行事業を通して

のネットワークづくり、映画を中心とする文化

の振興を軸とした地域の活性化や街づくりの事

例として、注目を集めている。

(2) N P 0に対する支援の成果

次に、 NPOに対する支援については、「みやざ

きNPOハウス」の運営と「宮崎県NPO活動支

援センター」の業務を受け持つことによって、宮

崎文化本舗自体が県内のNPO支援の担い手と

しての実績を重ね、様々なステークホルダーとの

つながりを作り上げることができたとのことであ

る。

特にみやざきNPOハウスは、前述のように

入居者に活用してもらうことに加えて、県内N

POのサポート相談業務等を行う場にもなって

いることから、人や団体の精神的なつながりの

結節点になっているとのことである。

また、ソフト事業としての宮崎県NPO活動

支援センターの業務を宮崎文化本舗が行うこと

により、市民活動のネットワークが形成され、

コーディネートが図られているとのことであ

る。

宮崎文化本舗の代表理事の石田氏は、「一般

に自治体などは、市民活動支援の目標を設定す

るときに、Il'NPO数の増加』としがちだが、 N

POは社会的課題があるところに生まれるも

のだから、単に法人数が増えればよいとは考え

てない。」と述べている。NPOの数を増やすだ

けではなく、 NPOの質を高めるための連携を

支援することが宮崎文化本舗の役割である。か

つては「点」であったさまざまな市民活動団体

の活動が、宮崎文化本舗の取組を通して、現在

「面」へとつながっているとのことである。

4事業を実施して生じた課題及びそ
の解決策

宮崎文化本舗は、以上のように中間支援事業

で実績をあげたこともあり、平成 15年の指定

管理者制度の導入を契機に、さまざまな団体か

ら指定管理者の業務を共同して受託しようとい

う提案を受けるようになった。現在では、宮崎

文化本舗は、「みやざきアートセンター」、「宮崎

市自然休養村センター」、「宮崎市萩の台公園」

及び「宮崎市みたま園」の運営を単独または共

同で担う指定管理者になっている。

こうして指定管理者として引き受ける業務が

拡大するにつれ、これらの業務と中間支援組織

としての宮崎文化本舗の役割をどのように合致

させるかが課題となった。例えば、指定管理者

として引き受けている施設には、みやざきアー

トセンターのように文化をテーマとしたものも

あるが、公園や市民霊園など宮崎文化本舗が得

意としてきたものとは分野を異にするものも

あった。また、温泉の運営など新たな技術が必

要な作業が出てきたり、事務量が増加したりす

るなどにより、負担が大きくなることも考えら

れた。

そこで、宮崎文化本舗は、指定管理者として

の業務を中間支援組織としての自らの使命と合

致させる観点から、まず指定管理者に応募する



際の基準として次の 3つを設け、

これに基づいて応募するかどうか

の判断を行うこととした。

①地域の人と共に、コミュニ

ケーションの場として運営

することができるか。

②他の組織とコラボレーション

ができるか。

③その施設で独自の収益事業

をすることができるか。

また、宮崎文化本舗は、指定管

理者として施設を運営するにあ

たっては、「受益者本位であるか

どうか」を常に確認することとし キネマ館でのイベン卜

た。つまり、利用者が笑顔で帰り、

また来てくれるようにするため、どのようにし

たら良い運営ができるかを利用者との意見交換

会等を通じて常に考え、工夫を重ねるこ ととし

た。

さらに、 宮崎文化本舗は、単なる施設の管理

を行うのではなく、地域におけるコミュニケー

ションを促進する仕掛けや多くのステークホ

ルダーにとって何らかの利益をもたらす仕組み

をつくるようにした。つまり、植栽、ビル管理、

清掃等の仕事をシルバ一人材センタ一、企業、

福祉作業所等と役割分担していけるよう、宮崎

文化本舗がコーディネートを行っている。例え

ば、宮崎市自然休養村センターという温泉付き

宿泊施設の運営業務については、宮崎文化本舗

が地元自治会から相談を受け、 一緒に指定管理

者と して応募することとなった。この施設は、

それまで赤字が続き、負債を抱えていた施設で

あった。また、指定管理者を引き受けるには、

温泉の運営に関する専門的な技術を必要とする

施設でもあった。そこで、この施設の運営を受

託するに際しては、 事前に調査研究を重ね、運

営方法についての工夫をし、地元自治会も宮崎

文化本舗も利益を得られるような体制づくりを

行った。平成初年度の実績によれば、この施設

の利用者は年間10万人を超え、地元自治会と

宮崎文化本舗が指定管理者を引き受ける以前に

比べて240%の増加となった。

特定非営利活動法人宮崎文化本舗

5将来的な方向
宮崎文化本舗の将来的な方向はどのように

なっているだろうか。宮崎文化本舗のスタッフ

は、映画館の運営や事務局代行事業だけではな

く、まちづくりに関わることを原則とし、例え

ば、廃校の利用やイベントの企画などの実践を

重ねている。つまり、宮崎文化本舗は、将来宮

崎県で活躍する人材の育成機能も果たそうとし

ている。

また、映画祭を発端とした宮崎文化本舗の活

動は、その名称のとおり、映画を中心とした文

化事業の開催等を通して、 宮崎市内のみならず

宮崎県全体の文化 ・芸術に対する意識の向上と

定着を図ると共に、県内のボランティア団体の

ネットワークの構築を図ることを目指している。
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中間支援組織の活動に係る
アンケート調査結果

調査の趣旨・概要

皇

今回、中間支援組織活動事例集を作成に

あたり、地域づくりの分野で活躍する中間

支援組織の実態を把握するため、「地域づく

り団体全国協議会」に平成 21年 10月現在

で登録されている地域づくり団体 (3，910

団体)を対象にアンケート調査を行い、そ

のうち自らを中間支援組織と位置づけてい

る団体からご回答をいただいた。

中間支援組織とは何かについては確定し

た定義がないので、今回の調査では内閣府

の平成 13年度『中間支援組織の現状と課題

に関する調査報告.!(平成 14年)の定義を

参考に した。それによると、中間支援組織

とは、多元的社会における共生と協働とい

う目標に向かつて、地域社会と NPOの変

化やニーズを把握し、人材、資金、情報な

どの資源提供者と NPOの仲立ちをしたり、

また広義の意味では各種サービスの需要と

供給をコーディネートしたりする組織をいう。

また、ここでのアンケートの調査の質問

内容については、独立行政法人福祉医療機

構の『長寿 ・子育て ・障害者福祉分野にお

ける NPO中間支援団体の実態に関する調

査研究報告書.!(平成 19年 12月)で使用

されたアンケート調査の質問内容を参考に

させていただいた。

なお、回答していただいた団体は、自ら

を中間支援組織と位置づけておられる 41団

体であるが、すべての中間支援組織からご

回答をいただいたとは限らないことに留意

E a 主

する必要がある。また、このように回答数

が少ないため、それらを取りまとめた集計

結果についても、あくまで参考ということ

でご理解いただきたい。

2 調査方法

今回のアンケート調査の調査方法につい

ては、次のとおりとした。

(1)調査対象

橿地域づくり団体全国協議会に平成21年 10

月現在で登録されている地域づくり団体

(3，910団体)

( 2 )調査項目

聞団体 ・組織概要

・団体設立年

-法人格の有無

・中間支援活動を開始した年

・設置運営形態

・現在、 実施している中間支援活動

・中間支援組織の事業推進にあたっての課

題 ・テーマ

・団体の独自の活動分野

( 3 )実施方法

・配送による紙面アンケート(財団法人地

域活性化センター編集『地域づくり』の

11月号に同封)

・配布団収期間:平成 21年 11月 1日~

11月 13日

・回収方法 :FAX等

( 4 )回収結果



-回収件数 :41件

3 調査結果

(1)団体の概要

ア 団体の設立年

中間支援組織の設立年は、 f，，"，-，平成9年」

が31.7%(13件)、「平成 10年~平成 12年」

が 19.5%(8件)、「平成 13年~平成 15年」

が 14.6%(6件)、「平成 16年~平成 18年」

が26.8.% (11件)、「平成 19年~平成21年J

が7.3%(3件)である。特定非営利活動促

進法(いわゆるNPO法)の施行が平成 10

年 12月であるので、これより前から設立さ

れている団体が多いようである。

イ 法人格の有無

回答した中間支援組織のうち法人格を有す

るものが53.7%(22件)、有しないものが

46.3% (19件)である。

ウ 法人格の取得年

法人格を有すると回答した団体の法人格の

取得年は、 f，，"，-，平成9年」が4.5%(1件)、「平

成 10年~平成 12年」が 13.6%(3件)、「平

成 13年~平成 15年」が27.3%(6件)、「平

成 16年~平成 18年」が41.0%(9件)、「平

成 19年~平成21年」が 13.6%(3件)で

ある。

なお、 f，，"，-，平成9年」の l件は財団法人格

の取得であり、その他は特定非営利活動法人

格の取得である。

エ 中間支援活動を開始した年

中間支援活動を開始した年は、 f，，"，-，平成9

年」が17.1%(7件)、「平成 10年~平成12年」

が9.7%(4件)、「平成 13年~平成 15年」

が22.0%(9件)、「平成 16年~平成 18年」

が29.3%(12件)、「平成 19年~平成21年」

が 12.2%(5件)である。このほか無回答が、

9.7% (4件)である。

一方、「中間支援活動を開始した年」につ

いて「団体を設立した年」と同年と回答した

団体は、 43.9%(18件)である。また、「中

間支援活動を開始した年」について「法人格

取得年J(f団体を設立した年」と同年は除く)

と同年と回答した団体は、 9.8%(4件)で

ある。

( 2 )団体の設置運営形態

団体の設置運営形態は、公設民営が

29.3% (12件)、民設民営が63.4%(26件)、

無回答が7.3%( 3件)である。(公設公営は、

地域づくり団体を対象としているので含まな

い。)

( 3 )現在実施している中間支援活動

現在実施している中間支援活動を複数回答

で調査したところ、「他国体との交流 ・連携 ・

協働化支援」が87.8%(36件)、「人材育成

支援(研修講座の実施、実習機会の提供等)J

が80.5%(33件)と多く、続いて「各種助

成制度、人材研修等に関する各種情報提供 ・

相談・マッチング」が56.1% (23件)となっ

ている。

また、この中で特に力を入れている活動は、

上記の「他国体との交流・連携・協働化支援」

と「人材育成支援(研修講座の実施、実習機

会の提供等)Jが各 12.2%(5件)となって

いる。

(4 )中間支援組織の事業推進にあたっての

課題 ・テーマ

中間支援組織の事業推進にあたっての課

題 ・テーマについては、「団体の運営資金の

確保・財政構造の改善」が63.4%(26件)、「自

主事業や委託事業を担う活動要員の確保 ・育
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成」が51.2% (21件)、「行政との協働事業

の選択」が48.8%(20件)となっている。

また、その中で特に重要な課題 ・テーマ

については、「団体の運営資金の確保 ・財政

構造の改善」の 22.0% (9件)で、 他の項

目よりも多くなっている。

( 5 )その他国体の独自の活動分野

中間支援活動以外の団体の独自の活動分

野としては、「人材育成」が56.1% (23件)、

「交流」が51.2%(21件)、「イベン ト」が

46.3% (19 f牛)となっている。

貴団体が中間支援組織であると考える場合のみ、アンケートにご協力くださいます

ようお願いします。

(1)貴団体(中間支援組織)について、次の項目にご回答ください。

-団体名 : -代表者氏名:

・連絡先 電話番号 ・回答者氏名:

-団体設立年: 年 -法人格の有無 : 有( 年取得)・無

・中間支援活動を開始した年: 年

(2 )貴団体の設置運営形態について、該当する番号にOを付けてください。

1 . 公設民営 2.民設民営

( 3 )現在、実施している中間支援活動について、該当する番号にOを付けてください。(複数
回答可)その中で、特に力を入れている活動について、該当する番号ひとつにOを付け
てください。

1 .各種助成制度、人材研修等に関する各種情報提供 ・相談・マッチング

2.人材育成支援(研修講座の実施、実習機会の提供等)

3.場所提供等の支援(事務局 ・活動の場、ミーテイングの場、保管場所等)

4.他団体との交流 ・連携・協働化支援

5.運営支援(税務・経理の人材紹介や研修、運営コンサルテイング等)

6.資金面の支援(団体設立、新規事業化、運営等)

7.広報支援(個別団体の事業や団体に関する広報)

8.その他〔



(4)中間支援組織の事業推進にあたっての課題・テーマについて、該当する番号にOを付
けてください。(複数回答可)その中で、特に、重要な課題・テーマについて、該当

する番号ひとつにOを付けてください。

1 団体の運営資金の確保・財源構造の改善

2 事務局要員(団体の総務・会計・財務・対外広報等を担う)の確保育成

3.会員の確保

4. 自主事業や委託事業を担う活動要員の確保・育成

5. 中間支援事業そのものの拡大

6.専用の事務局スペースの確保

7 収益事業と非収益事業のバランス

8.行政との協働事業の選択

9.地域の専門人材、専門機関との連絡・連携強化

10.その他〔

(5 )その他貴団体の独自の活動分野について、該当する番号にOを付けてください。(複数回答可)

1 .農林水産

2.商工

3 特産品

4.イベン卜

5.観光

6.芸術・文化

7.福祉・教育

農産物等の産地化などに取り組んでいる

商庖街の活性化などに取り組んでいる

地域特性を生かした地域産品の研究や開発に取り組んでいる

地域イメージの創造や地域イベントの開催等に取り組んでいる

地域の観光に役立つ活動を行っている

地域の芸術文化の創造や伝承 ・保存によるまちづくりに取り組んでいる

社会貢献活動やボランティア活動(福祉、青少年育成)に取り組んでいる

8.環境・景観 生活環境の整備、自然 ・景観の保全、良好な町並み形成等に取り組んでいる

9.交流 他国休地域住民等との交流や国際交流によるまちづくりに取り組んでいる

10スポーツ・健康 各種スポーツ、健康を通してのまちづくりに取り組んでいる

1 1 .人材育成 地域に根ざした人材育成(人材育成塾、宣言産学習活動の援助など)を行っている

12.その他 上記 1'""'"' 1 1に該当しない活動

(6 )貴団体が活動を注目している団体があれば、団体名を記入してください。
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